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第 1 章 信頼研究のこれまでと課題 
 
 
1 現代社会と信頼 
かつて Fukuyama（1992=1992）は，国際社会において民主主義と自由経済が勝利するこ
とで社会制度の発展が完遂し，社会の安定が将来にわたって維持される時代が到来すると
いう仮説を「歴史の終わり」と呼称した．Fukuyama が論じたように冷戦終結後，民主主義
と全体主義の政治体制をめぐる対立は収斂へと進んだ．だが，民主主義側の事実上の勝利
に伴い推し進められた自由経済の発展のための民営化，規制緩和，雇用の流動化，対外開
放という政策は「自立」や「自己責任」といった合言葉のもと，実態を捉えにくい機会が
氾濫する状況を作り出した（荒井 2009）．その中で日本において終焉を迎えたのは，政治
体制のイデオロギー的論争の“歴史”ではなく，高度経済成長期から漫然と継続してきた
社会システムであり，半ば日本人のアイデンティティと化した集団主義や連帯責任などと
いった慣習であったのではないだろうか．それらは，暗黙のうちに政府であれ会社であれ，
自分以外の誰かが“信ずるに足るもの”を自動的に提供してくれているという感覚を，人々
に共有させていた．幸か不幸かこれまでは，そうした慣習に疑いの目を向ける必然的な理
由がなかったため，それらは維持され機能しつづけてきた．しかし現在では，今日の出来
事が安定的に今後もつづいていくとは限らないという事態を，目の当たりにする機会が増
えてきている． 
こうした時局にあって，社会を生き抜くため，我々にはこれまで幻想のように抱いてい
た“信頼”を実態に即してみつめ直すことが求められるようになった．それは“信ずるに
足るもの”は与えられるのではなく，自らが相手へ働き掛けていくことで獲得する時代に
なったということである．このことは，一面では自由な社会が実現されたことを表してい
るが，それと同時に確実なものをみつけだすことがより困難になったということも意味し
ている．さらに，同様の現象は日本ばかりで発生しているわけではないようである．Hardin
は自著 Trust において，「なぜ今，信頼なのか？（Why Trust Now?）」を論じた（Hardin  2006: 
4-5）．そこで彼は Putnam（2000=2006）の Bowling Alone を引用し，大恐慌から第 2 次世界
大戦期にかけての「市民世代（civic generation）」の人々が有していた，地域への関与が減
少したことでアメリカ社会に不信が蔓延したと述べている．この主張は，アメリカでも日
本と同じように，これまでの慣習が急激に衰えたことで“信ずるに足るもの”は何かとい
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うことが不確かになった現実に，人々が対応できなくなっていることを指し示しているの
ではないだろうか．  
情報通信技術や交通手段の著しい発達によるグローバル化の流れは，情報，物，金，そ
して人間の移動を活発化させ，盛んな取引を可能にした．それに伴い政治活動，経済活動，
文化活動など様々な社会的活動の場において，面識がなく一度きりのつき合いに終わって
しまう者や，さらには人種･国籍などが全く異なる者とも関係を持たなくてはならない場面
に遭遇する機会も増加している．しかし，未知の相手との活動には不確実性や情報の非対
称性といったリスク1要因が潜在している．そこでは，他者を利用して不正を働くことで多
くの利益を得ることができる．そのため，常に裏切りの誘因が満ち溢れている．このよう
に相手の意図についての情報が必要とされながら，その情報が不足している状態は，「社会
的不確実性」が高い状態であると定義されている（山岸 1998）．こうした状況下での人間
関係はともすれば相互不信となり，結果的に双方が不利益を被る社会的ジレンマ状態へ陥
ってしまいかねない（例えば，Akerlof（1970）による中古車市場の研究2）．これまでは，
そういった場面に遭遇したとしても，以前からある社会的な制度や慣習に頼ることで，あ
る程度リスクを抑制することができていたのかもしれない（Fukuyama 1995=1996）．だが，
そうした社会の仕組みをもってしても十全な対応ができない状況に陥ったときに，我々は
どうすれば異なる背景を持つ者や見知らぬ人々に対するリスクを忌避せず，協調的な関係
を築きあげることができるのだろうか．こうした疑問は，人々が功利的に行為する状況下
でいかにして社会秩序は可能かという，Parsons（1937=1976）が提起した「ホッブズ問題
                                                   
1 経済学では潜在的な危険性を，発生確率を予測できる「リスク」と，確率的事象ではな
い「不確実性」とに厳密に区別している（Knight 1921）．しかし，ここでは危険に遭う可
能性や損をする可能性の総称する言葉として“リスク”を用いた．また，以降も「リスク」
と「不確実性」について意味的な違いは設けない． 
2
 中古車市場において，売り手は販売する車の品質を知っているが，買い手は購入するま
で車の品質を確かめることはできない．こうした販売制度上の情報の非対称性を利用し，
売り手は質の悪い中古車（レモン）を良質な車（ピーチ）と偽り，高額で売りつける可能
性がある．すると，レモンを掴まされることを恐れた買い手が中古車に対して高額な対価
を払わなくなる（需要価格の低下）．また売り手側もこれに対応するため，低価格で品質の
良くない車を提供せざるを得なくなる（提供価格の低下）．その結果均衡価格が下落し，中
古車市場は低価格・低品質のレモンで溢れてしまうという過程を Akerlof は明らかにした． 
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（Hobbes's problem of order）」とも共通するものである． 
この問題への解決の糸口として注目を浴びるようになったのが，“信頼”という概念であ
る．個々人が他者を信頼することができるようになれば，たとえ不確実性の高い境遇にお
かれたとしても，相手は自分の期待を裏切ることはないと考えることが可能となる．その
ことが人々の間で協調行動を促し，ひいてはより大きな集団における連帯が実現し，腐敗
のない公正な政治の実現や効率的な経済発展につながるということが，これまでに指摘さ
れてきた（e.g. Collins 1982; Knack and Keefer 1997; Putnam 1993=2001; 2000=2006; Uslaner 
2002）．このように人々が互いに高い信頼を持つことで，個人のみならず社会全体に便益が
広がることが期待される．そのため，今や“信頼”とは個人のソーシャル･スキルとしての
みならず，集団における規範的な機能の面からも重要とされている． 
以上のように，円滑な社会生活を送る上での潤滑油のような役割を果たす“信頼”であ
るが，その実態については十分な検証が加えられておらず，謎に包まれたままとなってい
る部分も多い．特に「いかなる状況において信頼は有効に機能するのか」と「そもそも信
頼はどのようにして生成されるのか」という 2 点に関しては，信頼研究における根本問題
であるにもかかわらず，共通した見解が得られていない．その理由として，信頼の意味や
対象とする事物が非常に多様であり3 ，それぞれの領域や研究者ごとに異なる意味合いで
「信頼」という言葉が用いられていることがあげられる．これらの多岐にわたる信頼概念
のうち，本論文では，山岸俊男（1998）により提唱され体系化された“社会の中に存在す
る他者一般への信頼”である，「一般的信頼」に焦点を当てた議論をおこなう． 
ここまでで述べてきたように，社会が開かれることで生じる社会的不確実性の上昇とは，
未知/異質な他人とかかわりを持つことで生じる，いわば彼我のダブル・コンティンジェン
                                                   
3
 例えば，信頼についての国際研究機関である T3（Trust Theory Technology）Group の web
サイト（http://t3.istc.cnr.it/trustwiki/index.php/Main_Page）では，Trust Wiki と題した項目を
設けて，これまでの信頼研究の概略を紹介している．そこでは，16 の信頼に関するトピッ
ク（Reputation in Trust, Sources Role in Trust, Risk in Trust など）と，それらについて研究を
おこなってきた 5 つの学術分野（Economics/Organization, Sociology & Philosophy, Psychology, 
Computer Science, T
3
 Socio-cognitive approach）の代表的な研究者，業績の数々を閲覧するこ
とができる．しかし，それでも T3 Group は信頼研究の膨大な全容を網羅するには至ってい
ないとしており，サイト閲覧者や研究者へ項目執筆や論文投稿などを要請し，更なる情報
提供を呼びかけている．こうしたことからも，その多様性を垣間みることができる． 
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シー（Parsons 1951=1974）によるものである．そして未知の事象や人物に信頼を持つこ
とがリスクを克服するうえで重要であるとした理論は，これまでにも提唱されてきた（e.g. 
Luhmann 1989=1990; 1984=1993）．ただし，それらの多くは思弁によるものであり，実証が
伴った理論は限られていた．こうした状況に対して信頼を明確に定義し，具体的な実証を
おこなうことで有効性を提示してきたのが，山岸の「信頼の解き放ち理論4（一般的信頼理
論）」であった．ただし，その理論にも更なる考察の余地は多く，とりわけ日本の地域社会
へのステレオタイプ的な解釈については批判も多い（e.g. 荒井 2000, 2006, 2009; 石黒 
2003; 辻 2008; 与謝野・林 2005; Yosano and Hayashi 2005）．そこで，本研究は日本の地域
社会に着目して，一般的信頼を持つことが適応的であると主張した「解き放ち理論」の理
論的妥当性を再検討することとした．その遂行にあたって，社会調査と実験室実験により
採取したデータを用いて実証をおこなう．それにより，現在の日本社会における人々の一
般的信頼の生成過程にかんする理論構築をおこなう．以上の作業を通じて本研究では，協
調行動達成の手掛かりとされている「一般的信頼」の精緻化と発展を目指す． 
 
2 信頼の定義 
信頼研究では同じ「信頼」という語を用いていたとしても，それが指す概念が異なって
おり，そのことが研究者間の共通理解を阻害する要因となっていることがままある．した
がって，信頼を研究するにあたり類似した他の概念と混同を避けるため，対象となる概念
を定義して予め適切な文脈に位置づけておくことが非常に重要となる．これについて，本
項ではこれまでの信頼研究の概要とそこでの定義を簡潔にまとめ，そのうえで本研究が扱
う「一般的信頼」の位置づけと問題点を述べることにする．また，そうした過程の中で，
本研究が持つ意義についても言及していく．なお「一般的信頼」にまつわる理論は，山岸
（1998）の『信頼の構造』に基礎が置かれている．そして本研究の目的は，その理論を再
考することにある．したがって「信頼」の分類および定義については基本的には山岸のも
のを踏襲するが，そこでは後年になって取り上げられるようになった他の信頼の概念を，
新たに付け加えて再構成していくことにしたい（本論文における信頼概念の概略図は，後
に提示する図 1-1 を参照）． 
 
 
                                                   
4
 以降は「解き放ち理論」と表記する． 
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2.1 「期待」としての信頼 
「信頼」とは何かを定義するうえで，その対象が何であるのかを定める必要がある．そ
こでまず理解しておかなければならないことは，信頼にはそれを「する側」と「される側」
という，2 種類の行為の対象が存在しているということである．このうち，信頼される側
というのはあくまで行為の被対象であり，自らがその行為をおこなうわけではない．その
ため，される側に対して「信頼」という言葉が投げかけられる際には，「信頼できる人/物
だ」などのように，当該の対象が有している何らかの能力や性質への形容詞的な用いられ
方がなされることになる．そして，そこでの「信頼」とは信頼
．．
する側の期待どおり
．．．．．．．．．
に信頼
．．．
される側の能力や性質が発揮され
．．．．．．．．．．．．．．．
る
．
こと，言い換えると，期待を受ける（=信頼される）
に足る性質のことを指しており，より端的には「信頼性」と表すことができる．対する信
頼する側の「信頼」とは能動的な行為のことを指しており，上述の「される側」の信頼と
は反対に期待をすること
．．．．．．．
を意味している．さらに Barber（1983）は Luhmann（1989=1990）
における信頼の議論を援用し，こうした期待を「自然秩序への期待」と「道徳的社会秩序
への期待」へと分類し，それを「広義の信頼」の定義とした．「自然的秩序への期待」とは，
自然現象の恒常性（例えば，天体の回転など）や化学的な分析値が既に定義づけられた正
常な範囲にあるといったことなどの，科学的な事象への知識に依拠した「信頼」を意味す
るものである．「道徳的社会秩序への期待」とは，社会を構成する人々が互いに道徳的で合
理的であれば秩序を保ち諍いの回避を優先するため，自分（=信頼する側）の意図に応え
てくれるはずであると考えることを，広い意味での「信頼」としたものである．本研究で
は人間を介在して特定の個人ないし社会に発現する「信頼」の特性を考察することを目的
に据えるため，以降では「道徳的社会秩序への期待」を構成する下位概念を紹介し，「自然
的秩序への期待」については扱わない． 
「道徳的社会秩序への期待」も，それが指す内容はいくつかの質的に異なる意味を持っ
ている．山岸によれば，それらは 2 つのタイプへと分類可能であるという．1 つ目は，社
会の中で出会う相手が，役割を果たす能力を持っていると期待することを指す「能力に対
する期待」である（山岸 1998; 山岸・小宮山 1995）．例えば，我々が体調を崩した時に病
院を訪れるのは，医師が人体に適切な治療を施すことができると期待しているからであり，
そこで問題となるのは医師の人柄や人格ではなく，専門業務を十分に遂行する能力がある
か否かである．そのため，いくら人柄が良くとも“ヤブ医者”が繁盛しないのは，適切な
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治療を施してくれるだろうという期待，つまり「能力に対する期待5」が持てないことに由
来している．2 つ目は，託された責務や義務を相手が果たすと期待することであり，それ
は「意図に対する期待」と呼ばれている．例として，選挙において減税を公約として掲げ
た政治家がいたとしよう．そこで有権者が焦点とするのは，政治家が口だけではなく実際
に減税の政策を推進してくれる
．．．．．．．．．．．．．
つもりがある
．．．．．．
のか
．．
否かであり，税に関する
．．．．．
法令自体
．．．．
を作成
．．．
する能力があるか
．．．．．．．．
ではない．こうした相手がやるといったことにかんして，本当にやる気
があるだろうと期待することが「意図に対する期待」である．意図に対する期待について
は，Simmel6が「生活の多くの前提にもとづき，個人は決してそれを徹底的に追及したり確
かめたりすることはできず，彼はそれらを信頼の念を持って受け取らなければならない．
（中略）われわれの現代の生存は，他者の誠実に対する信頼にもとづいている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（Simmel 
1908=1994: 356 強調は筆者によるもの）」と述べているように，古くから信頼の中核的な
概念として扱われてきた．このように「意図に対する期待」は，かねてより人間間，さら
には国家間といった異なる社会間で相互行為をする際に，相手の真意を推し量ることがで
きないという不確実性を，どう克服するかという問題を語るうえで議論の中心に据えられ
てきた．翻って，「能力に関する期待」も個々人の能力からくる不確実性を含んでいるもの
の，それは本研究が想定するような意思の疎通ができない状況下で発生するジレンマを，
広範な社会にもたらす要因になることは稀である．よって以下では「意図に対する期待」
について突き詰めていくことにする． 
さらに「意図に対する期待」も 2 つの状態へと区分することができる．前出の山岸（1998）
では「意図に対する期待」にかんして，「信頼」と「安心」という分け方が提唱されている．
「信頼」という概念を定義するうえで「意図に対する期待」という言葉を用いているにも
かかわらず，再び「信頼」という用語を使用していることは，トートロジカルな印象を与
えるかもしれない．ただし，ここでの「信頼」とは，社会的不確実性の中でも特に「相手
                                                   
5 このタイプの期待を保証する社会システムとして，Giddens（1990）があげた「専門家シ
ステム」がある．「専門家システム」とは，物質的社会環境の広大な領域を体系づける科学
技術上の成果や専門知識の体系のことを指す．免許や資格などの制度は，法律的・政治的
な上部構造が専門業務に従事する者の能力を保証し
．．．．．．
，業務の遂行を認める「専門家システ
ム」の一部である．このような制度に裏打ちされた「能力に対する期待」は，帰納的推測
にもとづく確信とは異なり，根拠が確かなため全権を専門家に委ねる（白紙委任）ことを
可能にするほど強固であるとされている． 
6 Simmel は「期待」ではなく「信頼」という言葉を使用しているが，それが意味するとこ
ろは，「他者がある行為（その行為をおこなうと事前に表明している場合もある）を本当に
おこなってくれるのか信頼する」ということであり，「意図に対する期待」と同義である． 
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につけ込まれる危険が存在していること」を前提としている．そうした危険性を認識しな
がらも相手の人間性や自分への感情についての判断にもとづき，その者の意図に対して期
待を持つことを山岸は「信頼」と定義したのである．したがって，この用語には単に「真
意が推し量れない」という意味での社会的不確実性よりも，一段狭義の条件が付与されて
いる．そのため，先述の「信頼」とここでの「信頼」は，それぞれ異なる概念を指してい
ることに注意しなくてはならない．一方「安心」は，自分を「搾取する行動をとる誘因が
相手に存在していない」と判断することから生まれる，相手の意図に対する期待と定義さ
れており，そこでは相手の裏切りによる不確実性が全く存在しないことが，「安心」の条件
とされている．また山岸は，相手が裏切りを働いたときには速やかに処罰が下されるため，
それは利益とならないはずであるといった，裏切りの誘因が存在しないことを我々に確信
させる仕組みが「安心」を成り立たせているとした（その例として，嘘をついたときに自
動的に針がのどに送り込まれる架空の装置「針千本マシン」や，暴力的制裁によって人間
関係が維持されているマフィアに関する Gambetta（1988, 1993）の研究を引用した「やく
ざ型コミットメント7」をあげている）．なお「安心」は，相手の搾取の誘因が外的な要因
により阻害されていることで，自分が「意図に対する期待」を抱くことが可能な状態を指
している．そのため，実質的にはそこに不確実性は存在しておらず，ジレンマ状況は生じ
ないことになる．よって，この「安心」の概念は後に多少の言及をするものの，基本的に
は本研究が対象とする「信頼」の範囲からは除外する． 
 
2.2 広範な信頼 
相手につけ込まれる危険が存在している中での意図に対する期待が，「信頼」であること
は既に述べたとおりである．そして，その「信頼」も特徴に応じて様々に区分されている．
そのうち，人間の最も原初的で基礎的な信頼が，Erickson（1950=1977, 1968=1969）のライ
フ・サイクル論8において提唱された「基本的信頼」である．生まれたばかりの赤ん坊は自
分だけで生存するための術を持たないため，自らの要求が満たされなかったり外界の多種
多様な存在からの脅威を受けたりする状態に晒されつづける．そのため，おのずと周囲は
                                                   
7 「やくざ型コミットメント」の詳細は，一般的信頼の問題についての項にて日本型の人
間関係とともに説明する． 
8
 Erickson は重要なライフイベントに照らし合わせて，人生を 8 つの発達段階に区分した．
そして，それぞれの段階において克服すべき危機が存在していると仮定し，その危機を克
服できるかどうかで，ライフ・サイクルの次の段階へ移行するか退行するか，場合によっ
ては横道にそれる（=モラトリアム）かが決まるとした． 
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自分に敵対的な人や物で満ちているという「基本的不信」を抱くことになる．けれども，
そうした状況へ関与して世話をしてくれる母親（または母親的役割を担う者）との関係を
通じて，世の中には自分の望みに応えてくれる存在がいて，世界は信頼しても良いもので
あるということを学んでいく．この感覚は 1 歳半頃までに獲得されるが，こうした最初期
の信頼を Erickson は「基本的信頼」と呼び，他者への信頼の獲得のみならず人が社会化し
ていくうえで重要な要因として位置づけた．なお，「基本的信頼」は理論的根拠が明瞭でな
い「精神分析論（Freud 1917=1977）」を下敷きとしている．そのため，山岸（1998: 58-9）
は後に紹介する他の信頼概念との関連を論じる際に，こうした心理学的説明原理による理
論を批判的に捉えている．ただし，乳幼児期に両親のネグレクトを受けた被害者は，社会
への信頼が低いことは報告されており（e.g. Friel and Friel 1990=1999; 加藤・加藤 2003），
「基本的信頼」が他の信頼概念とも関連しているとした Erickson の主張は，演繹的に捉え
るとある程度の説得力を有しているものと考えられる． 
加えて山岸は Erickson の親子関係から生まれるという議論に着目することで，「基本的
信頼」を相手が自分に対して抱いている感情や愛情にもとづいて信頼するという，「人間関
係的信頼」の一部として位置づけている．だが，「基本的信頼」とは親族（特に母親）さら
には周囲の社会から受け入れられていると自覚することで，自分が信頼に値する存在（=
自分自身への信頼）であり，また，あらゆる人物
．．．．．．
が信頼に足る可能性を秘めている
．．．．．．．．．．．．．．．
と感じ
られるようになることをも指す概念である．そのため，「人間関係的信頼」の範囲よりも広
い対象を扱っているといえるだろう．この点については，他の理論を用いることでも区別
することができる．Sztompka（2000）はどのような要因が信頼を規定するかという
「foundation of trust（信頼の基礎）」を考えるうえで，「reflected trustworthiness9（反映され
た信頼性）」，「trust impulse10（信頼欲求）」，「trust culture11（信頼文化）」の 3 つがあるとし
た．Sztompka の分類を応用して考えると，山岸の分類では「基本的信頼」が人間同士の関
係性が明白で相手の情報が既に得られている状態，つまり「reflected trustworthiness」によ
って規定されていることになる．一方で，Erickson の「基本的信頼」とは，乳幼児が自身
                                                   
9
 ある者と対峙したときに，その者に信頼を与えるか否か決定するためには，手掛かりと
なる相手の信頼性が必要となる．そのうち，相手についての特性・情報が反映する信頼性
のことを「reflected trustworthiness 反映された信頼性）」と Sztompka は呼んだ．なお，この
概念は，ある人物との関係性から，相手の特性にかんする情報がわかっていることで抱く
ことができる「人間関係的信頼（山岸 1998）」と対応すると考えられる． 
10
 他者の信頼性とは関係なく，行為の主体となる自分がどのくらい人を信頼するか/できる
かという個人の内的な特性． 
11
 文化的な規範にもとづいて，どのくらい他者を信頼するかを規定する要因． 
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を取り囲む「reflected trustworthiness」と「trust culture」を経験し，その中で「trust impulse」
を自覚することで獲得される信頼であるといえる．このように，Erickson の理論と山岸の
分類との間には隔たりがあると考えられることから，本論文では「基本的信頼」を「人間
関係的信頼」とするのではなく，より広範な「信頼」に連なる概念として位置づけること
とした． 
余談となるが，広範な「信頼」ということにかんして，ここで Simmel（1900=1999, 
1908=1994）の Glaube（信仰）と Vertrauen（信頼）についても少し触れておきたい．Simmel
の信頼論では，ここまでで述べてきたような「信頼」（場合によっては「安心」やほかの概
念を指すこともある）に対応する言葉として，Glaube と Vertrauen が用いられている．こ
のうち Glaube は宗教的な信頼の概念であり，神への信仰や信仰を拠り所とした他者への信
頼，そして自らの信念という意味を有しており，先の項で述べた「自然の秩序への期待」
から「基本的信頼」までの範囲を包含している．一方，Vertrauen はより世俗的な意味での
不特定多数の人間や社会への信頼を指しており，「相手の意図に対する期待」としての意味
合いが濃い概念である．さらに，Simmel はこの 2 つの信頼は互いに独立ではなく，人間に
対する人間の関係に現れた宗教的な信仰（Glaube）が信頼（Vertrauen）であると述べてお
り12，世俗的な人間への信頼が宗教的信仰の汎化によるものであると考えている．なお，
本論文ではこうした Simmel が論じた Glaube と Vertrauen について，後で説明する「情報依
存的信頼」のカテゴリー外の信頼を包括する概念として位置づけることとした． 
また，裏切りによる不確実性が存在する場面において，他者の意図に対する期待を抱か
せるものの，それが必ずしも人間に由来しているのではなく，人間を取り巻く社会的な仕
組みによってもたらされているという類の「信頼」も存在する．それが Luhmann（1989=1990）
により提唱された「システム信頼」と，Levi（1996）の「制度信頼」である．まず，Luhmann
「システム信頼」について整理する．世界は人間の認知能力によって，その情報全てを処
理するには複雑過ぎる．そこで Luhmann は複雑な世界に対処する戦略として，人間は世界
を馴れ親しんだものと馴れ親しんでいないものに区別し，馴れ親しみを基礎とした自明な
世界で生活を送っているのだと考えた．だが，場合によっては生活する中で馴れ親しみの
ない他者とも遭遇することがある．そのときに他者の行為が個々の人格へと帰属できるの
であれば，それは意思疎通のとれる主体として一般化し，期待を抱くことが可能である（「人
                                                   
12
 同時代の Weber（1904=1989）もアメリカの市場社会において，教会参加が相手を信頼
するうえでの見極めのサインとして作動していることを述べており，西洋における信頼の
文化を語るうえで宗教（キリスト教）が重要な役割を担っていたことがうかがえる． 
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格的信頼13」）．しかし，人格へと帰属できない行為を目の当たりにしたとき，人はただそ
の不気味に耐えるか，それとも闘争するかのいずれかの手段を選ばざるを得なくなってし
まう．そうした複雑性への対処方略として要請されるのが，組織や制度といった多様な機
能を有するシステムの情報に依拠した「システム信頼」である．この「システム信頼」と
は，自分と他者が共に属するシステムの個別の機能，さらにはシステム自体への信頼であ
るため，個々人の予測不能な行為から生じる不確実性の干渉を受けない．そのことは行為
の安定性が，馴れ親しんだ者との間でなくとも保障されるということを意味しており，特
になじみの薄い者との関係において，不確実生を排除するのに有効である．具体的な例と
して，「レストラン」への「システム信頼」を考えてみることにする．仮に我々が全くなじ
みのない土地を訪れ，とにかく空腹を満たすことだけ14を目的に街をさまよっていたとし
よう．そこで「レストラン」という看板を掲げた店を見かけたとしたら，たとえ見ず知ら
ずの料理人が経営していたとしても，そこでは自分たちに何らかの料理を提供してくれる
と多くの人が考えるだろう．だが，その料理人が営んでいる店では，もしかすると宮沢賢
治の童話『注文の多い料理店』のように，我々の方が調理の対象にされてしまうかもしれ
ない．しかし，そのような不安を抱いて入店をためらうような人は，全くといって良いほ
どいないはずである．なぜならばレストランとは，料金を払うのと引き換えに食事を提供
してくれるというシステムのうえに成り立っていることを我々は知っており，そのシステ
ムを信頼しているためである．「システム信頼」とは，このように他者の行為にまつわる不
完全な情報を補うことによって，不確実性を克服する手掛かりとなる（=システムに信頼
を寄せることは，個人レベルの「信頼醸成措置」として機能する）． 
Levi（1996）の「制度信頼」についての理論も，「システム信頼」と同様に社会的な制度
を信頼することで，個人が直面する不確実性を乗り越えることが可能となることを論じた
ものである．ただし，Levi の理論は，日常生活における何らかの構造を有するシステム全
てを対象とした Luhmann の理論とやや異なり，司法や警察制度といった治安・秩序維持の
ために特化した制度に焦点を当てたものとなっている．特に，そうした制度が備えている
3 つの能力に着目し，それらが全て機能することにより，人は他者を信頼することが可能
となるという「制度信頼起源説」を主張した．その 3 つの能力とは，法の遵守を的確に監
                                                   
13
 「人格的信頼」については後で説明をする． 
14
 実際には，「味」や「料理の安全性」など他の要因も関係してくるが，ここでは単純化
のため，それらを捨象して考えることとする．なお，そうした要因にまつわる不確実性も，
それぞれ対応する「システム信頼」を持つことで克服可能である． 
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視する能力，法を犯した違法者•脱法者に適切な制裁を与える能力，さらにそうした事柄に
ついての情報と保障を人々に提供する能力である．上記の条件を備えた制度は「信頼」が
必要な状況に対して「安心」を提供する仕組みであり，人間への信頼が醸成されるには秩
序維持のための制度が信頼される必要があるというのが，Leviの主張である．このような，
Luhmann のシステム信頼の理論および Levi の制度信頼理論は，人間に対する信頼の素地と
なる高次の社会的制度への信頼が必要であるという，メタ信頼とでも呼ぶべき要因の重要
性を訴えたものである． 
なお，上述したように「制度信頼」（状況によっては「システム信頼」も）は，裏切りの
誘因を人々に抱かせることを阻害するため，「安心」と同じような状態を社会にもたらす．
ただし，「
．
システム
．．．．
」
．
や
．
「
．
制度
．．
」
．
そのもの
．．．．
についていえば，人々はそれらが正常に機能する
ことを保証する仕組みの詳細を知っているわけではない．つまり，システムや制度に期待
を寄せることが，確固たる外的な仕組みによって担保されることで可能になっているので
はないのである．そのため「システム信頼」や「制度信頼」それ自体は，「安心」ではなく
「信頼」概念の 1 つとして扱うことができる．これについて，もう少し正確に述べると，
システム/制度の機能を保証する仕組みは，完全に存在しないのではない．実際にはシステ
ム A を保証するシステム B，システム B を保証するシステム C…というように，機能を保
証するシステムが入れ子の様相を呈している．しかしながら，そうした膨大なフラクタル
構造のシステム/制度群の存在全てを，人々は正確に知覚することはできない．それにもか
かわらず，システム/制度が正常に作動していると考えることは，意図に対する期待を抱く
すなわち「信頼」を持つということと同義となる．よって，「システム信頼」や「制度信頼」
は「安心」をもたらす要因となり得るが，「システム信頼」および「制度信頼」
．．．．．．．．．．．．．．．．．
自体
．．
は「信
頼」の下位概念であるといえる．本筋から外れるためこれ以上の言及はしないが，こうし
たシステム/制度と信頼の関連についての議論は，信頼生成のミクロ−マクロ・リンクを考
えるうえで非常に有用であり，継続して研究を実施する価値のあるテーマである．  
 つづいて「信頼」の概念における，何らかの情報にもとづく信頼を述べる．先に Erickson
の「基本的信頼」を説明した際，山岸の「人間関係的信頼」という概念についても触れて
いた．この「人間関係的信頼」とは，相手が自分に対して持っている感情や態度という情
報から判断して，その者の行為に期待を抱くという信頼を表すものであった．こうした，
ある情報にもとづく相手の信頼性の評価，そしてその結果抱く期待に対して，山岸は「情
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報依存的信頼15」という総称的な区分を与えている．さらに山岸の議論によると「情報依
存的信頼」の中でも人間の何らかの情報にもとづく信頼は，既にあげた「人間関係的信頼」
と「人格的信頼」へと大別16できる．「人格的信頼」とは，山岸（1998）の定義によれば，
相手の一般的な人間性や人格特性にかんする信頼性への評価の程度であるという．その例
として，「あの人は立派な人だからだとか，あの人は悪い人じゃないからと考えてその人を
信頼する場合がこれにあたる（山岸 1998: 44）」と述べられている．これは，日常生活の
中で我々が一般的に用いている意味での「信頼」と，おおよそ同義の信頼であると考えら
れるだろう．さらに山岸は，そこでの相手についての情報源の特性について考察すること
で，「人格的信頼」を「個別的信頼」と「カテゴリー的信頼」へと二分した．このうち「個
別的信頼」とは，特定の相手との直接の接触によって得られた情報から，裏切りの誘因が
ある状況において，どの程度自分の期待に応えてくれるであろうかという評価値のことを
指す．これに対して，直接的情報によらない社会的地位，役割，社会的カテゴリーに由来
する偏見やステレオタイプにもとづいて，対象を信頼できると考えることを「カテゴリー
的信頼」として定義した．「何とか県の人間は信頼できるのに何とか県の人間は油断ならな
いといったたぐいの信念が，これにあたる（山岸 1998: 45）」というように，出身県とい
うカテゴリーへのステレオタイプは，「カテゴリー的信頼」の典型的な一例とされている．
また，詳細は 3 章にて解説するが，金澤（2008）が提唱する「条件付き信頼」や本論文で
用いる「地域信頼」は，いずれも居住地域内の人々に抱く信頼であり，「カテゴリー的信頼」
の下位概念に該当する信頼であると考えられる． 
 ここまでは，何らかの情報に依存することによる信頼について述べてきた．だが，Uslaner
（2002, 2003=2004）は，信頼性を裏打ちする情報が完備されていなくとも持つことができ
る信頼があるとしている．それが「道徳的信頼」である．「道徳的信頼」とは，世の中に存
                                                   
15
 本人との直接の接触によって得られる情報（「個別的信頼」）のみならず，世間的な評判
や社会的な制度に由来する情報，例えば地位，役割，資格，という情報にもとづく信頼（カ
テゴリー的信頼）は，「情報依存的信頼」に含まれる．なお「システム信頼」や「制度的信
頼」という信頼も部分的には社会的な情報に裏打ちされていると考えられるため，本論文
では「情報依存的信頼」の下位概念として位置づけた．また，Uslaner（2002, 2003=2004）
は山岸（1998）の「情報依存的信頼」を，相手をあてにして良いかについての情報を得る
ためのコストを軽減するので，他人と共同で何かをする際に役に立つという意味で，人間
関係における「戦略的信頼」であると述べている．しかし，これらは名前が異なるだけで，
どちらも同じ概念を指すものである． 
16
 他にも人物に対する信頼の分類は存在しており，Rotenberg（1994）では，複数の次元（認
知・感情/行動，特定性/親密性，確実性/情緒性/誠実さ）で構成される「対人的信頼」が提
唱されている． 
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在している大半の人間は基本的に自分と同じ道徳的価値観を共有しているという信念や，
他者の善意に対する信念に由来しており，「人は信用できるとみなすという道徳的なルール」
のもとで成立する信頼であるという．これは，社会の中に存在している道徳的観念にもと
づいているという点では，外部の情報に依存した信頼であるといえるだろう．けれども，
その道徳的観念とは制度により保証されているものではなく，あくまで自分が内在化した
信念のもとで人々への信頼を抱くというものである．そのため，「道徳的信頼」は「情報依
存的信頼」に比べて多くの不確実性を内包していることになる．さらには「道徳的信頼」
の程度は個人の道徳的価値観からくる個人差の影響を受けるため，個人間での分散が生じ
る．こうした特性を考慮すると，「道徳的信頼」とは，「情報依存的信頼」と情報を必要と
しない信頼との中間に位置する概念であると考えることができる． 
 
 
 
 
 
2.3 一般的信頼と「信頼の解き放ち理論」 
 前節では，信頼の特徴に応じた様々な分類を紹介した．それらは既に存在している何ら
かの情報をもとに，不確実性の高い状況下で他者の（裏切りによる搾取をおこなわないと
いう）意図に対して評価を与えるものであった．こうした情報依存的信頼の群に属する信
図 1-1 信頼概念の概略図 
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頼概念に対して，山岸（1998）は「一般的信頼」という信頼概念を提唱した．「一般的信頼」
とは世の中に存在する人間一般への信頼であり，事前に個別の詳細な情報を得ることがで
きないときに機能する信頼である．また山岸は，「一般的信頼」を見知らぬ者の信頼性につ
いての「デフォルト推定値」と定義した．この“人間一般に対する信頼”は，既に説明し
た Erickson（1950=1977, 1968=1969）の発達と信頼の獲得過程についての理論でも言及され
ており，Rotter（1967, 1971）が 42 項目の尺度17を作成して測定を試みているなど，概念自
体は特に目新しいものではない．それにもかかわらず山岸の理論が注目をされた理由は，
「一般的信頼」について進化的適応の観点から説明し，これまでの理論とは異なった機能
的側面を明示したことにある． 
山岸は自らの先行研究（Yamagishi and Yamagishi 1994）において，集団主義的で利他的
に振る舞うため，他者を信頼する傾向が高いと考えられてきた日本よりも，個人主義的傾
向が強く利己的であるというイメージを持たれがちなアメリカ18で，一般的信頼が高いこ
とを明らかにした．そして，こうしたパラドキシカルな結果が得られたことについて，次
のような考察を加えた．アメリカのように幅広い人々との取引可能性が開かれている社会
では，見知らぬ者たちとかかわる機会にあふれている．そこでは特定の他者との長期に渡
る固定的関係に埋没する「コミットメント関係を結ぶ19」と表現）ことで，より大きな利
益を提供してくれる他者がいたとしても，その存在を見逃してしまうことになる．このよ
うに，特定の人々との関係を維持することで被る不利益が大きい（「機会コストが高い」）
アメリカのような社会では，開放的な関係の中に機会を求めた方が環境に対して適応的で
ある20．したがってこうした状況下では，他者を信頼し新たな関係を築くことが利益の獲
得につながるため，適応過程において人々が他者への高い一般的信頼を持つようになると
いう（山岸 1998）．また，高信頼者と聞くと，我々は誰でも簡単に信頼するような「騙さ
                                                   
17
 日本でも新井ら（1995）によって，幼児期の信頼獲得過程を検証するための尺度が作成
されている． 
18
 例えば Fukuyama（1995=1996）では，日本は高信頼社会の 1 つとして扱われ，それに対
してアメリカは信頼に欠ける社会とされている． 
19
 具体的には，「理由が何であれ，他の相手からの有利な誘いを拒否して，同じ相手との
関係を継続する選択を互いにし合っている場合（山岸 1998: 64）」が「コミットメント関
係」の定義として採用されている． 
20
 Granovetter（1973=2006）は，転職に際して身近な友人からの情報を頼りに職を得た者
たちに比べて，つき合いの浅い知人から得た情報を活用した者たちの方が，より良い条件
で転職を果たすことができていたことを明らかにした（=弱い紐帯の強さ）．この研究は，
親密な者とのつき合いにおいて機会コストが高いことを示した好例として，頻繁に用いら
れている． 
15 
 
れやすいお人よし」というイメージを抱いてしまいがちである．しかし，山岸は実験を通
じて，高信頼者は他者の信頼性に関する情報に敏感なことや，裏切りを働く者との関係を
即座に解消する能力を持っていることを明らかにした（e.g. 菊地ら 1997; 小杉・山岸 1998; 
松田・山岸 2001）．ここから，高信頼者は取引相手の信頼性を見抜くことができる高い「見
極め能力」を有しており，それはつまり，高信頼者は「お人よし」などではなく，社会を
生き抜くうえで十分な社会的知性の持ち主であることを意味すると山岸は主張したのであ
る．そして社会的不確実性と機会コストの高い社会におかれた人々は，その適応過程にお
いて「見極め能力」を磨くことで騙されるリスクを縮減させ，それにより「他人を信頼し
てもひどい目にあうことはない」と考える（=一般的信頼を高く持つ）ことが可能になっ
たのだと論じた．さらにこのことは，高水準の一般的信頼とは高い「見極め能力」に付随
する副次的効果として得られる感覚であることを意味している．  
それに対して，日本で一般的信頼が低かった理由として，固定したコミットメント関係
が社会に占める割合が大きく，人間関係が自分の周囲の家族・親戚や，つき合いの長い人
などに限定されてしまいがちなことがあげられている．固定的な成員同士の関係が長期に
渡る場合，取引をおこなう者についての情報が常時蓄積されることになる．そこでは，相
手のとり得る行動を経験的に理解することが可能なため，不確実性はほぼ存在しない．加
えて，なじみの相手との取引では，手続きを簡略化することが可能であるため，「取引コス
ト」を節約することができるという利点もある．その反面，コミットメント関係にとどま
りつづけることによって，より大きな利益をもたらしてくれる新しい関係を構築する機会
を逃してしまい，「機会コスト」が増大してしまうことになる．さらに，特定の相手との継
続的な関係は，内集団バイアスによる他集団への差別や偏見を発生させる可能性21をも有
している（Sherif et al. 1954; Tajfel et al. 1971）．なお，そうした長期に渡る関係性が，家族・
親族，もしくは恋人などの間柄への愛情をはじめとする特別な感情に裏打ちされているこ
とにより維持されているのであれば，それは「恋人型コミットメント」であると山岸は定
義した．翻って Gambetta（1988, 1993）の研究にみられた，マフィアの「鉄の掟」のよう
な，裏切り者に罰を与えるというサンクションシステムによって関係が結ばれ，不確実性
が低減されているような場合を「やくざ型コミットメント」と定義づけた．そして彼は，
日本の「しがらみ」，「村八分」などといった古くからの文化的な風習は，こうした「やく
ざ型コミットメント」であることを指摘したのであった．そのうえでコミットメント関係
                                                   
21
 実際に一度コミットメント関係が形成されると，部外者に対しての信頼が低下すること
が清成・山岸（1996）や Yamagishi et al.（1998）の実験によって明らかにされている． 
16 
 
が優勢な日本において，“信頼”と呼ばれて人々の間に浸透しているものは，実のところは
「安心」に過ぎないと述べた．さらにその帰結として，日本では社会生活を送る中で他者
への見極め能力が必要とされず（=安心社会），安心が一般的信頼の醸成を妨げているため，
日本はアメリカに比べて低信頼社会の様相を呈するようになったのだと論じた． 
それだけでなく，一連の議論において「高信頼者」は「低信頼者」に比較して，コミッ
トメント関係を解消して見知らぬ者に積極的にかかわっていく傾向があることが，各種の
実験を用いて示されてきた（e.g. Yamagishi et al. 1998）．これにより一般的信頼を高く持つ
ことで，古い関係を抜け出し，新たな関係から多くの利益を得ることができるという機能
的側面が提示され，そこから「解き放ち理論」の理論体系が構築されるに至った．また，
以上のような知見にもとづき山岸は，「（日本のような）集団主義社会は安心を生み出すが，
信頼を破壊する22」と主張した．そして，人，情報，経済などの側面において流動化の著
しい現在の日本社会のなかで多くの利益を享受するため，我々は高い一般的信頼を獲得し
て高信頼社会へとシフトしていくべきであると説いたのであった． 
この「解き放ち理論」は，我々が日米両社会に対して抱く直観的な印象と異なる調査・
実験結果を明らかにしており，非常に意外性に富んでいた．それのみならず「一般的信頼」
がどのようにして獲得されるのかについて，進化ゲーム的アプローチを取り入れた「適応」
という観点から説明を試みており，これまでにない新規性も有していた．そうして構築さ
れた壮大な理論体系は，従来の個人の内的過程に重きをおいた心理学理論とも，社会にお
ける機能的な意味とその解釈を中心とした社会学理論とも異なっていた．また，数々の主
張も実証データに支えられており，十分な説得力も持ち合わせていた．さらには理論その
ものの面白さに加え，その応用性の高さから社会心理学・社会学という山岸の専門領域23を
超えた多くの研究者からも支持を集めた．その結果，「解き放ち理論」は今に至るまで大き
な影響（とりわけ日本において）を持つに至ったのである．しかしその一方で，「解き放ち
理論」には不明瞭な点も残されており，記述に齟齬が見受けられるなど多くの問題も内包
している．それゆえに「解き放ち理論」は諸手をあげて歓迎されているわけではなく，理
                                                   
22
 この時点において，山岸は日本を集団主義社会，アメリカを個人主義社会と位置づけて
いた．しかし，後年の高野（2008）の研究では日本人であっても，他者の監視といった条
件がない場合では個人主義的に振る舞うことが報告されている．そのため，山岸の議論に
おける日本の位置づけが適当であるかについては，議論が紛糾している． 
23
 Putnam（2000=2006）の「橋渡し（bridging）型社会関係資本」の議論では，高い一般的
信頼が人々の間で共有されていることの重要性が説かれている．これについて稲葉（2007）
は，「解き放ち理論」との関連を考察しており，この理論が政治学や社会疫学などの分野に
も影響を与えていることがわかる． 
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論的な批判や問題点についての発展的研究が現在進行形でおこなわれているという，陰の
側面もみられる．次ではそうした問題点を，後続の研究とともに列挙していく． 
 
3 「信頼の解き放ち理論」の問題 
3.1 対立的に記述された「信頼」と「安心」概念への疑問 
山岸は嘘をついたときに強制的に罰を与えられる架空の「針千本マシン」という例を用
いて，自動的に裏切りが処断されるような仕組みのある状況，つまり社会的不確実性が低
い状況では「信頼」は必要とされないことを説明した．そして，そこにあるのは「信頼」
ではなく，特定の人間関係や制度的に保障された「安心」であると論じた．けれども，現
実の場面ではなじみの間柄であっても，さらには裏切りを防ぐ公然・非公然の制度が働い
ていたとしても，多少なりとも不確実性は存在しつづけることになる．なぜならば，罰せ
られることによる損失よりも，得ることができる利得の方が高い構造が社会の中にある限
り，裏切りを働いた方が合理的なためである．いつの時代も身内同士，仲間同士でいさか
いが生じたり，罰則があるにもかかわらず詐欺をはじめとする犯罪がなくなったりしない
のは，上記の理由の証左である．加えて，荒井（2006）で述べられているように（集団主
義における集団の）リーダーを選出する際は，見知った間柄であっても対象者の能力はも
ちろんのこと，人柄や誠実性を慎重に見極める必要が生じる．そうした場合にはやはり，
見極め能力に裏打ちされた「信頼」が不可欠となる．このように，安心社会が築き上げら
れていたとしても，「信頼」が要請される場面が皆無であるということはない．したがって
「安心」があるから「信頼」は必要ないという議論は，全ての状況に当てはまるものでは
なく，適当ではないと考えられる． 
反対に「信頼」があれば「安心」が不要であるとも限らない．山岸は社会的不確実性と
機会コストの高い社会では，一般的信頼を高く持ちコミットメント関係を離脱することが
適応価値の高い行為であると説いていた．それと同時に，そのような状況に埋め込まれた
者にとっては，相手にも選ばれるように振る舞うことに価値が生じるため，信頼性の高い
振る舞いをするようになるという「信頼の共進化」の原理を想定していた．だが，信頼性
の高い振る舞いをするという行為は，相手に対して自らが信頼に値する人物であると
．．．．．．．．．．．．
の情
．．
報を開示する
．．．．．．
ことを意味しており，それはまさに「安心」を提供しているに他ならない．
このように考えると「解き放ち理論」において，「信頼」獲得の前提となっている相手の信
頼性を読み取る「見極め能力」とは，「安心」を追求するための能力と解釈することもでき
18 
 
る．似た事柄は Solomon and Flores（2003=2004）でも述べられている．彼らはビジネスな
どの交渉場面で関係を構築するにあたり，最初は相手を「信頼」する必要があるが，そう
した信頼だけを高めたのでは不十分だとしている．その理由は，長いスパンでのビジネス・
パートナーとしての地位を確立するには，不安要素も相手に包み隠さず開示するような誠
実さも必要であり，それを相手にみせることで“信頼関係”が成立し，そのことが他者（他
社）との新しい提携関係を促す要因にもなるからだという．ここで論じられている信頼関
係とは，情報を開示し合うという点で「安心」と同義であり，「信頼」をきっかけとして「安
心」が結ばれ，それによってビジネスが発展していくという過程は「信頼の共進化」に相
当する．つまり「信頼」と「安心」は表裏をなしており，これら 2 つの要因が両立するこ
とこそが，最も望ましい形であるといえるのである． 
以上のように考えると，今度は“集団主義による安心が信頼を破壊する”という主張に
も疑問を呈せざるを得なくなる．また，この疑問はここまでにあげた論理的な過程から生
じる問題にとどまらず，彼らがおこなった実証における問題をも浮き彫りにする．山岸は
自ら開発した尺度による一般的信頼の測定の日米比較結果（Yamagishi and Yamagishi 1994）
をあげて，安心が信頼を破壊することの根拠の 1 つとしていた．なお，その測定のため用
いられた尺度は因子分析の結果，「一般的信頼尺度」とコミットメント関係への埋没度を測
定する「パーソナルな信頼尺度」というように個別の因子を構成していたことが明らかに
されていた．しかし，この結果の解釈はいささか恣意的である．2 因子が抽出されのであ
れば，「信頼」と「安心」は 1 次元上の両極にある概念でないことがここで示されたことに
なる．これだけであれば，まだ“安心が信頼を破壊する”との主張には問題はないかもし
れない．ただし，その因子間に日米ともに緩やかな正の相関関係24が存在していたことは，
先の主張を否定することになる．なぜならば正の相関があったということは，「信頼」とと
もに「安心」が上昇（逆の関係もしかり）していることを表しているためである．「安心」
が「信頼」を破壊するのであれば，少なくとも両概念間の相関は負の値を示すはずである．
けれども，実際はそのようにはなっていない．こうした事柄は「安心」が「信頼」を破壊
するのではなく，実際には 2 つの概念は互いに関連し合うと同時に，両立することの証左
として捉えるべきではないだろうか． 
 
                                                   
24
 具体的には，日本人学生サンプル r＝.22，日本人一般サンプル r＝.00（小数点第 3 位以
下は切り捨てにより詳細不明），アメリカ人学生サンプル r＝.12，アメリカ人一般サンプル
r＝.07 であった． 
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3.2 「信頼」と「安心」についての偏った評価への疑問 
「解き放ち理論」において山岸は，高信頼者を社会的知性（より具体的には「見極め能力」）
の高い人々と評して今後日本は信頼社会を目指すべきであると主張する一方で，安心社会
ならびにそれを構成する低信頼者の人々に対して悪い印象を与える記述をしている（山岸 
1998, 1999, 2002, 2008, 2010）．それが最も端的に表れているのが，安心社会におけるコミッ
トメント関係を「やくざ型コミットメント」と名づけ（山岸 1998），さらには「しがらみ」
や「いじめ」と関連づけている（e.g. 山岸 2011）点である（同様の批判が荒井（2006）で
も展開されている）．マフィアのボスと手下との関係を例にとった「やくざ型」という表現
は，読者の理解を促すという意味では有効であろう．だが日常生活で発生する，非協力が
合理的な選択とならない事象を表すのに適切であるか疑わしく，読者の理解を促す以上に
余計な悪印象を抱かせてしまっている．「しがらみ」や「いじめ」についても，山岸が高信
頼社会としたアメリカではかねてより深刻な問題となっており（e.g. Randall 1997=1998），
「信頼」や「安心」の埒外で発生する事象として考えるべきである．もとより，山岸が採
用した進化的適応の観点から「信頼」と「安心」を評価するならば，自らが示唆したとお
り，これらが異なる状況下での均衡点であるということを考慮に入れた評価基準25を設け
るべきである．これについて，自らの体験に由来する経験論的評価（山岸・ブリントン 2010）
から低信頼社会が劣っているかのような主張をすることは，理論的な裏づけのない客観性
に欠けた議論ではないだろうか．山岸は信頼を議論するにあたり，その対象として日本と
アメリカを比較することが多い．だが，実際にはアメリカはおろか日本よりも低信頼の国
は多数存在している（詳細は後述）．信頼だけを取り上げて社会の優劣を述べるのは，そう
した信頼水準の低い国々の実情を知らずに貶めることになりかねない．あわせて流動化等
の影響を受け状況が変化してきている中で，いまだに日本が安心（=低信頼）社会である
のは，現時点で高信頼であることの適応価が高くないためであるとも考えられる．それに
もかかわらず安心社会から信頼社会への移行を説くのは，自身が依拠する進化的適応とい
うアプローチに逆行しているといえるだろう． 
また，山岸は高信頼者の見極め能力が高いことを指して，環境に適応することのできる
社会的知性の高い人々であると評した．ただし，そこにも幾分かの誇張が含まれているよ
うに思われる．詳しくは 4 章で述べるが，菊地ら（1997）が実施した実験では，高信頼者
の見極めの的中率は 70％に満たず，山岸（1998）で示された高信頼者の見極めの的中率に
                                                   
25辻（2008）は，規範論的に信頼社会が安心社会より優れている理由を示すべきであると
している． 
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至っては 55％程度でしかなかった．確かにそこでの群間比較は，統計的に有意な差がみら
れた．けれども，そこに統計的な有意差を超えた実質的な意味が存在しているようには思
えない．取引をおこなう相手が「協力する/裏切る」という 2 択の選択肢を持つときの的中
率は，当てずっぽうでも 50%である．これに対して高信頼者が 5 割をやや上回る程度の的
中率を持っていたとしても，環境への適応を劇的に促進するほどのアドバンテージがある
とは考えにくい．こうした結果をもって，高信頼者を見極め能力が高く社会的知性に優れ
る人々と断定するのは，過大評価であり解釈の妥当性に欠けているのではないだろうか． 
さらにいうと「解き放ち理論」では，Yamagishi and Yamagishi（1994）による日米比較の
結果にもとづいて，アメリカを「信頼社会」，日本を「安心社会（=低信頼社会）」とする
位置づけがなされているが，これも鵜呑みにすべきではない．Yamagish らの調査はあくま
で日米間比較であって多国間で比較した結果ではない点や，特定の都市間（札幌とシアト
ル）の比較である点に注意を払わなくてはならない．まず後者の都市間の比較がなされた
ことについてであるが，そこでは人口や都市規模などをはじめとする様々な 2 都市の特性
が全く考慮されておらず，分析にあたっての条件が十分にコントロールされていないこと
が問題としてあげられる26．さらに多国間で実施された調査における一般的信頼について
の比較結果をみると，そこからはアメリカが必ずしも「信頼社会」ではなく，日本もまた
「安心（低信頼）社会」だと断言できないことがわかる．例として，欧米諸国と日本を含
む 7 ヵ国で実施された国民性比較調査の，信頼にかんする 3 項目の分析結果（三宅 1997）
を図 1-2 に示した．そのうちの一般的信頼項目にあたる「たいていの人は信頼できると思
うか」という項目に「信頼できる」とした回答率は，アメリカでは 44%となっており，日
本では 46%となっていた．このように，日本における高信頼の回答率はアメリカを凌ぐも
のであり，全体でも 7 ヵ国中オランダに次いで 2 番目に高かった．その他の 2 項目につい
てみると，「たいていの人は他人のために役立とうとしている」での肯定的な回答率は，ア
メリカよりも日本の方が低かった．だが「他人はあなたを利用していると思うか」の肯定
                                                   
26
 Putnam（2000=2006: Figure 80）が「一般的信頼」を含む社会関係資本指標を用いて実施
した全米での調査では，シアトルのあるワシントン州は社会関係資本が比較的高い州とい
う結果が得られた．一方，内閣府国民生活局が 2003 年に Putnam と同じような指標を使用
して日本でおこなった調査の結果では，北海道の社会関係指標値は 47 都道府県中かなり低
い値を示していた．これは，Yamagishi and Yamagishi（1994）の信頼比較の結果と整合する．
ただし，Yamagishi らは調査者とつながりのある地域において調査をおこなっていたため，
地域選定には偏りがある．仮にアメリカで社会関係資本指標値の低かったネバダ州の街と，
日本で指標値の高かった島根県の街で信頼の比較がおこなわれていたならば，島根の方が
高信頼社会と判断されていた可能性がある． 
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的回答率では，再び日本がアメリカを上回っていた．つまり，全体的にみると日米間での
信頼水準はほぼ同程度となっており，アメリカが高信頼で日本は低信頼と分類できるよう
な結果とはなっていなかったのである．同じように図1-3は，『世界価値観調査（World Values 
Survey）』から現在利用可能な各国の最新データ（=2005 年以降のデータ）を用いて，58
ヵ国27で一般的信頼の水準比較をした結果を記したものである．一般的信頼について尋ね
た「人はだいたいにおいて信用できると思うか」という項目へ「だいたい信用できる」と
回答した者は，アメリカで 39.3%，日本は 36.6%であった．ここでは，アメリカの方が日
本よりも高信頼であるという結果となった．けれどもアメリカの 39.3%という数値と，最
も高信頼であったノルウェーの 73.7%という数値の間には，2 倍近くの差が存在していた．
また全体比較でも，アメリカの信頼水準は中上位程度の位置づけにとどまっていた．こう
した結果にもかかわらず，アメリカを信頼社会と呼ぶのは過度に恣意的である．日本の信
頼の水準も全体的には決して低いものではなく，これを低信頼の安心社会とすることにも
疑問が残る．ただし，『世界価値観調査』での信頼項目への回答の選択肢が「だいたい信用
できる」と「用心するにこしたことはない」というものであったことには注意を払うべき
である．山岸（1998）では，「一般的信頼」と「用心深さ」はそれぞれ別概念を構成してい
ることが指摘されていた．それに則るのであれば，上記の調査では選択肢がダブルバーレ
ルになっていたことで回答に不備が生じた可能性が疑われるためである．このことを考慮
して，次に図 1-4 では Wike and Holzwart（2008）によって集計された『Pew Global Attitudes 
Survey 2007
28』における 48 ヵ国の信頼比較結果を掲載した．『Pew Global Attitudes Survey』
では，「世の中のほとんどの人たちは信頼できる（Most people in society are trustworthy）」と
いう設問に対して，「そう思う（Agree）」か「そう思わない（Disagree）」という回答のうち，
いずれかを選択させている．そのためタブルバーレルの問題が生ずることはない．なお，
この調査におけるアメリカでの「そう思う」の回答率は 58%であり，対する日本では「そ
う思う」の回答率は 43%であった．ここでの日米の差は『世界価値観調査』に比べると大
きかった．しかしながら全体的な比較をおこなった場合，やはりアメリカの信頼水準はそ
れほど高いものではなく，日本の信頼水準もまた低信頼といい切れるほど低いものではな
かった．このように『世界価値観調査』と『Pew Global Attitudes Survey』の間で，日米の
                                                   
27
 ただしドイツのデータについては，旧西側と旧東側地域を別カテゴリーとして区分した
ものも含んでいる．そのため，実質的な全体のデータは 56 ヵ国分である． 
28 Pew Global Attitudes Survey の一部の結果は，以下の web サイトにて公開されている．
http://pewresearch.org/pubs/799/global-social-trust-crime-corruption 
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信頼水準の世界における相対的な位置づけは不変であったと結論づけられる．こうした既
存の調査結果を鑑みると，アメリカを「信頼社会」，日本を低信頼の「安心社会」と評価す
ることへの疑念が，一層強固なものとして立ち現れてくる． 
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図 1-3 『世界価値観調査』における信頼水準の比較結果 
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3.3 一般的信頼の生成過程への疑問 
山岸は社会的不確実性と機会コストが高い社会において，見極め能力を持つことで「人
をみたら泥棒と思え」と考えなくともひどい目にあうことがなくなるため，一般的信頼を
高く持つことができるようになると述べた．そして他者への信頼を高く持つ中で，他者か
ら信頼されるように自らの信頼性も高めていくという，互酬的な共進化の存在を示唆する
説明をおこなった．そのうえで，見知らぬ人々と多くかかわっていくことによって，人を
信頼してもひどい目にあうことはないという確信がさらに強化され，一般的信頼が強固な
ものとなっていくのだと解説をした．しかし，この説明における共進化の過程については，
どのようにしてそれが達成されるのかという，肝心のメカニズムにかんする言及がなされ
ていない．同じく，どのような手続きで見極め能力が獲得され，その副産物である一般的
信頼を高めることができるのかについても，「認知的資源の投資」という言葉でまとめられ
ているだけであり，具体的な方法や例はあげられていない．これらは，「解き放ち理論」に
おける要でありながら，同時に最大の疑問点となっている．既述したように『信頼の構造』
をはじめとする数々の山岸の論文・著作では，低信頼に対して「やくざ型」，「社会的知性
が低い」などの記述が頻繁になされ，低信頼から高信頼社会への移行が説かれている．だ
が，そうした主張をするのであれば信頼が生成される過程を示して，高信頼者・高信頼社
会となることができるのかという，具体的な提言もおこなうべきである．それが示されて
いないことで「解き放ち理論」は画竜点睛を欠いた理論となっており，付随する数々の主
張も説得力があるとはいい切れないものとなっている．  
なお，社会的不確実性と機会コストの高い社会へ適応するために高信頼が獲得されると
う事柄については，先に提示した多国間比較のデータから反証できる．『世界価値観調査』
と『Pew Global Attitudes Survey』の両調査において，信頼の水準が最も高いグループに属
していたのは，いずれも北欧の国家（ノルウェー，スウェーデン，フィンランド）であっ
た．これらの国々が近年になり多くの移民を抱えていることは，誰しもが知るところであ
る．そのため社会的不確実性や機会コストが上昇しており，それに伴い高信頼社会となっ
たと考えることができるだろう．しかし，OECD による人口に占める移民の比率を調査し
た『International Migration Outlook 2013』（図 1-5）では，上記 3 か国とアメリカの間ではそ
の差は前後 2～3%程度のものであり，これが北欧諸国とアメリカの間での一般的信頼に 2
倍にもなる大きな差を生み出す要因になっているとは考えにくい． 
さらに非学術的な事柄であるが，上記に関連して北欧では人と関わり合いになろうとせ
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ず消極的で引っ込み思案な人が多いことが，しばしばインターネット上のミーム29やステ
レオタイプとして登場し，ジョークとしても自国民のみならず他国民からも揶揄されてい
る（e.g. Breinholst 1982=1986）．これらはあくまでステレオタイプの域を脱せず，あくまで
印象論的なものでしかない．されど Davis （1998）のいうようにジョークであったとして
も，そこにわずかでも社会の様相を反映した事実が含まれていると仮定するのならば，人
間関係構築に消極的である人々が高い一般的信頼を有するという現象は，「解き放ち理論」
と矛盾しているといえる． 
話が変わるが，上記の事柄に関連して社会的不確実性と機会コストへの適応という説明
にもとづき，山岸はある予測をおこなっていた．それは（低信頼社会の日本であっても）
多数の相手と関係を持つ機会が多い都市部の人々は，特定の相手とだけ関係を持ちつづけ
る村落部の人々に比べて高い信頼を有するだろうというものである（山岸 1998, 1999）．都
市部の住民は異質な者にも比較的寛容であるが，対する村落部では見知った者同士では協
力関係を強固に築きあげる一方，外から来たよそ者には警戒心が強いという古くからのイ
メージに従えば，この予測は容易に理解可能である．だがしかし，実際に都市と村落を対
象にした一般的信頼の調査からは山岸の予測を支持する結果は得られていない（石黒 
2003; 辻･針原 2002，2003; 与謝野･林 2005, Yosano and Hayashi 2005）．このように理論的
な予測と実際の調査結果の間に齟齬が生じたのは，「解き放ち理論」が十分な信頼の生成過
程を説明していなかったことによるところが大きい（都市/村落比較については 2 章にて詳
述する）．それはつまり，「解き放ち理論」とは異なるプロセスで信頼が生み出されている
可能性があることを意味している．ところで，「解き放ち理論」と異なる信頼生成過程を説
明したものとして，信頼性への「還元アプローチ」という考え方が存在する．この「還元
アプローチ」とは，特定の他者との既存の関係において作り出された信頼が積み重ねられ
それが般化されることで，一般的な他者に対しても高い信頼を抱いてつき合いに臨むこと
ができるという説明をしたものである．この考え方では他者
．．
一般
．．
への信頼
．．．．
は，特定の
．．．
他者
．．
に対する
．．．．
信頼へと還元
．．．．．．
可能
．．
であることから「還元
．．
アプローチ」と呼ばれている．与謝野･
林（2005）ならびに Yosano and Hayashi（2005）では，「解き放ち理論」による信頼生成過
程の他に，「還元アプローチ」による信頼生成がなされている可能性があることに触れてお
                                                   
29
 Dawkins（1991=1992）は生物学的遺伝子「ジーン（Gene）」に対応する，文化的遺伝子
の概念として「ミーム（Meme）」を提唱した．しかし，ここでのミームとはそうした本来
の概念を表したものではなく，インターネット上のスラングのような通俗的に用いられて
いる何らかの象徴を指す言葉である． 
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り，山岸の理論体系に再考を促す研究となっている． 
なお山岸（1998）では，「還元アプローチ」について 3 つの問題点をあげることで批判を
加え，一般的信頼の生成を説明するには不十分であるとしていた．それは以下のようなも
のであった．（1）「還元アプローチ」では，固定的なコミットメント関係という安心の関係
から，一般他者への信頼の生成がいかにして可能となるのかという過程が示されていない．
（2）「還元アプローチ」ではアメリカと比較した時に一般的信頼の水準が低いことの説明
ができない（安心の関係にもとづく信頼から一般的信頼が生まれるのだとすれば，アメリ
カと同じように日本でも一般的信頼が高くなって然るべき）．（3）「還元アプローチ」では
高信頼者が信頼性情報に敏感で見極め能力が高いという実験結果（垣内･山岸 1997, 菊池ら 
1997）を説明できない．けれども，こうした 3 つの批判のうち（2）と（3）にはいくつか
の実証データや先行研究をあげることで反論が可能である．まず（2）については既に述べ
たように，アメリカとの間でのみ比較した場合は，日本の一般的信頼の水準が低いかのよ
うだが，『世界価値観調査』や『Pew Global Attitudes Survey』など他の国々も交えて比較す
ると，アメリカも日本も世界的にみて同じくらいの中上位にある信頼水準を有しているこ
とがわかる．そのため，「還元アプローチ」から一般的信頼が生成されないことの根拠とし
て，日米比較の結果を持ち出すことは不適当である．またヨーロッパ諸国では，EU 発足
以前から隣国との間を比較的容易に行き来することが可能であり，それゆえ未知・異質な
人々と接触する機会が多く多様性に由来する社会的不確実性や機会コストが高かったと推
測される．だが他多国間比較の結果を参照すると，ヨーロッパの国であっても日本より信
頼水準が低い国（例えばフランス）が存在していることがわかる．こうした現象は「解き
放ち理論」であっても説明がつかず，現実に照らし合わせた際の理論的な不備が浮かびあ
がってくる．（3）については，林･与謝野（2005）の実験結果から，低信頼者も高信頼者と
同じく信頼性情報に敏感に反応したことが示されたことを論拠として反論できる．なお，
そこでは高信頼者はネガティブ情報に敏感に反応し，対する低信頼者はポジティブ情報に
敏感に反応していた．他者の信頼性情報の肯定的な側面に反応するか，それとも否定的な
側面に反応するかという違いこそあれ，いずれも見極め
．．．
をしていた
．．．．．
ということには変わり
はない．したがって，高信頼者が他者の信頼性に敏感な一方で，低信頼者が信頼性に鈍感
であるとの理屈から「還元アプローチ」を完全に否定することはできない．だが，残され
た（1）に反論するうえでの論拠となるような研究はいまだ存在していない．そうした中，
社会のランダム性が高い場合において，同一他者と付き合うことで知人数を増加させられ
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ることを示した辻（2005）や，コミットメント関係にある最大資源保有者の行動を「模倣」
することで，コミットメント関係から離脱できる可能性を示した佐藤（2005）などは重要
な手掛かりとなるだろう．しかし，これらは安心の関係から一般的信頼が生成される過程
を示す目的で実施された研究ではない．そのため（1）の批判に対して反論するための明確
な論拠とはなり得ない．また既存の理論的説明の他にも，何らかの事柄に対して抱く信頼
を一般的信頼へと転化させるような過程が存在する可能性がある．そのような過程が存在
するのであるならば，それはいかなるものなのか．この疑問を解明し，信頼生成のメカニ
ズムを明らかにすることは，信頼研究発展のために非常に重要な課題である． 
 
 
 
 
 
 
4 本研究のねらいと各章の構成 
前節で述べたように，「信頼の解き放ち理論」が各分野に与えた影響は非常に大きかった
ものの，そこには理論的な齟齬が多数存在している．そうした齟齬が生じる理由は，個々
の問いに対する実証結果がアドホックに解釈されているためであり，それは主に理論のバ
ックボーンとなる信頼生成過程のメカニズムが不明であることに起因している． 
そこで本研究では，信頼についての議論をするうえで，近年欠かすことができない理論
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となった「解き放ち理論」における信頼生成過程を検討することによって，「解き放ち理論」
の妥当性を再考し理論の改善を目指す．そのため，次の第 2 章では日本の都市部と村落部
で実施した質問紙調査のデータを用いた計量的な比較をおこなう．そこでは山岸（1998, 
1999）で立てられた予測と実際のデータの整合性を確認し，信頼生成のメカニズムについ
ての基礎的な考察をおこなう．つづく第 3 章では，一時点での地域間比較をおこなった第
2 章の結果をもとに，パネル・データを用いた時系列の分析を実施する．ここでは，2011
年3月11日に発生した東日本大震災の被災地となった宮城県で採取したデータの分析をお
こない，震災という社会状況を一変させる出来事を経て人々の一般的信頼がどのように変
化し，生成されていったのかという過程を追っていく．それにより，一時点のデータから
は厳密な特定が困難な変数間の因果関係を明らかにして，本研究における信頼生成過程メ
カニズムの妥当性を示す．また，そこでは社会との関係が信頼生成過程にどのように作用
するかに力点をおいて検証をおこなっていく．第 4 章ではそれまでの章と異なり，社会的
ジレンマ状況を想定した実験室実験で得たデータを用いて，一般的信頼とその他の心理特
性の関連を分析する．この過程において，第 3 章で示された信頼生成の過程を成立させる
のに必要な要因，とりわけ中間集団の 1 つである地域コミュニティ内の安定した関係性が，
どのように維持されているのかについて検証するとともに，先行する理論との接合をはか
る．以上の手続きを経たうえで，第 5 章では，はじめにそれぞれの章で実施した分析と結
果についての要約を提示する．そして，それぞれの結果が有する含意を考察して議論する
中で，本研究を遂行することで明らかとなった信頼生成過程についての総合的な所見を示
し，それをもって結論とする． 
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第 2 章 都市部と村落部における信頼水準と信頼生成過程 
 
 
本章では，はじめに都市部と村落部の一般的信頼の水準比較をおこない，その後に信頼
生成過程についての分析をおこなう．都市部と村落部の信頼比較は信頼生成過程を考察す
るうえで非常に有用である．それぞれの地域では，山岸（1998）が想定していたように，
人々の関係性に由来する「社会的不確実性」と「機会コスト」の水準が異なると予想され
るためである．「解き放ち理論」においては，これら 2 つの要因が信頼生成を促進すると考
えられており，それが事実であれば，地域の違いが信頼水準へとそのまま反映されること
になるだろう．また，仮に両地域で信頼水準が同程度であれば，信頼生成過程に何らかの
差異が生じていることも考えられる．以上の事柄を確認することが，本章での主な目的で
ある． 
 
1 「解き放ち理論」の予測と調査結果の齟齬 
Yamagishi and Yamagishi（1994）は，集団主義的で人を信頼すると思われていた日本人よ
りも，個人主義的なアメリカ人の方が他者一般への信頼（一般的信頼）が高いことを明ら
かにした．Yamagishi らはこの結果について，アメリカのように社会的不確実性と機会コス
トが高い社会では，一般的信頼を高め新たな関係を築くことが適応的なため，人々は高信
頼者になると考察した．これに対して，日本のように集団主義的で固定的なコミットメン
ト関係が社会に占める割合が高い環境では，信頼が必要とされる場面が少ないため，低信
頼社会が形成されると考察した．このことは，これまで心理学で主流の信頼生成理論とさ
れてきた，「還元アプローチ」を否定するものであった．そして，先述の日米比較と一連の
実験室実験の知見をもとに山岸（1998）は，一般的信頼とその機能について論じた一連の
「信頼の解き放ち理論」をまとめあげ，以降の研究動向に大きな影響を与えた．更に山岸
（1999）は，「集団主義は信頼を破壊する」という考えのもと，不特定多数の人とかかわる
機会が多い都市部と特定の相手と関係を維持する傾向のある村落部で信頼を比べると，都
市部の方が高信頼になるであろうと予測した． 
しかし，日本の都市部と村落部を対象とした調査からは，実際に一般的信頼に差がみら
れたという報告はなされていない（石黒 2003; 辻･針原 2002; 与謝野･林 2005; Yosano and 
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Hayashi 2005）30．このように「解き放ち理論」の予測と反する結果が得られたのはなぜだ
ろうか．こうした疑問に対して，先行研究の知見から，①村落部の開放化，②信頼生成過
程の違い，③一般的信頼尺度の妥当性の低さ，という仮説が立てられる．以降ではこれら
の概要を述べることにする． 
 
①村落部の開放化 
山岸（1999）は村落部の人間関係は閉鎖的で固定的なため，信頼は必要ではないと論じ
た．しかしながら高度経済成長期以降，道路交通網や情報通信技術の発展により都市部と
の相互浸透が進展して，住人の社会的ネットワークは流動化･拡大化したといわれている
（秋津 1998）．そのため近年では村落部でも社会的不確実性が高まり，従来の村落像とは
異なる社会が成立していると考えられている（蓮見 2007）．こうした現状において，村落
部が閉鎖的社会であるとの仮定は，実情を反映していないのではないだろうか．人々が社
会環境へ適応するため，一般的信頼を身につける（Yamagishi and Yamagishi 1994）ならば，
開放化が進み社会的不確実性や機会コストが高まっている現代の村落部では，適応の末に
住民が高い信頼を身につけていると予想される．このことから，村落部が都市部並みに開
放的になり，住民の一般的信頼が底上げされたという「開放化仮説」が立てられる． 
 
②信頼生成過程の違い 
環境への適応により信頼が生成される（山岸 1998）ならば，社会状況や個人の保有資源
量が異なる都市部と村落部では，信頼の生成過程も異なっている可能性がある．与謝野･
林（2005）はブール代数学的手法を用いて，都市部には「解き放ち理論」が当てはまり，
伝統的地域社会で「還元アプローチ」が当てはまることを示した．そして，特定の信頼生
成過程が強く働きかける「場」が存在しており，コミットメント関係からも一般的信頼は
生まれると主張した．ここから，社会的不確実性と機会コストが高い都市的状況への適応
．．．．．．．．．
という観点から信頼生成を説明した「解き放ち理論」では，村落部の信頼生成過程を十分
捉えられず，都市と村落の信頼の水準が同程度であると予測できなかったということが考
えられる．以上から，村落部住民は村落部特有の信頼生成過程の中で都市部並みの高信頼
                                                   
30 これらのうち，石黒（2003）では村落部の信頼が都市部を上回っていた．ただし，この
結果ついて石黒は，質問文によって想起される信頼の対象が都市部と村落部で異なる可能
性を指摘しており，鵜呑みにすべきではないと述べている． 
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を獲得しているという「信頼生成過程相違仮説」が導かれる． 
 
③一般的信頼尺度の妥当性の低さ 
一般的信頼の測定には「ほとんどの人は信頼できる」という項目に代表される一般的信
頼尺度（山岸 1998）が使用されることが多い．しかし，尺度中の「ほとんどの人は…」と
いうワーディングには妥当性に問題があるという報告がなされている．例えば，Grootaert 
and Bastelaer（2002）や辻･針原（2002, 2003）では，「一般的な他者」の解釈が回答者によ
り異なる事例が示されている．また石黒（2003）は，村落部のように住民間に安心関係が
築かれていると，「ほとんどの人」として推定される他者像に個別的信頼のような情報依存
的信頼が混ざり込み，高信頼と判別される危険性を指摘した．これを裏付けるように，信
頼概念の違いにかんして大規模な国際比較をおこなった Delhey et al（2011）は，欧米諸国
（ただしルーマニアを除く）と特定のアジア圏（中国，韓国，タイなど）およびアフリカ
の一部では，想定する信頼の対象が異なると報告している31．加えて，前掲の石黒（2003）
が指摘した，都市部と村落部で信頼概念が異なる可能性を示した研究として，村上（2013）
がある．村上はベトナム，カンボジア，ラオスでの一般的信頼に関する質問紙調査とフィ
ールドワークを実施し，国家間比較とともにそれぞれの国内での地域比較をおこなった．
そこでは，村落部では一般的信頼であっても既知の人々との親密な人間関係が想定されて
おり，それに対して都市的な特徴を有する地域では一般的信頼が未知の人々との関係が想
定されていることを示唆する結果が得られていた．これらの知見はすべて，信頼概念その
ものが地域によって異なるにもかかわらず，一般的信頼尺度ではその違いを明確に判別す
ることができない可能性を指摘したものである．ここから，尺度の妥当性の問題によって
都市部と村落部の間の一般的信頼の差が検出されなかったという，「尺度的妥当性仮説」を
導出することができる． 
 
                                                   
31 Delhey らは日本のデータを扱っていない．だが，文化的に近い中国や韓国では「ほとん
どの人」と尋ねられた場合に内集団を想起することから，日本でも同様の現象が生じる可
能性がある．このように国ごとに想起する信頼の対象が異なるという観点からも，
Yamagishi and Yamagishi（1994）の日米比較調査には再考の余地があるといえる．また，
今後国際比較調査を実施する際には，文化圏が異なることによって質問の捉え方が違う可
能性を考慮して，項目作成には慎重を期さなくてはならない．  
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上記の 3 つが先行研究の結果を説明するのに適当と思われる仮説である．そのうち，「尺
度的妥当性仮説」は木田ら（2003），林･与謝野（2004, 2005）で継続的に調査や実験が実施
され，「信頼」の意味内容の分類とそれを反映した一般的信頼尺度の検討と開発が進められ
ている．本研究でもそうした研究を踏襲して「尺度的妥当性仮説」を検証する必要がある
だろう．しかしながら，「尺度的妥当性仮説」の検証のためには尺度の標準化と同様の手続
きを踏まなくてはならない．それを実施するためには膨大なデータと資金が必要となり，
個人で研究遂行は非常に困難である．そのため本研究では「尺度的妥当性仮説」について
は検証を加えることはしない．ただし，これについては研究の実現可能性からくる限界で
あり，信頼研究の発展のためには検討すべき課題であることはいうまでもない．なお，「開
放化仮説」と「信頼生成過程相違仮説」という残りの 2 つの仮説については，計量データ
を用いて本格的な検証を試みた研究はおこなわれていない32．そのため，「解き放ち理論」
の予測と異なる結果が調査で得られる原因が単純な測定法上の誤差によるのか，より根本
的な理論的問題に起因しているのかはいまだ理由づけがされないままとなっている．そこ
で，このような現状を打開するため本研究では質問紙調査を実施し，先にあげた「開放化
仮説」と「信頼生成過程相違仮説」の検討をおこなった．先述したように山岸は実験室実
験を中心とした実証研究を実施してきたが，果たして一般的な人々を対象とした社会調査
の結果からも「解き放ち理論」に従った過程が支持されるだろうか． 
 
2 第 2 章における概念の説明と作業仮説 
2.1 一般的信頼の測定 
一般的信頼を測定する尺度として，本研究では一般的信頼尺度（山岸 1998）を用いた．
この尺度は「尺度的妥当性仮説」で述べたように，尺度の妥当性
．．．
が疑われる．しかし，「一
般的他者」の厳密な操作化は困難であり，一般的信頼尺度以上に信頼性
．．．
のある尺度も開発
されていないのが現状である．また，ここでの研究の主眼は「開放化仮説」と「信頼生成
過程相違仮説」による「解き放ち理論」の理論検証にある．したがって，「解き放ち理論」
が一般的信頼尺度を用いた測定結果をもとに論じられていることを鑑みても，同一の尺度
を使用するのが適当と考えられる．ただし先述のとおり，そこには将来的に解決すべき課
                                                   
32
 与謝野･林（2005）では，重回帰モデルを用いた計量分析も実施されているが，そこで
は詳細な検討をしておらず，ブール代数学的分析の結果に重点を置いて，信頼生成過程を
考察している． 
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題として，測定法の問題が潜在していることをあらかじめここに記しておく． 
 
2.2 開放性について 
「開放化仮説」の検討にあたり，ここでは「開放性」の定義づけと変数の説明をおこな
う．Wellman（1979）や Fischer（1982=2002）は，都市化という社会変動が地縁・血縁的な
ネットワークから個人を開放し，選好にもとづいた広域の知人形成を促すとした．この考
えを援用し，個人ベースで「開放性」という現象を捉えた場合，「人づき合いという選択的
な関係における距離的自由度の高さ」と定義することができるだろう．また，そこでは，
パーソナル･ネットワークの構造や距離的な広がりの違いをみることで，「開放性」が推定
可能と考えられる．そのため都市/村落間の「開放性」を検討する目的で，「親類数」，「友
人数」，「職場知人数」，親密ではないがつき合いのある近隣住民を表す「隣人数」というネ
ットワーク項目を使用して，その構造や分布の違いを調べた．Fischer（1982=2002）や大
谷（1995）では，開放性の高い都市部住民は「親類」，「友人」，「職場知人」を遠方に多く
保有する一方で，「隣人」などの近距離知人数が少ないことが示されている．村落部の開放
性が高まっているならば，こうした特徴が分析結果に表れるだろう．さらに，上記の「開
放性」の分析を補足するものとして，相川（1998）によって提唱された「封鎖性指標」を
使用した都市/村落比較もおこなった．「封鎖性指標」とは地域内外の友人・知人という，
異なる社会ネットワークをどの程度保有しているかということにもとづいて地域の封鎖性
（閉鎖性）を算出・測定する指標である．この「封鎖性指標」は検定を伴うものではない
ため，統計的な厳密さには欠ける．ただし，簡便な手続きで人々が有する全体的な社会ネ
ットワークの傾向を概観することが可能であり，値の高低から地域の封鎖性を容易に比較
することができるという利点もある．なお，この値が低い地域ほど封鎖性が低い，すなわ
ち「開放性」が高いということになる． 
更に，Fischer は人々の交際範囲に制約を与える要因として「居住期間33」や「伝統主義」
                                                   
33
 Fischer は単純な「居住年数」を用いたが，本研究では「居住年数」と「年齢」を同時投
入することで生じる多重共線性を回避するため，「居住年数」を「年齢」で除した「居住期
間」を使用した．なお，全ての分析の中で多重共線性の指標となる VIF 値が最も高かった
のは，表 2-5 の都市部モデルにおける「従来の知人」×「コミットメント傾向」であった
（VIF=2.48）．しかし，この値は一般に基準とされている VIF 値である 10 を超えておらず，
深刻な影響はないと考えられる． 
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をあげ，この 2 つが開放性の低い村落部において高水準であることを示した．そして，同
一地域への「居住期間」が長いほど隣人ネットワークに参加せざるを得ない状況が作り出
され，内輪づき合いの規範により自由な交際が制限を受けるようになると考えた．また，
「伝統主義」を身分･階級を越えた交際や，主義･思想の放縦さを拘束する社会文化的規範
とみなし，この規範への傾倒が高い場合にも自由な知人選択が阻害されるとした．ここで
あげた 2 つの変数は，直接的に「開放性」を測定する指標ではないが，「選択的な関係にお
ける距離的な自由度の高さ」に影響をおよぼすと考えられる．したがって，これらの水準
について都市部と村落部の間で比較をおこない，差がないならば，それをもって村落部の
開放性が都市部並みに高まったことの間接的な証左とすることができるだろう．なお「伝
統主義」の測定に際して，Fischer によるオリジナルの伝統主義尺度は日本的な伝統主義の
測定に不向き34であると思われたため，鳥越（1993）の記述を参考にして，新規作成した
項目を使用した．ここでの作業仮説は以下のようになる． 
 
仮説 1: 都市部と村落部の間では開放性を表す指標の水準に差異はない． 
 
2.3 信頼生成過程について 
「信頼生成過程相違仮説」の検討に備えて，「解き放ち理論」における一般的信頼の生成
過程と使用変数について述べる．「解き放ち理論」の骨子は，「高い一般的信頼を持つこと
でコミットメント関係から離脱が可能となる」というものであった．同時に「いかにして
信頼が獲得されるのか」に関しては明示されてはいないものの，認知的資源を投資し他者
の信頼性を見極める社会的知性を訓練して身につけることで「とりあえず他人を信頼して
もとんでもない目に合わないですむという自信（=一般的信頼）を持つようになる」とい
う記述による示唆がなされている．つまり「解き放ち理論」では，他者との関係構築を試
行錯誤することで信頼性の見極め能力が磨かれてコミットメント関係から離脱可能となり，
再び新たな他者との関係構築を試みる中で信頼がより高められるという循環的過程が想定
されていると考えられるのである．こうした過程が社会全体で成立しているのであれば，
居住地に関係なく，コミットメント関係への埋没度が低く新規の関係構築に積極的なほど，
一般的信頼が高くなるという傾向がみられるだろう．そこで，上述の関係について相関関
係を確認した後，回帰モデルを用いて検討した．なお，その際には「一般的信頼」に加え
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 Fischer は「伝統主義」の測定にマリファナ使用などへの態度を尋ねていた． 
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てコミットメント関係への埋没度と，新たな関係構築への積極性を測定する必要もある．
そのため，コミットメント関係への埋没度の測定指標として，Grootaert and Bastelaer（2002）
を参考に「コミットメント傾向」尺度を作成した．さらに，新規の関係構築への積極性は，
一定期間内に新しい知人関係をどれだけ構築できたかをみることで測定可能である．よっ
て，ここでは「1 年以内の知人数」を関係構築への積極性の変数として使用した． 
ただし，上記の 2 変数のみの回帰モデルでは，「解き放ち理論」が支持されるか否かの検
討だけに終始してしまう恐れがある．したがって，「解き放ち理論」以外の信頼生成過程に
ついても検討できるように「従来の知人数」と「居住期間」という変数を加えた．辻（2005）
はネットワーク分析の観点から，人間一般ではない
．．．．．．．．
がこれまで交際した多くの人々
．．．．．．．．．
に関す
る信頼情報の集約として一般的信頼があると論じた．この理論は既知の知人数の多さを考
慮している点で，「解き放ち理論」はもとより少数の濃密なコミットメント関係から情報依
存的信頼（特に個別的信頼）の般化によって一般的信頼が生成されるとする「還元アプロ
ーチ」とも異なる．こうした一定期間以上交際している知人数の多寡と一般的信頼の関係
について検討するための変数が，交際期間が 1 年より長いことを条件としてネットワーク
項目から作成した，「従来の知人数」である．また，Fischer（1982=2002）の主張のように
「居住期間」の長さに伴い近隣住民間の内輪づき合いの規範が強まるのだとすれば，「コミ
ットメント傾向」との間に何らかの共変関係がみられるかもしれない．そのような効果が
一般的信頼に影響するか確認するため，引きつづき「居住期間」の変数を検討した．更に，
Macy and Sato（2002）や佐藤（2005）のシミュレーションのように，複数の社会的な要因
の交互作用効果により，信頼生成過程がいくつかの分化した構造を持つようになる可能性
も考えられる．そのため，特定の条件が異なることで生じる信頼生成過程の違いを検討す
る目的で，これまでにあげた独立変数の間で交互作用変数を作成して分析に用いた．ここ
での作業仮説は次のとおりである． 
 
仮説 2: 各地域で「解き放ち理論」が支持されるのであれば，「コミットメント
傾向」が低く「1 年以内の知人数」が多いほど，「一般的信頼」が高くな
る．「還元アプローチ」が支持されるのであれば，「コミットメント傾向」
が高く「既存の知人数」が多いほど，「一般的信頼」が高くなる． 
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3 地域間比較の方法 
3.1 調査の概要 
調査対象地域は，国勢調査（平成 12 年），日本統計年鑑（平成 14 年）を基に，人口数，
人口密度，平均世帯人数，転入出率，産業構成比率で層化し，無作為に新潟県栃尾市（2006
年 1 月 1 日に長岡市と合併．以降「旧栃尾市」と表記）と東京都板橋区を選出した．その
後投票区を無作為抽出し投票区の人数で重みづけた後，調査対象者として選挙人名簿から
20～79 歳を系統抽出した35．調査期間は 2006 年 10 月 12 日から同年 11 月 17 日であり，す
べての調査対象者に調査票を郵送した後，10 月 23 日と 11 月 6 日には調査票未回収者へ督
促はがきを送付した．旧栃尾市への郵送数は全部で 1,130 部，そのうち転居や死亡など無
効票 39 部を除いた有効回収数は 719 部，有効回収率は 63.6%であった．また板橋区への郵
送数は 1249部，無効票 84部を除いた有効回収数は 528部，有効回収率は 42.3％であった36． 
 
3.2 調査地域概要 
①旧栃尾市: 新潟県の旧栃尾市は，総面積 204.92km2（約 70％が山林地帯），人口 23,167
人，世帯数 7,242 世帯の地域である（平成 17 年国勢調査）．産業分布では第 2 次産業（6,415
人），第 3 次産業（5,216 人）が多いが，第 1 次産業従事者の割合も高い（専業 1,179 人，
兼業を含めると 9,986 人）．また，あぶらげ（「あぶら揚げ」の方言）まつりやコシヒカリ
                                                   
35
 本章で用いた調査は，辻・針原（2003）から継続中の信頼とネットワークに関する調査
と同時に実施した．そのため，調査地域の選出は概ね辻・針原の研究における注 4 の記述
に準拠している．ただし，今回は板橋区全域から 10 投票区，旧栃尾市全域から 36 投票区
を抜き出し，系統無作為抽出法により調査対象者を選出した． 
36
 本研究では特定地域へのサンプリングの偏りを回避するため，事前に計画サンプル数を
選挙区の人数で重みづけしていた．その結果，都市部では，10 の投票区間で回収率および
性別･年代の構成比に顕著な偏りはみられなかった．村落部でも，国から特定過疎地域の指
定を受けている地域に属する特殊な 2 つの投票区を除き，34 の投票区間に目立った回収率
や性別・年代の偏りはなかった．したがって，大きなサンプルの歪みはないものと考えら
れる．また，これまで低信頼と回収不能との関係を示した研究はない（『国民性七ヵ国国際
比較調査』や『東アジア価値観国際比較調査』でも，回収率が低い場合に高信頼に分布が
偏ることは確認されていない）．そのため，本稿では回収率と信頼の関連性はないものとし
て話を進めた． 
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まつりといった，地域特有の祭事や年中行事が催され，村落的性格が色濃く残っている． 
 
②板橋区: 東京都板橋区は，23 の特別区の 1 つであり，総面積 32.17km2，人口 523,083 人，
世帯数 252,609 世帯を有している（平成 17 年国勢調査）．産業分布は第 2 次（50,975 人），
第 3 次産業（191,171 人）でほとんどが占められており，農業などの第 1 次産業従事者は非
常に少ない（345 人）．また，区の全域が住宅地･商業地であり，首都高速道路をはじめと
する幹線交通の要となっているため，人々の出入りが非常に盛んで都市的側面の非常に強
い地域である． 
 
3.3 調査項目と一部変数の説明 
分析に使用した項目を次に記す．①「一般的信頼」尺度 3 項目（山岸 1998 から抜粋）:
「私は人を信頼するほうである」，「ほとんどの人は信頼できる」，「ほとんどの人は基本的
に善良で親切である」．②「コミットメント傾向」尺度 3 項目: 「私のつき合いの多くは古
くからのものである」，「たとえ自分にとってより魅力的な相手がいても，今あるつき合い
にとどまる」，「たとえよりよい機会をもたらす人が現れたとしても，古くからのつき合い
をやめるわけにはいかない」．③「伝統主義」尺度 3 項目: 「血縁関係は重視すべきだ」，
「本家分家の区別を重視すべきだ」，「上下関係は重視すべきだ」．④ネットワーク項目: 「親
類」，「友人」，「職場の知人」，「隣人」のカテゴリーについて，町内，市（区）内，県（都）
内，県（都）外に何人の知人がいるか，その中に「1 年以内につき合いの始まった人」が
何人いるかを測定37．例）「あなたと仕事上のつき合いのある人の中で，次のような方はそ
れぞれどの位いますか．同じ町内に住んでいる人…全部で（ ）人，そのうち最近 1 年以
内につき合いが始まった人…全部で（ ）人」． 
以上の①～③の全項目は，「1.そう思う」～「4.そう思わない」の 4 件法を採用していた．
また，分析に際して解釈の易化のため，尺度特性を強く有するほど高得点となるように，
全て値を逆転した． 
 
 
 
 
                                                   
37
 「隣人」のカテゴリーには，町内，市（区）内，県（都）内，県（都）という地理別の
区分を設けなかった．また「親類」の「1 年以内のつき合い」も尋ねなかった． 
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4 地域比較分析 
4.1 サンプル特性 
旧栃尾市の回収サンプルの平均年齢は 59.14 歳（SD=14.11）で，性別の内訳は男性 345
名（48.0%），女性 355 名（49.4%），無回答 19 名（2.6%）であった．板橋区では，平均年
齢が 55.12 歳（SD=15.31），男性 220 名（41.7%），女性 291 名（55.1%），無回答 17 名（3.2%）
であった． 
 
4.2 一般的信頼の比較 
一般的信頼の比較に先立ち，一般的信頼尺度 3 項目が一因子構造となることを確認した
後38，Cronbach の α係数を算出した（α=.66）．その後，各項目の平均をとり「一般的信頼」
の変数を合成した．そして，その値を t 検定によって村落部と都市部の間で比較した．結
果は t（1175）=1.17, n.s.であった（村落 M=2.81, SD=0.63, N=674, 都市 M=2.77, SD=0.58, 
N=503）．更に，一般的信頼の世代ごとの偏りや地域による交互作用の可能性を考慮して，
都市/村落×世代（20～39，40～59，60～79 歳の 3 水準）の 2 元配置分散分析を実施した
が，世代の主効果だけにしか有意な差はなかった（F（2，987）=5.15，p <.01）
39． 
 
4.3 開放性の検討 
本研究でも先行研究と同様に，都市部と村落部の間で一般的信頼の水準に差はみられな
かった．その理由として，「開放化仮説」にあげた村落部の開放化の影響が考えられる．そ
こで，村落部の開放性が都市部と同程度であるか検証した． 
まず，地域間のパーソナル･ネットワークについて検討した．分析に用いた変数は，「親
類数」，「友人数」，「職場知人数」，「隣人数」，そして全てのカテゴリーをまたいで１年以内
に知り合った知人を合計した「1 年以内の知人数」である．これらには質問項目の段階で
町内，市（区）内，県（都）内，県（都）外というサブカテゴリーが設けられていたが，
結果を先行研究と比較するため，およそ 1 時間以内で接触が可能な「近隣知人（町内･市内
知人の合計）」，接触に 1 時間以上の時間が掛かると予想される「遠方知人（県内･県外知人
の合計）」，そして「全体知人（全サブカテゴリー内の知人の合計）」へと再分類した．さら
                                                   
38
 因子分析の結果は付表 2-1 に示した． 
39
 多重比較（Tukey's HSD）の結果，有意差（p <.05）が確認されたのは，20～39 歳（M=2.69, 
SD=0.59, n=158）と 60～79 歳（M=2.84, SD=0.58, n=426）の世代間のみであった． 
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に各知人数は対数へと変換し，「年齢」，「性別」，「教育年数」，「年収（log）」，「居住期間」
の効果を調整40した後，再び実数に変換して t 検定を施した．また，Fischer（1982=2002）
が開放性を制限する要因とした「伝統主義」については，尺度が一因子構造であることを
確認した後（α=.69），項目間の平均をとって合成変数化し，同じく開放性を制限する要因
である「居住期間」とともに地域間で比較をした． 
分析結果は，表 2-1 のとおりである．村落部では「親類数（近隣，全体）」，「友人数（近
隣）」，「職場知人数（近隣）」，「隣人数」を都市部より多く保有していた．他方，都市部で
は「親類数（遠方）」，「友人数（遠方，全体）」，「職場知人数（遠方，全体）」，「1 年以内の
知人数」を村落部に比べて多くあげていた．ここから，村落部ではつき合いが「近隣」に
占める割合が高く対人関係が近場に集中しているが，都市部では遠方との関係が多いこと
がわかる．また村落部で近隣住民や親類との関係が多く，都市部では離れて暮らす友人や
職場の知人数が多い傾向は，Fischer（1982=2002）や大谷（1995）と一致する．そして，1
年以内に知り合った知人数が都市部の方が多かったことは，都市部の開放性が高く，見知
らぬ他者との関係を結ぶ機会多かったことを表している． 
このようにパーソナル･ネットワークの比較からは，村落部のつき合いの距離的な自由度
が都市部に比べて低いこと示す結果が得られた．更に「居住期間」と「伝統主義」の値も
村落部で有意に高く，Fischer の一連の結果を支持するものとなった．以上から，村落部で
は個人の知人選択が制限され易く，開放的な対人関係の構築が困難であることが推察され
る．ここでは加えて，相川（1998）の封鎖性指標を算出した（表 2-2）．村落部の値は 1.11
と正になったのに対して，都市部では-18.53 と負の値を示した．封鎖性指標はその値が正
の方向に増加するほど，封鎖的な人間関係を有していることを意味している．そのため，
村落部は都市部に比べて封鎖的であったことが，この結果からわかる．以上は，「都市部と
村落部の間では開放性を表す指標の水準に差異はみられない」とした作業仮説を支持して
おらず，村落部の開放性が都市部並みに上昇したことを指すものではなかった． 
この結果が全ての都市や村落に当てはまるとは断定できないが，少なくとも旧栃尾市と
板橋区は，ある程度典型的な都市/村落の姿を今も維持しているといえるだろう．したがっ
て，一般的信頼に差がないことを「村落部の開放化」により説明することは不適当と考え
られる． 
 
                                                   
40
 調整の詳細は，Fischer（1982: 395-402）の Note.5，11-13，29-30，35-37 を参照． 
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表 2-1 知人形成パターンおよび居住期間，伝統主義の比較結果 
 
 
 
 
表 2-2 知人形成パターンおよび居住期間，伝統主義の比較結果 
 
 
 
 
M SD n M SD n
8.29 3.72 366 3.48 2.38 363 621.20 20.84 ***
9.88 2.11 353 12.47 2.68 356 672.37 -14.28 ***
20.75 2.05 338 18.25 1.94 339 675.00 16.28 ***
7.22 2.93 358 4.95 2.75 363 719.00 10.72 ***
4.72 2.67 349 7.91 3.87 354 627.38 -12.76 ***
12.72 3.04 332 14.24 4.09 340 626.32 -5.47 ***
5.14 2.70 285 3.28 1.88 263 509.03 9.45 ***
4.72 3.43 269 9.17 6.75 251 365.24 -9.37 ***
12.72 2.89 263 14.62 4.42 244 413.50 -5.71 ***
23.66 9.52 223 14.66 7.30 212 414.73 11.09 ***
0.96 0.53 221 1.31 0.67 213 404.37 -6.05 ***
2.82 0.78 545 2.50 0.68 448 988.36 7.49 ***
***ｐ<.001
***
一年以内の知人数
伝統主義
0.89 0.22
注1) 各ネットワーク項目の単位: 人
注2) 各ネットワーク項目は，Fischer(1982)を参考に｢年齢｣，｢性別｣，｢教育年数｣，｢年収｣，
｢居住期間(居住年数/年齢)｣の効果を調整した．
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4.4 信頼生成過程の違いの検討 
先の開放性にかんする分析結果から仮説 1 が棄却されたため，それに伴い「開放化仮説」
も棄却された．つづいて「解き放ち理論」以外の信頼生成過程を経て信頼が高められると
した，「信頼生成過程相違仮説」についての検討をおこなった． 
先述のように「解き放ち理論」は，循環的な過程の中で信頼が生成されることを想定し
ていると考えられる．その過程は，①ある程度の一般的信頼を持つことでコミットメント
関係から離脱して，見知らぬ者とつき合うようになり，②コミットメント関係を抜け，新
たな関係の構築を試みる中で更なる一般的信頼を身につけるという 2 つから構成されてい
る．そうした「解き放ち理論」の過程と整合する関係があるか，はじめに地域別に変数間
の相関関係を調べ，そのうえで重回帰分析を用いて地域ごとに検証した．なお，重回帰分
析のモデルを構築して「解き放ち理論」を検証することには，やや困難が伴う．その理由
として，「解き放ち理論」では①と②のような循環的な過程を想定しているため，因果の方
向が厳密に特定できないことがあげられる．これについて，本研究では②の過程を想定し
たモデルを検討対象とすることにした．それは，「信頼生成過程相違仮説」では，信頼の生
．
成過程
．．．
に焦点を当てているためである．「解き放ち理論」において，①の過程は一般的信頼
を持つことでコミットメント関係から離脱することができるようになるという，機能的な
．．．．
側面
．．
に触れたものである．これに対して，②はコミットメント関係からの離脱と新規の関
係構築が一般的信頼を生成・強化
．．．．．．．．．．．
するということに言及したものであり，生成過程という
意味に合致するのは，こちらの方であると考えられる．よって，重回帰分析は②を想定し
たモデルに，地域別の違いがみられるのかということに主眼を置いたものとなっている． 
分析に用いた変数は以下のとおりである．地域別の変数間の相関関係を調べるために用
いた変数は，一因子構造であることを確認した後に（α=.57），項目間の平均を用いて合成
した「コミットメント傾向」，「一般的信頼」，「1 年以内の知人数（log）」，「従来の知人数
（log）」41であった．重回帰分析では過程②を想定したモデルを立てた．そこでは，従属変
数を「一般的信頼」，独立変数を「コミットメント傾向」，「居住期間」，「1 年以内の知人数」，
「従来の知人数」とした．また統制変数として，「年齢」，「性別（男=0，女=1 のダミー変
数）」，「教育年数」，「年収（log）」を投入した．そのうえで「村落部」と「都市部」という
ように地域別にデータを分けて分析した42．その際，独立変数間の関係をみるため，効果
                                                   
41 「従来の知人数」は，「友人」，「職場知人」，「隣人」から「1 年以内の知人数」を差し引
き，それぞれの値を合計して作成した． 
42
 このモデルでは，開放性の比較で調整に用いた変数と全く同じものを統制変数として投
43 
 
の媒介関係を確認しながら変数の逐次投入を繰り返した．  
ここで「解き放ち理論」に従った信頼生成過程が生じているならば，相関係数に「一般
的信頼」に対して，「コミットメント傾向」の間に負の関係がみられるだろう．さらに「一
般的信頼」と「1 年以内の知人数」の間には，正の相関が表れると予測される．また「解
き放ち理論」が成立しているのであれば，重回帰分析においても「コミットメント傾向」
が低く「1 年以内の知人数」が多いほど「一般的信頼」が上昇するという関係が結果とし
て生じると考えられる．これに対して与謝野･林（2005）の知見にあるような「還元アプロ
ーチ」が成立する場合では，相関係数には「一般的信頼」と「コミットメント傾向」，「従
来の知人数」の間にはそれぞれ正の関連が見られるはずである．そして重回帰分析では「コ
ミットメント傾向」が高く「従来の知人数」が多いほど，「一般的信頼」が上昇するという
関係が確認できると予想される． 
 
4.4.1 地域別の変数間の相関関係からみた信頼生成過程 
ここでは，地域ごとに信頼生成過程と深く関連すると考えられる変数の相関関係を検討
した．表 2−3 はその結果である．なお，表中に記した値は「年齢」，「性別」，「教育年数」，
「年収（log）」，「居住期間（居住年数/年齢）」を統制した偏相関係数である． 
まず「村落部」の結果からみていく．村落部では「１年以内の知人数」と「従来の知人
数」の間に正の相関関係がみられた．これは村落部では，既存の知人数が多いほど新たに
知り合う人が多い，ないしは新たに知り合う人が多いほど既知の知人が多いという関係が
あることを示している．それ以外の「一般的信頼」や「コミットメント傾向」との相関関
係はわずかなものであり，その値はいずれも統計的に有意ではなかった．このことから，
村落部においては「解き放ち理論」や「還元アプローチ」という先行研究の知見が直ちに
適用可能でないことが示唆される． 
つづいて「都市部」についてみていく．都市部では，まず「一般的信頼」と「1 年以内
の知人数」の間に有意な正の相関関係があった．さらに「1 年以内の知人数」と「従来の
知人数」の間には有意な負の相関も存在しており，2 種類の知人数の変数間で村落部とは
反対の関係が生じていた．なお，「一般的信頼」と「1 年以内の知人数」の関係および，「1
年以内の知人数」と「従来の知人数」の関係については，見知らぬ人と新たな関係を結ぶ
                                                                                                                                                     
入している．そのため，「知人数（1 年以内の/従来の知人）」には開放性の比較の際に施し
た調整はせず，線形モデルに適合させるための対数化の操作のみをおこなった． 
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ことが信頼を増強し，それによってコミットメント関係からの離脱が促されたことの帰結
であると解釈できる．そして，それは「解き放ち理論」において想定されている事柄と一
致する点が多い．しかしながら，こうした解釈は「村落部」の結果をみた場合には成立し
ない．このことは変数の相関関係に，都市部と村落部間で異なる信頼生成プロセスが生じ
ていることを表していると考えられる．そのため次に，重回帰分析を用いて従属変数への
独立変数の影響を一方向に定め，より具体的な信頼生成過程について検討した． 
 
 
 
 
 
 
4.4.2 重回帰分析による信頼生成過程の検討① 
重回帰分析の結果は，表 2-4 に示したとおりである．「村落部」では「1 年以内の知人数」
と「従来の知人数」に「一般的信頼」への有意な正の効果がみられた．有意な効果のあっ
た変数のなかでも「1 年以内の知人数」が多いほど「一般的信頼」が高くなるという点は，
「解き放ち理論」の信頼生成過程と類似していた．しかし，「従来の知人数」が最も強い正
の効果を持ち，「一般的信頼」に正の関係があったという結果は，「還元アプローチ」や辻
（2005）の主張する既存の知人数をベースとした信頼生成過程を支持しているとも考えら
れる．こうした結果は，「解き放ち理論」と「還元アプローチ」という対立する 2 つの理論
村落部（旧栃尾市） n =173 一般的信頼 コミットメント傾向 1年以内の知人数（log） 従来の知人数（log）
一般的信頼 ―
コミットメント傾向 .03
1年以内の知人数（log） .05
従来の知人数（log） -.04 .25 **
都市部（板橋区） n =165
一般的信頼 ―
コミットメント傾向 -.12
1年以内の知人数（log） .27 ***
従来の知人数（log） -.05 -.20 **
**p <.01 ***p <.001
-.11 ―
―
-.06 ―
―
―
―
-.06
.01
表 2—3 地域別にみた信頼生成に関連する変数間の偏相関係数（r） 
（「年齢」，「性別」，「教育年数」，「年収（log）」，「居住期間（居住年数/年齢）」を統制） 
 
（「年齢」，「性別」，「教育年数」，「年収（log）」，「居住期間（居住年数/年齢）」を統制） 
45 
 
とそれぞれ部分的に対応している．そのため，「解き放ち理論」で示唆されている信頼生成
過程は，村落部において必ずしも適用可能なものではないといえるだろう． 
他方「都市部」では，独立変数の中で「1 年以内の知人数」のみに有意な正の効果がみ
られた．これは新規の知人（=「1 年以内の知人数」）との関係を構築することによって，
「一般的信頼」が強化されていくという「解き放ち理論」を支持する結果であった43．以
上のように，都市部と村落部の間には信頼生成過程に差異があるということが，分析結果
から推察できる．このことは「信頼生成過程相違仮説」を支持していると考えられる． 
 
 
表 2-4 重回帰分析結果 
 
 
 
4.4.3 重回帰分析による信頼生成過程の検討② 
先の分析では，都市部で「解き放ち理論」を支持するような結果が得られた一方で，村
落部では「解き放ち理論」と異なる信頼生成過程が作動している可能性が示唆された．こ
れにより「信頼生成過程相違仮説」は概ね支持されたと考えられる．ただし村落部の結果
                                                   
43 本研究では「解き放ち理論」の検証のため，「1 年以内の知人数」が独立変数となり，「一
般的信頼」が従属変数となるモデルを採用した．ただし，この変数間には逆方向の因果の
存在も疑われる．こうした問題に対して， 1 時点のデータで因果を特定することは事実上
不可能である． したがって，知人数と一般的信頼の間にある因果の向きの特定は今後の課
題とし，ここでは既存の理論にもとづく議論を展開することとした． 
                                
年齢 .061 **
性別（男=0, 女=1） -.131 † .058
教育年数 -.122 .064
年収（log） .091 .107
コミットメント傾向 .065 -.013
居住期間（居住年数/年齢） -.029 .034
1年以内の知人数（log） .255 * .344 **
従来の知人数（log） .327 ** .087
　 n 173 165
　 F 2.768 ** 2.983 **
　Adj R 2 .076 .088
†p <.10 *p <.05 **p <.01 ***p <.001
.299
標準偏回帰係数（β）
従属変数: 一般的信頼
村落部（旧栃尾市） 都市部（板橋区）
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には，「解き放ち理論」と「還元アプローチ」という複数の過程が混在しているかのように
みえる部分がある．そのため，そこには何らかの交互作用効果が存在していることが予想
される．そこで，村落部の信頼生成過程をより正確に把握し，都市部との違いを精査する
ため，次に交互作用変数を先程のモデルに組み込んだ分析をおこなった． 
分析するにあたり，Macy and Sato（2002）で示されたような個人の行動傾向（ここでの
変数でいえば「コミットメント傾向」）により社会関係が決まり，個人の行動傾向もまた社
会関係から影響を受けて変化するという双方向的な過程を想定した交互作用変数を作成し
た．まず「コミットメント傾向」という行動傾向を測定した変数と，「居住期間」，「1 年以
内の知人数」，「従来の知人数」という，社会関係に影響する変数や実際の行為の結果とし
て現れる変数との間で 2 要因の交互作用変数を作成した．また，先の分析で有意な効果を
持ちつづける傾向があった「1 年以内の知人数」と「従来の知人数」には，さらに高次の
交互作用効果があると予想されたため，「コミットメント傾向」との間で 3 要因の交互作用
変数を作成した．なお，交互作用効果が有意であった場合は，主効果と交互作用効果の係
数を合計することで解釈が可能である．だが，今回のように 3 要因の交互作用といった複
雑な関係における変数の効果のパターンを理解するにあたっては，Aiken and West（1991）
で解説されている単純傾斜性検定の実施が有効である．そして，互作用効果の単純傾斜性
検定をおこなうためには「1 年以内の知人数」×「従来の知人数」という 2 要因の交互作用
変数が必要になる．したがって，分析上必要となる変数も含めた 2 要因の交互作用変数 4
つと，3 要因の交互作用変数 1 つをモデルに加えた44．  
分析結果は表 2-5 のようになった．まず「村落部」モデルについてみることにする．こ
こでは統制変数の「性別」に負の効果（p <.10 の有意傾向）があったほか，「1 年以内の知
人数」および「従来の知人数」にも有意な正の効果が存在していた（ただし「1 年以内の
知人」は，p <.10 の有意傾向）．さらに「1 年以内の知人」および「従来の知人」と「コミ
ットメント傾向」の 2 要因の交互作用変数，「1 年以内の知人」×「従来の知人」×「コミッ
トメント傾向」の 3 要因の交互作用変数に有意な負の効果がみられた（3 要因の交互作用
は有意傾向）．また，3 要因の交互作用のパターンは，図 2-1 に示したとおりとなった．こ
のパターンに対して，「コミットメント傾向」の水準が変化した場合の単純傾斜性の検定を
おこなったところ，「コミットメント傾向」が「1SD 分だけ高い」場合（図 2-1 の両端に飾
りのない 2 つの線）は，それぞれの傾きが p <.05 で有意となった．しかし，「コミットメ
                                                   
44
 ここでの交互作用項は，地域別に対象となるそれぞれの変数の平均値で中心化した．ま
た，交互作用の単純傾斜性検定は Aiken and West（1991）にならい実施した． 
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ント傾向」が「1SD 分だけ低い」場合（図 2-1 の両端に飾りのある 2 つの線）は，傾きが
有意ではなかった．この結果は，村落部では「コミットメント傾向」が高い者に限り，従
来の知人数と 1 年以内の知人数が多いほど，一般的信頼を高く持つようになる傾向がある
ことを表している．したがって，村落部では「コミットメント傾向」をベースとした人間
関係を形成し，そのなかから「一般的信頼」を獲得していっているということが推察され
る．他方，「都市部」モデルでは「1 年以内の知人数」と「1 年以内の知人」×「コミット
メント傾向」に有意な正の効果がみられたほか，統制変数の「年齢」にも有意な正の効果
があった．つづいて，有意であった「1 年以内の知人」×「コミットメント傾向」の交互作
用効果のパターンを描き，それぞれの線の傾きについて単純傾斜性検定をおこなった（図
2-2）．すると「1 年以内の知人数が多い（+1SD）」場合については，「コミットメント傾向」
の傾きは有意とはならなかった．だが，「1 年以内の知人数が少ない（-1SD）」場合では p <.10
の有意傾向であるものの，平均の傾きとは異なった傾斜があることが明らかとなった．こ
れは，都市部で新しい知人関係を構築できていない者は，コミットメント関係に埋没する
ことで，一般的信頼が低下することを表す結果であったと解釈できる． 
 
 
表 2-5 交互作用変数を加えた重回帰分析結果 
年齢 .076 **
性別（男=0, 女=1） -.147 † .070
教育年数 -.097 .054
年収（log） .077 .102
コミットメント傾向 -.027 .040
居住期間（居住年数/年齢） -.024 .031
1年以内の知人数（log） .242 † .330 **
従来の知人数（log） .225 * .083
居住期間×コミット -.031 -.046
1年知人×コミット -.488 ** .245 *
従来知人×コミット -.280 * .133
1年知人×従来知人 -.089 .035
-.298 † .166
　 n 173 165
　 F 2.624 ** 2.285 **
　Adj R 2 .109 .092
†p <.10 *p <.05 **p <.01 ***p <.001
.307
1年知人×従来知人
 ×コミット
都市部（板橋区）
標準偏回帰係数（β）
村落部（旧栃尾市）
従属変数: 一般的信頼
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図 2-1 3 要因の交互作用パターン 
（村落部: 「1 年以内の知人数」×「従来の知人数」×「コミットメント傾向」） 
 
 
 
 
図 2-2 2 要因の交互作用パターン 
（都市部: 「1 年以内の知人数」×「コミットメント傾向」） 
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コミットメント傾向-低(-1SD)×従来知人-多(＋1SD) 
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1年知人-多(＋1SD) 1年知人-平均 1年知人-少(-1SD) 
注 1） 村落部の「コミットメント傾向」の標準偏差は SD=0.67． 
注 2） 村落部の「1 年以内の知人数」の標準偏差は SD=1.06． 
注 3） 村落部の「従来の知人数」の標準偏差は SD=1.14． 
 
注 1） 都市部の「1 年以内の知人数」の標準偏差は SD=1.20． 
注 2） 都市部の「コミットメント傾向」の標準偏差は SD=0.62． 
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5 第 2 章の結果についての考察 
本章では，都市部と村落部の間で一般的信頼の差がなかったことについて，「開放化仮説」
と「信頼生成過程相違仮説」という仮説を立てて検証を実施した．「開放化仮説」について
みたところ，村落部（旧栃尾市）では対人関係の形成パターンが都市部（板橋区）に比べ
て狭い範囲に集中していたことや，人間関係に制約を与える要因である「居住期間」や「伝
統主義」が高いことが示された．さらに地域内の知人数と地域外の知人数から算出される
「封鎖性指標」（相川 1998）の値も村落部の方が都市部よりも高くなっていた．このこと
は村落部の人間関係は都市部に比べた場合，依然として閉鎖（封鎖）的であることを指し
示す結果であった．したがって開放化による説明は不適当と判断し，「開放化仮説」を棄却
した． 
次におこなった「信頼生成過程相違仮説」の検証では，相関係数と重回帰分析の結果か
ら，都市部と村落部で異なる信頼生成過程が作動していることが示唆された．そのため「信
頼生成過程相違仮説」がおおむね支持されたとみなした．そのうえで各地域の信頼生成過
程を詳細に検討するべく，重回帰分析のモデルに交互作用変数を投入して分析したところ，
興味深い結果が得られた．本項ではそこでの結果について考察を加えることにする． 
まず，都市部の信頼生成過程を考察する．表 2-5 の「一般的信頼」を従属変数とした都
市部のモデルで最も大きな正の効果があった変数は，「1 年以内の知人数」であった．この
ような新たな他者とかかわる傾向が高いほど，一般的信頼を高く持つようになるという関
係は，「解き放ち理論」を支持するものであった．更に注目すべきは「1 年以内の知人」×
「コミットメント傾向」の交互作用効果のパターンであった（図 2-2）．そこでは，1
．
年以
．．
内に知り合った知
．．．．．．．．
人数が少ない者に限り
．．．．．．．．．．
コミットメント傾向に強く傾倒していると，一般
的信頼が低下するという傾向が表れていた．これはコミットメント関係への埋没が信頼の
生成を阻害するという，山岸（1998）の主張を部分的に支持するといえるかもしれない．
しかしそれと同時に，コミットメント関係を維持しつつもそれに終始せず新たな関係を構
築している者には，山岸の主張が必ずしも当てはまらないことも示された．それはつまり，
コミットメント関係を
．．．．．．．．．．
持つ
．．
こと
．．
が一般的信頼の獲得を阻むのではなく，コミットメント関
．．．．．．．．
係以外の関係を
．．．．．．．
持た
．．
ない
．．
ことが一般的信頼の生成を阻害していることを意味している．こ
の点は，従来の「解き放ち理論」の知見とはやや異なるものであった．ただし，年齢とと
もに一般的信頼が高まる傾向や，高学歴者ほどコミットメント傾向が低下する傾向は，三
宅（1998）や山岸（1999）の「解き放ち理論」にある事例と類似する結果であった．した
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がって都市部の信頼生成過程は，「解き放ち理論」と親和的であると考えられる． 
つづいて村落部の一般的信頼の生成過程を考察する．ここでのメカニズムを考えるにあ
たっては，村落における人づきあいの特性（恩田 2006）と，林・与謝野（2005）の社会的
資源の保有量に応じた対人関係方略の違いについての理論を援用することが有効である．
恩田（2006）は，村落部でコミットメント関係が形成されるのは，限られた成員から援助
を引き出し，生活リスクを軽減するためであるとした．また，林・与謝野（2005）は，資
源保有量の少ない者は既存の資源を一定量担保した後に，新たな機会獲得へ乗り出す「リ
スク回避型機会拡大戦略」を採用する傾向があることを示した．林･与謝野の知見を恩田が
想定したような村落的状況へと適用すると，村落部においては成員間のコミットメント関
係を担保に機会拡大を図る方略が採られているということが考えられる．その方略下では，
担保となる資源（≒コミットメント関係）を一定量確保した後に魅力的な市場や人物が現
れた場合，そこへと参入する動機が高まると予測される．そして，そこで十分にコミット
メント関係を担保できた者は，実際に見知らぬ他者とかかわり合う頻度が高くなるのだと
考えられる．その場合，山岸（1998）にあるように，つき合い関係の構築を試行錯誤する
中で，相手の信頼性を見抜く能力とともに一般的信頼を身につけていくことが予想される．
コミットメント傾向が高く，従来の知人数が多い場合に 1 年以内の知人数を多く保有して
いた者が最も一般的信頼を高く持つようになったのは（表 2-5，図 2-1 実線），こうした過
程を反映したものであろう．上述のメカニズムは，一般的信頼の生成にベースとなるコミ
ットメント関係を必要とする点で「還元アプローチ」と同じであり，見知らぬ他者と付き
合うことで更に信頼を高めるという側面では「解き放ち理論」を踏襲するものである．た
だし，従来の「還元アプローチ」のように個別の知人に対する信頼が一足飛びに一般的信
頼へと結びつくのではなく，既存の知人，そしてその知人が属している中間集団（e.g. 
Kornhauser 1959=1961）を介して外部の他者と関係を構築するようになる過程が，このメカ
ニズムを適用することによって説明可能となる．このように村落部では，第一段階として
一般的信頼を育む基礎となるコミットメント関係を形成し（「還元アプローチ」），その後に
第二段階にあたる「解き放ち理論」の過程を経て一般的信頼を獲得するという，二段階の
信頼生成過程が作動していると考えられる． 
また表 2-5 で示された，男性であることと一般的信頼の間に正の関係があったことにも
注目したい．このような結果となったのは，ジェンダー格差が残る村落部では女性の資源
獲得が難しく，村外の者と知り合う機会も限られている（中道 2001）ことが影響して，先
51 
 
述のメカニズムのうち「解き放ち理論」に該当するプロセスが十分機能しなかったためで
はないだろうか．男性であれば仕事のつき合いなどを通じて村外との接点を持つことが比
較的容易であり，第二段階目の「解き放ち理論」プロセスへと進むことはそれほど困難で
はないだろう．しかし，伝統主義が根強く残る（表 2-1）村落部では，女性は家庭内にと
どまることが多くなると推測される．そうした状況では，第一段階でコミットメント関係
を形成できて，外部との関係を提供してくれる知人がいたとしても，実際に村外へと進出
する機会が限られてしまう．それだけでなく同類性原理（Lazarsfeld and Merton 1954）によ
って同性の友人・知人数が多くなることを考慮すると，前述の伝統主義の影響下にある村
内の女性同士の関係は内部で閉じてしまい，そもそも外部へとつながるものではなかった
のかもしれない．そうであれば，いくらコミットメント関係を形成しても，そこを通じて
外部との新たな関係構築の機会は得られない状態がつづくことになる．これらの要因によ
って，村落部の女性は一般的信頼を高めることができなかったのではないだろうか．そし
て，このことは同時に，二段階の信頼生成過程の存在を裏づける事柄であるとも考えられ
る． 
 
6 第 2 章の結語 
考察部で述べたように，都市部と村落部では異なった信頼生成過程を経て一般的信頼が
高められている可能性がある．このことは本章における最も注目すべき知見であった．た
だし，そこにはいくつかの問題も存在している．その 1 つに回帰モデルの決定係数の値が
全体的に高くないことがあげられる．これについては，まず投入した変数の妥当性の低さ
が疑われる．そして同様の結果は与謝野・林（2005）でも確認されている．これらは，一
般的信頼とその生成に影響する要因の関連性を，線形モデルを用いて説明することが困難
であることを示唆しているのではないだろうか．この問題に関しては，二段階の信頼生成
過程が作動している可能性について担保となる資源量が一定量を超えた後に信頼が生成さ
れるという，閾値モデルを仮定したような数理モデルやコンピュータ・シミュレーション
を作成することで検証が可能となるかもしれない．また，本章のデータは 1 時点のもので
あり，厳密な因果関係を特定できていないという弱点も存在している．そこで第 3 章では，
パネル・データを用いた分析をおこない因果関係を特定することで，本章の結果の精緻化
をおこなう． 
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付表 2-1 質問項目の因子分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本家分家の区別を重視すべきだ .81 -.03
 上下関係は重視すべきだ .71 .02
 血縁関係は重視すべきだ .41 .03
 ほとんどの人は信頼できる -.05 .74
 ほとんどの人は基本的に善良で親切である .02 .71
 私は人を信頼するほうである .06 .44
因子1 .23
因子2
因子3
 最尤法　プロマックス回転
―
.63
.42
.55
.00
-.09
.18
-.04
-.03
.10
　因子間相関
―
―
―
―
―
.44
.10
 私のつき合いの多くは古くからのものである
 たとえ自分にとってより魅力的な相手がいても、
  今あるつき合いにとどまる
質問項目
因子１
 たとえよりよい機会をもたらす人が現れたとしても、
  古くからのつき合いをやめるわけにはいかない
-.07 .02
因子3
コミットメント傾向
-.02
.01
一般的信頼感
因子2
伝統主義
-.02
.14
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第 3 章 地域コミュニティと信頼生成過程の関連 
 
 
第 2 章では，都市部と村落部の間では信頼生成の過程が異なっているという可能性につ
いて検証をおこなった．そして，分析により都市部では「解き放ち理論」に従って一般的
信頼が生成されており，一方，村落部では「還元アプローチ」を経た後，「解き放ち理論」
に従うという，二段階の過程を経ることで一般的信頼が生成されている可能性があること
を示した．そして，そのメカニズムについて，地域ごとの社会的資源との兼ね合いから考
察を加えた．しかし，親密な関係の中からも一般的信頼が生成される可能性がある理由に
ついては，社会的な資源量の多寡の他にも説明可能な理論がある．また，前章のデータは
いずれも一時点のものであり，時間的な変化を扱っていないため，実際の過程については
推測の域を脱するものではなかった．さらに，信頼生成過程の議論は循環的な強化プロセ
スを前提とした「解き放ち理論」においてそうであったように，従属変数と独立変数の間
の因果の向きも特定することができなかった．こうした事柄を明確にするため，以降では
親密な関係から信頼が生成されることと，因果の問題という 2 つの事柄に重点を置いた検
証に取り組んでいく．これにより，前章における知見を深めていきたい． 
 
1 東日本大震災調査におけるパネル・データ 
時系列的な一般的信頼の変化を研究した例として，辻・針原（2008）がある．辻らは，
新潟県中越地震（2004 年 10 月 23 日発生）の被災地である旧栃尾市の住民を調査対象とし
て，震災前の 2002 年と震災後の 2006 年で一般的信頼がどのように変化したか比較した．
そして，市外や県外の他者との関係よりも，居住地区近隣や市内の他者との関係によって，
一般的信頼が変化することを分析から示した．つまり，一般的信頼は身近な他者とのつき
合いや社会関係を基礎として生成ないし変化するという，前章の村落部の分析結果が支持
されるような知見が得られていたのである．ただし，その研究で用いられたデータは主と
して村落部で収集されていたため，他の地域的特徴を持った地点のデータを併せた場合に
は，同様の結果は得られなかった可能性が残されている．さらに辻らの研究では，村落内
の協力行動やコンフリクトによる意識の変化が一般的信頼に影響することを強調している
にも関わらず，分析したのは知人数の変化の効果だけであったため，ここにも更に検証を
加える余地が残されていた． 
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東北地方では 2011 年 3 月 11 日宮城県牡鹿半島の東南東沖 130 ㎞の海底を震源とする東
北地方太平洋沖地震が発生した．この地震は，日本における観測史上最大の規模マグニチ
ュード 9.0 を記録し，地震に伴う津波は波高 10ｍ以上，最大遡上高 40ｍにまで達した（気
象庁 2011）．こうした一連の東日本大震災は，東北地方一帯に甚大な被害をもたらし，死
者 15,883 名，行方不明者 2,652 名の犠牲を出すに至った（警察庁 2013）．このような未曾
有の大災害に対して，国あげての復旧・復興対策が講じられるとともに，民間でも全国か
ら多数のボランティアが集結し，支援活動が被災地に対しておこなわれた45．その結果，
地域コミュニティの範囲を超えて実施された援助や相互の助け合いを通じて，新たな対人
関係や人間観が形成され，一般的信頼にも少なからず変化が生じたということが予想され
る．さらに震災では，交通や情報網の分断で要援護者への即時的な対応が近隣住民に委ね
られることになった事例が数多く発生46した．これを受けた政府の中央防災会議の中間報
告では，地域コミュニティ内部の結びつきを促進することによる防災・減災対策の重要性
が明記されるに至った（中央防災会議 2012）． 
このような事例を鑑みると東北地方の地域コミュニティ内部でも協力行動の増進により，
既存の人間関係がより強化されるなどの変容が起こった可能性がある．そのため，地域の
人々に対する信頼も震災以前と異なったものとなっているかもしれない．ただし，そこで
新しく構築された対人関係や地域の人々との既存の関係は，必ずしも良好なものであった
とは限らない．新たに知り合った人との関係については，例えば『ボランティアとは，言
い方を変えると堂々とできる「おせっかい」である（関 2007: 243）』と述べられているよ
うに，被災者と救援者の間にある意識の隔たりからコンフリクトが起こった可能性もある．
同じように地域コミュニティの中でも，辻（2011: 15）で記述されているように，震災後の
利害関係の調整に失敗し「以前は仲の良い集落だったのに，みんなの仲が悪くなった」と
いう状況に陥った場合もあるだろう．こういった人々を取り巻く環境の変化は，一般的信
頼の生成にどのように影響したのだろうか． 
本章では，上述した状況を踏まえて宮城県を対象としたインターネットのパネル調査デ
                                                   
45
 全国社会福祉協議会（2013）の発表では，被害規模の大きかった東北 3 県（岩手，宮城，
福島）でボランティアセンターを通じて活動した市民ボランティアの総数は，2011 年 3 月
11 日から翌年 3 月 11 日までの間で 950,300 名であった．なお，この数字には NPO や慈善
団体などを通して活動した人数は含まれておらず，実際にはさらに多くの人々が復旧・復
興のボランティア活動に携わっていたことになる． 
46
 住民や地域の自治組織による相互援助活動の中でも貢献度の高かったものについては，
公益法人社会貢献支援財団により表彰されている．また，各事例の概要は社会貢献支援財
団のサイト(http: //www.fesco.or.jp/shinsai/winner/index.php)から閲覧することができる． 
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ータを分析することで，一般的信頼の生成についての問題に取り組む．前章まででも述べ
たように山岸（1998）は社会的不確実性と機会コストの高い社会では，積極的に外部との
関わりを持ち，他者に対する信頼性の見極め能力を高めることができれば，その能力との
共進化により一般的信頼が獲得されると考察している．こうした長期的な適応のプロセス
は文化的，歴史的な説明をおこなううえでは有用かもしれない．しかし，人々が比較的短
期の期間を通じて獲得する一般的信頼についても，この理論を適用して説明することはで
きるのだろうか．「解き放ち理論」の予測に従うならば，震災後見知らぬ人から援助を多く
受けたほど，そしてコミットメント関係を離れた外部の組織へ参加する頻度が増えた者ほ
ど，一般的信頼が上昇していると考えられる．反対に見知らぬ人から援助を受けていない，
もしくはコミットメント関係外の組織への参加頻度が減ったことによって，一般的信頼が
低下することもあり得る．また，辻・針原（2008）が示したように，身近な者同士や地域
との関係によって，一般的信頼が上昇ないし低下している可能性も十分に考えられる．そ
のようなプロセスが支持されるとすれば，個別的信頼などの情報依存的信頼から一般的信
頼がボトムアップ的に生み出されるという，山岸が否定した信頼生成のメカニズムが作動
していることが，時間的因果を伴って検証されたということになる． 
こうした一般的信頼の生成過程についての探索的な検討は，前章の結果を裏付けるとい
う目的のためだけにおこなうのではない．震災をきっかけとして，日本全国で人々や地域
とのつながりを大切にしようとする機運の高まりがみられた．そのつながりを結ぶものこ
そが「信頼」であり，今まさにその重要性が訴えかけられている．したがって，本章でお
こなう震災前後の一般的信頼の変化からみた信頼生成メカニズムの探索は，信頼理論の精
緻化とともに，“震災後”の人々の関係を考えるうえでも意義がある． 
 
2 第 3 章における概念の説明と作業仮説 
2.1 地域信頼について 
山岸（1998）は，「一般的信頼」に対する概念として何らかの情報に依存した「情報依存
的信頼」を提唱している．情報依存的信頼とは，「相手は自分をだましたり，裏切ったりす
ることはない」という，特定の人物についての既知の情報に由来する信頼である．また，
そこに含まれる代表的な人物のカテゴリーには，家族・親類，友人・知人などがある．さ
らに Narayan and Cassidy（2001）では，上記に加えて「Trust of people in neighborhood」を
情報依存的信頼におけるカテゴリー的信頼の例としてあげている．これは，直訳すれば「近
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隣住民への信頼」となり，個別的信頼としても考えられるだろう．だが，それを提唱した
Narayan を含む世界銀行グループが信頼をはじめとした社会関係資本を測定するのに開発
した SC-IQ（the Integrated Questionnaire for the Measurement of Social Capital）では，個々の
住民だけでなく地域内の安全性や凝集性，地域内活動への参加度から包括的に Trust of 
people in neighborhood を扱っていた（Narayan et al. 2004）．このような地域コミュニティ全
体への包括的な信頼という捉え方は，一対一のつき合いのように完全に過去の情報を把握
しているわけではないため，個別的信頼とはやや概念的に異なるカテゴリー的信頼の一部
であると考えられる．カテゴリー的信頼の中でも，「地域」というグルーピングは社会関係
資本論において特に頻繁に使用されている．そこで，以降はこうした地域コミュニティへ
の信頼をカテゴリー的信頼における「地域信頼」という信頼区分として用いることにする．
この地域信頼は本章で課題とする，震災後の地域との関わり方から一般的信頼が生成され
るという過程を検討するうえで，非常に有用であると考えられる．なぜならば，震災時の
協力行動や復旧・復興活動の多くは，炊き出しや見回り活動などの地域活動の一環として
実施されており，このような活動を受けて一般的信頼が変動したのだとすれば，当該の地
域への信頼が一般的信頼を形成する要因となっていた可能性があるためである．なお，“地
域”という概念は，どこまでを地域として認識しているかということに個人差があると考
えられる．これは，信頼の測定にあたって「ほとんどの人は～」という項目を用いた際，
“ほとんど”がどのような人を想定しているのか回答者ごとに差異がみられるのと同様で
ある．しかしながら，どこまでを地域として定めるのかについて統一的な見解は示されて
いない．だが，Narayan や世界銀行グループが作成した SC-IQ の項目からは，何らかの活
動を共にする近隣住民の集合体を地域とみなしていることが読み取れる．そのため海外と
日本では近隣住民間の活動状況はやや異なることが予想されるものの，Narayan ら想定す
る地域の概念に準拠することにした．具体的にいうと，本研究では町内会をはじめとする
自治会があり，祭りやスポーツ大会などの住民間での行事が実施されているような集団の
単位を「地域」として扱った．そして調査に用いた項目も，ここでの概念に対応するよう
になっている（各項目は表 3-2，3-3 を参照）．また，本研究では本章のみならず，以降で
「地域」について言及する場合にはすべて，上述のような範囲を想定することにした． 
山岸は特定の個人に対するミクロレベルの信頼が，どうやって一般的な他者というマク
ロレベルの対象に対する信頼へと拡張されるのか不明であるとして，「還元アプローチ」を
批判した（1998: 59-61）．この批判に対して，第 2 章の分析や辻・針原（2008）が実施した
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個人のネットワークを扱った分析ではミクロレベルの説明に止まっており，ミクロとマク
ロの間にある溝を十分に埋め切れてはいない．しかし，地域信頼という概念を導入するこ
とで，特定の人々との関係のみに終始しないメゾレベルの条件を考慮することができるよ
うになる．これにより前章の分析結果を拡張して，理論に一般性を持たせることができる
かもしれない．「解き放ち理論」では新たな人々との関係が信頼を生成・強化することを論
じていたが，そのような新規の関係構築に「地域信頼」が正の影響を及ぼしていたとすれ
ば，そのことは二段階信頼生成過程の存在の裏付けとなるだろう．さらに，上記の事柄が
支持されることで，都市部の結果に対する解釈も違ったものになり得る可能性が生ずる．
先の分析では，都市部において「解き放ち理論」が支持されたようであった．しかし，そ
れは見かけのうえでのことであり，実際には多くの住民が二段階信頼生成過程の第二段階
の過程に進んでいただけであったのかもしれない．今回のデータは宮城県全域で採取した
ものである．そこには都市的な地域も村落的な地域も含まれている．そこで「地域信頼」
のような特定他者との信頼が介在して新規の人間関係が構築され，そのことが「一般的信
頼」の強化につながっているのであれば，居住地域を問わず同じメカニズムのもとで信頼
が獲得されているといえるのではないだろうか．以上の理由から，居住地域に対する信頼
である「地域信頼」を主要な独立変数として，一般的信頼の生成メカニズムを検討する． 
 
2.2 地域信頼と一般的信頼の生成についての仮説 
つづいて，地域信頼からいかに一般的信頼が生成され得るのかにかんして，理論的な仮
説を述べていきたい．ここで重要な理論的基礎を与えてくれるのが，Putnam の 1993 年
『Making Democracy Work』と 2000 年の『Bowling Alone』における記述である．1993 年の
著作において Putnam は，イタリアの南部と北部で同じ政策を実施したにもかかわらず南
北格差が生じたことについて，その原因が社会関係資本の保有量の違いからくることを指
摘した．そこで彼が社会関係資本を規定する重要な要因として扱ったのが，「信頼」である
47．イタリア北部では他者への一般化された信頼が高く，それが異なる集団に所属する人
びとを結びつけて社会運動などの協同を可能にすることで，良好な民主政治が維持されて
きた．一方，南部では封建的な制度の歴史から抜け出すことができず，マフィアのような
恩顧＝庇護の関係にある特定的な人物か，親族のような裏切りの心配のない間柄にある者
としか信頼関係を結ぶことができなかったため，そこに政治的腐敗が生じてしまったのだ
                                                   
47
 同書では「信頼」の他に，人々の共同行動を促進し，社会の効率性を高めることのでき
る「規範」「ネットワーク」といった社会的仕組みの特徴を，社会関係資本と定義していた． 
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と Putnam は述べている．この部分だけを取り出せば，山岸（1998）の信頼（一般的信頼）
と情報依存的信頼（特に人間関係的信頼）の議論48と大きな相違点はなく，やはり情報依
存的信頼からは一般的信頼が生み出されるようなことはないようにも考えられる．しかし，
Putnam は，実際は情報依存的信頼，一般的信頼という信頼の種類やその水準だけを強調し
たのではない．彼が重要視したのは，序列関係のない水平的な中間集団（特に地域コミュ
ニティ）の影響である．地域内に自発的な市民同士の活動の場や水平的な関係を持てる組
織があることで，人々の間で互酬性規範やネットワークが共有され情報依存的信頼が一般
的信頼へと拡張される．その帰結として人々の行動が民主的な方向へと進むというのが，
Putnam の主張である．また，現在のアメリカ社会では人々の信頼を育み，それ自体にも社
．．．．．．．
会的信頼のおけるコミュニティ
．．．．．．．．．．．．．．
が減少したため，他者に対する信頼が下降傾向にあると論
じている．その主張が如実に表れているのが，2001 年の著作における次の一文である． 
 
強力，頻繁で，広範なネットワークの中の個人的関係に埋めこまれた信頼は，
「厚い信頼」と呼ばれることがある．他方で，コーヒーショップでの新しい知り
合いのような「一般的な他者」に対する薄い信頼もまた，共有された社会的ネッ
トワークと互酬性への期待を背景として暗黙のうちに存在している．（中略）し
かし，コミュニティの社会的織物が擦り切れてくると
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
，評判を伝え，また維持す
るというその有効性が減少していき，誠実性，一般的互酬性，そして薄い信頼と
．．．．．
いう規範を補強していた力が弱体化し
．．．．．．．．．．．．．．．．．
ていく
．．．
（Putnam 2000: 136=2006: 159 強調は
筆者によるもの）． 
 
Putnam 議論が示唆するのは，隣人をはじめとする個別の人への情報依存的信頼が，その
集合体である地域を介して一般的信頼へと昇華されるという，多段階の信頼生成過程の存
在である．ただし，この議論には，山岸が論じたような適応の観点は存在していない．そ
こで次に，見極め能力は「ある程度の訓練によって身につけることができる（山岸 1998: 
179）」とした，他者の信頼性にかんする見極め能力と一般的信頼の共進化の仮説を，この
過程へとあてはめて考えてみることにしよう． 
それは以下のようなものである．まず，個別に信頼のおける隣人とのつき合いの中で地
                                                   
48
 Portes（1998）の過度のコミットメント関係がもたらす負の社会関係資本の議論や，
Uslaner（2008）の低い一般的信頼が引き起こす腐敗の構造も，同様の論理で展開されてい
る． 
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域コミュニティの活動に参加し，その中で時折見かける程度の他者ともつき合う機会が発
生する．そこでは，同じ地域で生活する者同士の互酬的な規範が期待されるため，つき合
いの薄い者からも手ひどい裏切りを受けることはないだろう．そのような地域では，地域
内の特定個人のみならず，人々のつながりや結束に対する信頼（地域信頼）を高めること
が可能となり，それを元手にさらに活動の範囲を広げることができるようになる．ただし，
そうした状況であっても，社会的な地位や価値観の異なる者たちが地域に存在している限
り，彼らとの協同活動を実施するうえでは，誰が本当に頼りになるのかを見分ける能力は
必要となる（e.g. 荒井 2006, 200949）．また，大規模な祭事などをおこなう際には，地域を
またいでの協力も必要となるかもしれず，その場合は他地域の人々とも交流する機会が生
じる．このように，地域コミュニティの活動に参加する中で異質性を持った他者との交流
も励起され，そうした経験を経て信頼性の見極め能力は徐々に磨かれていき一般的信頼も
高まっていく（Macy and Sato 2002）のではないだろうか50．その意味で地域コミュニティ
とは，見極め能力の“訓練の場”となっており，当該地域への地域信頼が高いほど見極め
能力の訓練の場として地域を活用し，その結果，高い一般的信頼が獲得できるのだと推測
できる．ここで再び Putnam の議論に立ち返ると，彼は Tocqueville （1835=2005–2008）を
引用して自発的で水平的な特性を有する中間集団が協力的な価値観と規範の源泉となって
おり，一般的信頼のレベルを高めるとも述べていた．このように地域とは個人をこうした
他の集団へと導く役割を担う中間集団の 1 つであると考えられる．  
なお，地域を介して多段階に信頼が生成される可能性を検討した先行研究として，金澤
（2008）がある．金澤は 2003 年日本版総合的社会調査（JGSS-2003）を分析する中で，一
般的信頼を生成する要因として，「地域への愛着」と「外国人との接触機会」という 2 つの
変数が効果を持っていたことを発見した．これについて彼は，Macy and Skvorets（1998）
および Macy and Sato（2002）51から着想を得た「複合型仮説」という二段階からなる信頼
の生成過程を用いて考察を加えた．複合型仮説では，まず，第一段階として地域組織とい
う親密な関係への参入をとおして，身近な者への「条件付き信頼」と他者を信頼する技術
                                                   
49
 荒井（2006, 2009）では，良く知った間柄（会社，学校，隣近所など）でも情報の非対
称性は生じるため，誰が信頼できるのかを見分ける能力は必要であると述べている． 
50
 恩田（2006）は，むしろムラ社会のような小規模共同体でこそ，共同体の維持のため，
見極め能力などの社会的知性や，一般的信頼が必要であると主張している．そして，村民
は日常生活を通じ，「生活の知恵」としてそれを身につけてきたと述べている． 
51
 Macy and Skvorets（1998）と Macy and Sato（2002）は数理モデル，コンピュータ・シミ
ュレーションを用いて，見知った相手とつき合いながらも，時には知らない相手と出会え
るような社会構造の存在が他者への信頼を可能にすることを示した． 
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の基礎（見極め能力）を身につけるとされている．この条件付き信頼とは情報依存的信頼
ではあるが，個別的信頼とは違い地域という基盤を通じてある程度の緊密さを共有しなが
らも，異質性のある他者に対して抱く信頼であると述べられている．また「地域への愛着」
とは，この条件付き信頼を反映した変数であるのだという．そして，第二段階では第一段
階で獲得した信頼の技術を利用し，完全に見知らぬ人々と触れ合うこと（その典型例が「外
国人との接触機会」）で他者一般への信頼を高めるといった「解き放ち理論」による信頼生
成がおこなわれると説明している．金澤の研究では，「地域への愛着」を「条件付き信頼」
として読み替えたうえで，親密な関係を基盤としつつも見知らぬ他者と交流することによ
って，一般的信頼が獲得されるという信頼生成の議論が展開されている．これは，本研究
が想定した過程とほぼ同一のメカニズムを仮定しているといえるだろう．唯一の違いは，
金澤が「条件付き信頼」という概念を用いたのに対して，本研究では「地域信頼」を用い
て居住地域との親密な関係を説明している点である．だが「条件付き信頼」とは，地域組
．．．
織という親密な関係への参入
．．．．．．．．．．．．．
により得られる信頼であるのだから，これと本研究で扱う「地
域信頼」とは，ほぼ同様の概念であると考えられる．ただし金澤の研究も，一時点のクロ
スセクショナルなデータを使用したものであるため，考察で述べられているような因果関
係を十分に示すことはできていない．そこで，ここまでの議論をもとに次のような作業仮
説を措定して，パネル・データの分析を通じてその検証をおこなうこととした． 
 
人は中間集団である地域関係をとおして人を信頼する技術を学ぶ機会を得る．
地域信頼が高い者は地域とのかかわりが深く，人を信頼する技術を十分に身に
つけられる．したがって， 
 
仮説: 地域信頼が高い者ほど一般的信頼の水準は高くなり，地域信頼が低い者は
一般的信頼の水準が低い． 
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3 調査と変数の説明 
3.1 調査の概要 
3.1.1 Wave1 調査について 
ここでは，調査について説明をする．はじめに Wave1 調査の概要を述べる．調査は，
Web ページ画面に質問票と回答欄を表示し，回答を送信してもらうインターネット調査の
形式で実施された．調査項目は，大半がラジオボタンもしくはスクロールボタンの選択式
項目であったが，事前に用意した選択肢以外の回答ができるように，自記式の回答欄が設
置される場合もあった．調査主体は（株）ビデオリサーチの『2011 年度大学院生支援プロ
グラム震災関連特別枠』の助成を受けた「東日本大震災における利他的行動」研究班であ
った52．調査対象者は，宮城県在住の 18～69 歳までの 1000 名（男女各 500 名）であり，（株）
ビデオリサーチのリサーチモニターの中から，宮城県の年齢別の人口構成比率を再現する
ように，年齢ごとに一定数が選出された．なお，この調査の主眼は震災からの復旧・復興
過程を通じて，人々の意識や行動がどのように変化したかを捉えることであった．そのた
め選出条件は人口構成比率だけでなく，混迷期を宮城県で過ごしており，復旧に至るまで
の過程をつぶさに見ていた者を選出するための条件が付加されていた．その条件とは，地
震発生時の 3 月 11 日時点で宮城県に居住しており，その後，3 月 31 日までの約 3 週間の
内，避難等で計 4 日以上県内を離れていないことであった．3 月 11 日から 31 日までとい
う期間については，この時期が最も混迷を極めていたことに加えて，3 月 28 日に仙台駅の
利用が一部解除になり，4 月以降は県外への異動が盛んに行われるようになったことを考
慮したためである．計 4 日以上県外を離れていないことを条件としたのは，3 日程度なら
ば，食料の買い出しや，家族や友人・知人の安否確認などで，県外で過ごした可能性があ
り，その程度の短期的な離脱であれば，復旧過程の把握に支障がないと考えたためである．
また，調査に協力し最後の項目まで回答した者には，商品等に交換可能な Web ポイントが
謝礼として支払われた53．調査は震災から半年が経過した 2011 年 9 月 11 日に開始され，9
                                                   
52
 本研究の実施にあたり，（株）ビデオリサーチの『2011 年度大学院生支援プログラム』
より「震災関連特別枠」として助成を受けた（課題名「東日本大震災における利他的行動」 
研究代表者: 吉良洋輔，研究メンバー: 塩谷芳也，稲垣佑典，大林真也，古里由香里）．こ
こに（株）ビデオリサーチならびに関係各所，調査対象者の皆様へ深謝の意を表する．ま
た，被災地域の 1 日も早い復興を心より祈念する． 
53
 Wave1，2 ともに今回の調査では，全ての項目に最後まで回答することが Web ポイント
獲得の条件となっている．また，項目の見落としや論理的に間違いのある回答に対しては，
警告が出るような仕組みとなっている．そのため，予め「わからない」「非該当」を設定し
た項目を除いて回答の欠損は起きない． 
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月 12 日に先述の条件を満たした 1000 名分のデータ収集が終了した． 
 
3.1.2 Wave2 調査について 
Wave2 調査は Wave1 調査に引きつづき，「東日本大震災における利他的行動」研究班が
主体となり，インターネットを通じて実施された54．調査項目は Wave1 と同様にラジオボ
タンもしくはスクロールボタンの選択式であり，部分的に自記式の回答欄が設置された．
調査対象者は，（株）ビデオリサーチのリサーチモニターで，Wave1 調査に回答しているこ
とを条件に選出された．調査は前回調査から 8 か月（東日本大震災からは 14 か月）が経過
した 2012 年 5 月 11 日に開始され，5 月 21 日に 767 名分のデータ収集が終了した． 
インターネット調査については，対象者の属性や回答の偏りなど，代表性を疑問視する
声もある（大隅・前田 2007）．しかしながら，（面接調査や集合調査等の一部手法を除き）
社会調査全体の回収率の低下が指摘される近年（Inaba 2007）では，事前に適切なサンプリ
ングがおこなわれていても，必ずしも収集したデータに代表性が担保されるとは限らない．
特に今回のような大規模災害発生後には，行政により住民基本台帳や選挙人名簿の閲覧が
制限され，サンプリングをおこなうこと自体が困難となる．仮にサンプリングが実施でき
ても，郵送調査や留め置き調査では，転居を伴う避難，回答拒否による回収率低下に拍車
が掛かり，結局は回収した回答に，偏りが生じてしまうことが予想される55．こうした状
況下では，調査対象者の属性について事前にスクリーニングを施したインターネット調査
の方が，一般化可能なデータを収集することができると考えられる．また，インターネッ
ト調査の利点は，即時性にある．本調査でもその特性を生かし，震災から半年後の人々の
意識や行動を測定することができた．また，一時点のクロスセクショナルな調査に止まら
ず，8 か月後の追跡データから時点間の比較をおこなえたという点においても，アドバン
テージを有するものであった． 
 
 
 
                                                   
54
 Wave2 調査では調査グループの私費で実施されたものであり，（株）ビデオリサーチの
助成を受けてはいない． 
55
 今回の調査のように震災時の行動や意識を想起させるような調査では，回答者に大きな
心理的負担をかけることが予想される．この問題に対して，インターネット調査では調査
前に広告を出し，事前に内容を理解した参加者だけを募っている．そのため，心理的負担
の軽減が可能となり，倫理的な観点からも好ましいと考えられる． 
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3.2 データと変数の概要 
3.2.1 サンプルの特性 
分析に使用したデータについて解説する．ここでの目的はパネル調査によるデータを分
析することで一般的信頼の変化を捉えるとともに，そこにどのような要因が介在して信頼
が生成されているのかメカニズムを探ることである．従って，分析に際して Wave1 から
Wave2 の 2 時点間で脱落した対象者のデータは，以降の分析では使用しないこととした．
また，今回収集したデータには，Wave1 から Wave2 までの間に転居をした者が 29 名含ま
れていた．彼らにかんしては，転居によって異なる環境に置かれたことで，意識や行動が
以前と変化しているという可能性が考えられる．そのため，分析からは転居者を除外した．
しかし，パネルの脱落や転居者を除外することによって，回答者集団の母集団に対する代
表性に問題が生じてしまう恐れがある．そこで，二時点間で脱落せず転居もしていない 738
名の属性についてデータをまとめ，宮城県が発表している情報との比較をして，偏りが生
じていないかを確かめた（表 3-1）． 
まず人口に対する男女の比率をみると，インターネット調査データと宮城県データの間
にそれほど大きな差はなかった．また，平均年齢においても両者の値はほぼ一致する結果
となった56．年齢カテゴリー別にみると，インターネット調査データにおける「18～29 歳」
の全体に占める比率が，宮城県のデータの比率よりもやや低い値を示した．ただし，その
他のカテゴリーでは大きな差はみられず，この程度であれば許容できる範囲にあると考え
られる．収入は宮城県データに比べて低い値となった．これは，宮城県データが勤労者世
帯の平均収入であるのに対し，インターネット調査では年齢別の人口構成比率をもとにサ
ンプリングしたことが影響しているものと思われる．それにより，学生や無職の者が含ま
れていることが原因となって，平均収入が宮城県データと比較して低めの値を示したのだ
ろう．学歴はインターネット調査では在学者を含めているのに対して，宮城県データは対
卒業者総数における比率となっていた．そのため両者を直接比較することは適当ではない
かもしれない．しかし，インターネット調査データでは大学以上の学歴を有する者が全体
に占める割合が高く，高学歴層に偏りが出ていた．このように高学歴に偏りが発生するこ
とは，調査法の違いから来る回答者の属性や回答傾向の比較をおこなった三輪（2009）に
おいても報告されている．ただし，三輪はインターネット調査で回答者の属性が高学歴に
                                                   
56
 表中には示していないが，サンプル全体の年齢の標準偏差は 12.14，男性の年齢の標準
偏差は 12.52，女性の年齢の標準偏差は 11.70 であった． 
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偏った場合でも，既存の知見が覆されるほどの効果はみられなかったと論じている．よっ
て，分析結果を一般化する際には慎重な解釈が必要となるものの，全体的には宮城県デー
タを反映しており，深刻な乖離は生じてはいないと考えられる． 
 
表 3-1 二時点間で脱落をしなかった調査対象者の属性と宮城県データの比較 
n 平均/比率 N 平均/比率
人数 738 2,348,165 注1
男性 381 51.60 (%) 1,139,566    48.53 (%)
女性 357 48.40 (%) 1,208,599    51.47 (%)
年齢（全体） 44.35 (歳)         44.10 (歳) 注2
男性 45.03 (歳)   43.93 (歳)
女性 43.02 (歳)   44.27 (歳)
年齢 カテゴリー
全体 738 1,567,263
18～29歳 112    15.18 (%) 321,317    20.50 (%)
30～39歳 166    22.49 (%) 323,762    20.66 (%)
40～49歳 157    21.27 (%) 292,471    18.66 (%)
50～59歳 141    19.11 (%) 321,416    20.50 (%)
60～69歳 162    21.95 (%) 308,297    19.67 (%)
世帯収入 ¥5,022,590 注3 1ヵ月平均収入 注4= ¥446,900
収入なし 23 3.12 (%) 1ヶ月×12か月= ¥5,362,800
100万円未満 27 3.66 (%)
100～200万円未満 57 7.72 (%)
200～300万円未満 84 11.38 (%)
300～400万円未満 99 13.41 (%)
400～500万円未満 103 13.96 (%)
500～600万円未満 70 9.49 (%)
600～700万円未満 52 7.05 (%)
700～800万円未満 54 7.32 (%)
800～900万円未満 27 3.66(%)
900～1000万円未満 18 2.44 (%)
1000～1500万円未満 40 5.42 (%)
1500～2000万円 5 0.68 (%)
2000万円以上 5 0.68 (%)
わからない 74 10.03 (%)
学歴 学歴（対卒業者総数）注5
中学 12 1.63 (%) 10.42(%)
高校 283 38.34 (%) 51.25(%)
高専・短大 147 19.92 (%) 13.26(%)
大学・大学院 296 40.11 (%) 16.75(%)
不詳 8.87(%)
注1）2010年の宮城県における人口
注2）年齢（全体，男女）は，2009年の18歳～69歳までの各人口から算出．
注4）2010年の勤労者世帯の平均収入．
注5）2009年の15歳～69歳までの卒業者数から算出．
注3）収入の変数はカテゴリカルなものであるため，実数値化するために各収入カテゴリーの中央値を
　　 とり，その値から全体の平均を算出した．
宮城県データは、総務省統計局　『統計でみる都道府県のすがた2012』および『平成22年 国勢調査人口
等基本集計』より作成
両調査に回答した対象者
のデモグラフィックデータ
（Wave１の情報に準拠）
宮城県データ
年齢 カテゴリー（対18～69歳人口）
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3.2.2 変数の説明 
分析に使用した変数とその操作法は，表 3-2 にまとめたとおりである．従属変数は「一
般的信頼」であり，一般的信頼尺度（山岸 1998）から選出した 3 項目（Cronbach’s α=.85）
の平均を用いて変数を合成した． 
独立変数は，「地域信頼」，「地域活動活発度認知」，「地域内活動参加度」，「クラブ・サー
クル，ボランティア・市民活動への参加度」であった．これらの独立変数の項目は，内閣
府国民生活局が 2003 年と 2005 年に実施した「ソーシャル・キャピタル―豊かな人間関
係と市民活動の好循環を求めて」と「コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに
かんする研究」の 2 つの調査内で使用された，地域力の測定指標および世界銀行が開発し
た SC-IQ を参考に作成した．このうちの「地域信頼」3 項目は，従属変数である「一般的
信頼」3 項目との間に概念的な重複があることが懸念される．しかし，確認のための因子
分析を実施したところ，想定していたように 2 因子が抽出され，項目ごとの因子負荷量も
「一般的信頼」と「地域信頼」を構成するように分かれた．よって，この 2 つの概念に相
関関係はみられる（因子間相関: r=.59）ものの，重複する概念ではないことが示された（因
子分析結果は付表 3-1 参照）．また，「地域信頼57」，「地域活動活発度認知」，「地域内活動参
加度」，「クラブ・サークル，ボランティア・市民活動への参加度」の変数は，それぞれを
構成する項目の平均値をとり合成したものである． 
統制変数は，デモグラフィックなものとして「性別」，「年齢」，「居住年数」，「教育年数
（学歴を年数に変換）」，「2010 年の世帯収入（実数値化し対数変換）」を用いた．さらに震
災による影響を統制するため，被災の程度にかんする指標として「自宅被害程度」と「避
難所での宿泊経験」を使用した．そして援助にかんする指標として，震災後 1 ヶ月間に援
助を受けた人数を「近所の人」と「見知らぬ人」（それぞれ実数値化し対数変換）の 2 つに
区分して用いた．従属変数と独立変数については，Wave1 と Wave2 の二時点分のデータが
あるのに対して，統制変数は調査の制約上58Wave1 のデータだけしか採取することができ
ていない． 
「一般的信頼」，「地域信頼」，「地域活動活発度認知」，「地域内活動参加度」，「クラブ・
サークル，ボランティア・市民活動への参加度」にかんして Wave1 調査では，「2011 年 3
                                                   
57
 「地域信頼」の 3 項目の Cronbach’s α=.82 
58 注 54 に記したように Wave2 調査は資金的援助を受けておらず，調査経費は調査メンバ
ーが全て個人的にまかなった．そうした資金的な制約のため，調査対象者に多くの項目を
尋ねることができなかった． 
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月 11 日の震災発生以前のご意見をお知らせください」というリード文を強調したうえで回
顧的に聞いた．一方，Wave2 調査では，上述した変数を構成する項目は，現在の状態につ
いて聞いたものである．Wave1 のデータは，回顧による回答をもとにしているため，その
信頼性が危ぶまれる．これに関連して，リード文でも“震災前のいつの時点か”というこ
とについて，それを特に限定するような文言を入れていなかった．そのため，人により想
起する過去の時点が異なるという問題も起こり得る． 
けれども，意識項目への回答には常に個人差があり，回顧だからといって必ずしも信頼
性に欠けるわけではないし，現時点の回答であっても完全に信頼できるとも限らない．何
らかのイベントが起きた後に，内面にほとんど影響がない人もいれば，敏感に反応する人
もいる．一時点の調査では，そういったこと自体が区別不可能である．加えて，一時点の
調査では，個人内の要因を扱っているにもかかわらず，個人間の回答の分布からあたかも
そこに因果があるようなものとして
．．．．．．．．．．．．．
，恣意的な解釈をしてしまうという危険性もある．し
かしパネル・データを用いることで，従属変数に対して起こる個人特性の影響は統制可能
となる．また，回顧データに由来する回答の不安定さも個人特性の一部であるため，それ
を統制することで，問題を引き起こすことはなくなる．さらに「一般的信頼」と「地域信
頼」のように共変動する 2 つの変数のうち，どちらがどちらへと影響を与えているかにつ
いて，二時点の観察値から因果的影響
．．．．．
を検討できるため，結果を恣意的に解釈してしまう
こともない．このような利点を勘案したうえで，回顧データを含んだパネル・データの分
析をおこなった．なお，想起時点の違いについても「2011 年 3 月 11 日の震災発生以前の
ご意見」と尋ねたことにより，震災時点を基準とした，アンカリング効果（Tversky and 
Kahneman 1974）59が生じているはずである．そのため，想起時点に多少の誤差が生じてい
る可能性は否めないが，その幅は分析自体が意味をなさなくなるほど大きなものではない
と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
                                                   
59提示された特定の数値や情報が錨（アンカー）のように基準点となり，その基準に照ら
して物事の判断や意思決定がおこなわれるようになる認知バイアスのこと． 
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4 パネル・データを用いた分析 
4.1 一般的信頼と地域信頼の比較と 2 変数間の関連 
はじめに，「一般的信頼」と「地域信頼」の水準に Wave1 と Wave2 の時点間で変化がみ
られるか比較した．2 つの変数の時点間の水準を示したのが，表 3-3 である．「一般的信頼」，
「地域信頼」について同一時点内で比べてみると，Wave1 の「一般的信頼」の平均値は 2.60
（SD=0.64），「地域信頼」の平均値は 2.66（SD=0.68）であり，「地域信頼」の値の方が高
かった．Wave2 でも「一般的信頼」の平均値は 2.51（SD=0.72），「地域信頼」の平均値は
2.60（SD=0.70）となり，「地域信頼」の値が高かった．Wave1 と Wave2 の時点間で「一般
的信頼」と「地域信頼」を比較すると，Wave2 では「一般的信頼」と「地域信頼」の平均
値に低下がみられた60が，「地域信頼」が「一般的信頼」よりも高い値を示すという変数間
の関係には変化がなかった．これについて「地域信頼」から「一般的信頼」が生成される
のであれば，「一般的信頼」の水準は「地域信頼」の程度に付随するため，「一般的信頼」
が「地域信頼」より低い値を示しても不自然ではない．同じように 2 変数の関係が時間を
経ても変化していないことも，「地域信頼」をもとに「一般的信頼」が生み出されるとの仮
説を支持しているといえるだろう． 
また，他の変数や変数を構成している項目にかんする時点間の記述統計結果についてみ
たところ，「地域活動活発度認知」は Wave2 において Wave1 より大きく低下していた．こ
れは震災後のイベント自粛を受けたものだろう．その反面，「地域活動への参加度」と「ク
ラブ・サークル，ボランティア・市民活動への参加度」は Wave2 において上昇していた． 
この結果については，地域コミュニティ内部の結びつきを促進するような呼びかけが，震
災後に盛んになされたことによるものであると考えられる． 
 
 
                                                   
60 「解き放ち理論」では，社会への適応の末に獲得される「一般的信頼」が安定的な特性
であるとされている．そのため，Wave1 から Wave2 にかけて「地域信頼」と「一般的信
頼」が低下したことについては，疑問が生じる．このことは信頼概念の根本にかかわるた
め，場を改めて検証をする必要があるだろう．なお，こうした現象が生じた背景要因とし
て考えられる事柄の 1 つに，Wave1 のデータが震災から 6 か月後に採取されたものである
ということがある．震災発生からこの期間にかけては，様々なメディアで助け合いの重要
性やボランティア活動のエピソードが頻繁に取り上げられていた．その影響を受けて「規
範活性化（Schwartz 1977）」が生じ，“他人を信頼すべきである”という規範が一時的に
強化されたことにより，「一般的信頼」が上昇したのだと考えられる．このような仮定にも
とづくと，ここでの結果は「一般的信頼」が低下したのではなく，従来の水準に戻ったと
解釈するのが適切であるかもしれない． 
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つづいて，二時点間での「一般的信頼」と「地域信頼」の変化についてクロス集計表を
作成し，大まかな変数間の関連をみることにした（表 3-4）．ここでの各変数のカテゴリー
は，Wave1 から Wave2 へと移行する間に「一般的信頼」と「地域信頼」の値がそれぞれ「減
少」したか，「変化なし」か，それとも「増加」したかという 3 つである．「一般的信頼」
で最も多く観察されたカテゴリーは「変化なし」であり，全体の約 38%にあたる 278 名が
これに該当した．一方，「地域信頼」では「減少」に該当する者が 287 名と最も多く，全体
の約 39%を占めていた．そして，2 変数とも「増加」に該当する者が最も少ない点は共通
していた．なお，全体的な傾向として，一般的信頼:「減少」，地域信頼:「減少」のように，
表中の対角に位置するカテゴリーに属する者の割合が他に比べて多かった．ここから「一
般的信頼」と「地域信頼」が互いに関連していることがわかる（χ2 検定の結果も有意であ
り，これを支持するものであった）． 
 
 
 
M SD ｎ M SD ｎ
　一般的信頼（3項目平均） 2.60 0.64 1000 2.51 0.72 738
私は人を信頼するほうである 2.74 0.77 1000 2.60 0.83 738
ほとんどの人は信頼できる 2.46 0.78 1000 2.38 0.84 738
ほとんどの人は基本的に善良で親切である 2.61 0.74 1000 2.55 0.76 738
地域信頼（3項目平均） 2.66 0.68 1000 2.60 0.70 738
私の住んでいる地域に愛着を感じる 2.88 0.80 1000 2.67 0.84 738
私の住んでいる地域の人々は気軽にあいさつし合う 2.63 0.80 1000 2.61 0.80 738
私の住んでいる地域の人々は信頼できる 2.62 0.70 1000 2.50 0.75 738
地域活動活発度認知（3項目平均） 1.99 0.88 782 1.59 0.91 639
防犯や防災のための見回り活動 2.00 1.02 831 1.48 1.06 652
スポーツ大会，バーベキュー大会，芋煮会などの交流行事 1.92 0.98 840 1.53 1.05 665
祭り，盆踊り，どんと焼きなどの伝統行事 2.20 1.02 884 1.75 1.09 690
地域内活動への参加度（2項目平均） 1.74 0.88 1000 1.76 0.87 738
自治会・町内会の会合や清掃・資源回収などの活動への参加 1.91 1.06 1000 1.92 1.03 738
PTA・子供会や青年団（婦人会，老人会），消防団，講などへの参加 1.56 0.90 1000 1.61 0.89 738
クラブ・サークル,ボランティア・市民活動への参加度（2項目平均） 1.32 0.62 1000 1.48 0.73 738
スポーツ，芸術・文化，趣味・娯楽，生涯学習のための団体への参加 1.34 0.71 1000 1.63 0.99 738
ボランティア，NPO，市民活動への参加 1.30 0.67 1000 1.34 0.71 738
変数名/各項目内容
Wave1 Wave2
※「地域活動活発度認知」の項目群にのみ回答に「わからない」が設置されており，ｎの値に違いがある．
 　また，「地域活動活発度認知」は欠損のない回答のみで合成した．
減少 変化なし 増加
減少 151 (52.61) 83 (28.92) 53 (18.47) 287
変化なし 55 (21.91) 141 (56.18) 55 (21.91) 251
増加 62 (31.00) 55 (27.50) 83 (41.50) 200
計 268 (36.31) 251 (34.01) 200 (27.10) 738
（行 %）
一般的信頼
計
地
域
信
頼
χ 2（4）= 97.38   p < .001
表 3-3 各変数および項目の二時点間での変化についての記述統計結果 
表 3-4 一般的信頼と地域信頼の変化の関連 
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4.2 固定効果モデルとランダム効果モデルによる分析 
クロス集計表からは，「一般的信頼」と「地域信頼」の関連性が示唆された．また，「一
般的信頼」の水準よりも「地域信頼」の水準が高かったことも仮説と反する結果ではなか
った．しかし，こうした単純な分析をもって，「地域信頼」が「一般的信頼」を生成すると
いう仮説を十分に検証できたとはいえない．そのため，次に他の要因を統制したうえでも
仮説を支持するような結果が得られるのか，多変量解析を用いて検討することにした． 
まずパネル・データの分析法としてポピュラーな手法である，固定効果モデルとランダ
ム効果モデルを用いて，「地域信頼」と「一般的信頼」の関係を検討した．分析に使用した
変数と各モデルの概略は，以下に述べるとおりである．ここでは一般的信頼の生成要因と
して，どういった変数が効果を持つのか検討することが目的となっていた．よって従属変
数は「一般的信頼」とした． 
今回の分析における独立変数はいくつか存在しているが，その中で「地域信頼が一般的
信頼を生成する」という仮説を検証するための主たる変数となるのが，「地域信頼」である．
また，「地域信頼」を含めた地域への感情的な紐帯についての研究は，環境心理学の分野に
おいてかなりの蓄積がある．それら既往研究を取りまとめた Brown et al.（2003, 2004）は，
近隣との日常的な接触が地域への感情に影響を及ぼすと述べている．同じように，地域内
の社会的なつながりを強く感じることにより，地域との心理的なつながりをさらに強める
ことも指摘されており（Hummon 1992; Payton et al 2005），そうした地域関係の認知的側面
および実際の活動状況が「地域信頼」や「一般的信頼」にも影響すると考えられる．この
ような要因を考慮するため，祭りなどの地域行事がどのくらい活発に催されているのかに
ついての認知変数として，「地域活動活発度認知」を作成した．また，実際に地域の活動に
どの程度参加しているのかを表す変数として，「地域内活動参加度」を作成した．他方で西
出（2004）では，人間関係が限定的ではない NPO やボランティア，クラブ・サークル活動
が一般的信頼の生成に肝要であるとしている．これらの知見は，本章の検討事項において
対立仮説となっている山岸の「解き放ち理論」を支持するものであると考えられる．よっ
て，信頼生成過程についての仮説間比較を可能にするため，「クラブ・サークル活動参加度」
という変数もモデルに投入することにした．さらに，本研究では震災前後の（一般的/地域）
信頼についてのデータを扱っている．その信頼に影響する要因として，どのような人々か
ら援助行動を受けたかということが考えられる．このことについて検討するための変数と
して，震災後 1 か月の間に「援助を受けた見知らぬ人の人数（log）」と「援助を受けた近
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所の人の人数（log）」を分析に用いた．統制変数はデモグラフィックなものとして，「性別」，
「年齢」，「居住期間」，「世帯収入」，「教育年数」を用いた．「居住期間」という変数は，「年
齢」と「居住年数」の間に高い相関が生じていたため，その問題の解消のため「居住年数」
を「年齢」で除して作成したものである．上記に加えて，震災被害の影響を統制するため，
「自宅被害程度」と「避難所生活」の有無を使用した． 
上述の変数を投入した固定効果モデルとランダム効果モデルの結果は，表 3-5 のとおり
である61．結果について触れる前に，まず各モデルの特性について簡単に説明したい．パ
ネル・データ分析では，それぞれの個体についての複数時点における観測値を扱うことが
できる．そして，その特性を利用することで，個体間では観測不能な性格などといった個
体特性の影響を統制することが可能となる．固定効果モデルは，そのような時点によって
変化しない個体に固有な条件を，1 つの確定的な要素と考えて個体のダミー変数へと置き
換えることにより，各人が持つ固有の効果の影響を統制するというモデルである．一方の
ランダム効果モデルでは，個体のダミー変数を導入した固定効果モデルとは異なり，個体
特性をランダムに分布する確率変数と考えて効果を推定する．固定効果モデルでは，強固
な前提条件を置かず適用範囲が広い．その反面，固有の効果をダミー変数として用いるた
め，データのサイズが大きくなると推定すべきパラメータが増えることで自由度が下がり，
検出力が低下する問題がある62．これに対してランダム効果モデルは検出力の問題が生じ
ず，検定結果が保守的になる．そのため，結果に対する信頼性が高いものの，前提条件と
して独立変数と攪乱項に相関がないことを置いている．よって，データがその前提を満た
していない場合，適切な結果を得ることができない可能性がある． 
                                                   
61
 Wave1 の「年収」や Wave1，2 の「地域活動活発度認知」の変数には，「わからない」と
いう回答を設定していたため，データに欠損が生じている．そのため完全回答であった，
557 名のデータがここでの分析に使用された． 
62 この問題はそれぞれの個体（i）の特性（Ziとする）を，ダミー変数（Diとする）とし
て用いる際に生じる．ここで，全てをダミー変数とした場合の推定式は Yit＝a＋bXit＋d1D1
＋d2D2＋d3D3＋…＋uit となり，個体の数だけダミー変数があることがわかる．こうした多
数のダミー変数の存在は自由度の低下を招く．ただし，表 3-5 で示した統計ソフト Stata
による固定効果モデルの推定では，各変数を個体ごとの平均からの差と定義して推定する
という，「グループ内変動モデル（Within Estimator Model）」という方法が用いられてい
る．式の展開は割愛するが，そこでの最終的な推定式は Yit－?̅?i＝a＋b（Xit－?̅?i）＋（uit
－?̅?i）というものになる（Wooldridge 2008）．いずれの手法でも推定量は変わらないが，
グループ内変動モデルを用いた固定効果モデルでは個々のダミー変数全てが投入されるの
ではないため，問題となるような自由度の低下は生じない．そのため，表 3-5 でおこなっ
た固定効果モデルとランダム効果モデルの比較は，ランダム効果モデルにおいて内生性の
問題が生じていないかということに焦点が当てられたものとなっている．なお，ここでの
一連の手法は，北村（2005）や松浦（2010）によって推奨されている． 
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このように 2 つのモデルには，それぞれ長所・短所がある．よって，はじめに与えられ
たデータに対して適切な推定方法が用いられているかどうかを検証することが必要となる．
このような場合，手元にあるデータをどちらの手法で分析するのが望ましいかは，データ
自体に決めさせるというのが正当な考え方であるとされている（北村 2005）．そこで，固
定効果モデルとランダム効果モデルの結果を特定化するのに一般的に用いられる Hausman
検定をおこない，どちらのモデルの結果を解釈すべきか確認した．すると，χ2(6)=30.31, p 
<.001 という値が示され，固定効果モデルにおける結果が採択された．また，時点間で従
属変数の分散が異なる可能性を考慮して誤差の分散共分散の構造を確認したが，時点間の
分散共分散構造が同じであるという仮定のもとで得られた対数尤度が最も当てはまりが良
いことが示された（LL=-1048.462）．そのため，分析データの誤差の共分散には特に操作を
加えなかった．以上から，以降では固定効果モデルの結果について述べることとする．な
お固定効果モデルでは変化のない変数の効果は推定できないため，一部のデモグラフィッ
ク変数や，援助を受けた人の効果を知ることはできないことをここに記しておく． 
投入した変数のうち，「一般的信頼」に対して有意な効果を持っていたのは，「年齢」と
「地域信頼」の 2 つのみであった．「年齢」は統制変数として投入したものであるが，負の
値となっており若い者ほど一般的信頼が高くなるという関係を示した．このような関係は，
横断データを用いての分析をおこなった三宅（1998），山岸（1999）および第 2 章で示され
た都市部データの高齢者ほど高い一般的信頼を持つという結果と反対のものであった．そ
して「地域信頼」は，独立変数として投入した変数の中で唯一有意になり，正の効果を示
した．これは，「地域信頼が高い者ほど一般的信頼の水準は高くなり，地域信頼が低い者は
一般的信頼の水準が低い」という仮説を支持する結果であった．次にモデルの決定係数を
みた．ここでの分析はパネル・データを用いた個人内の変化を観察するものであるため，
R
2（郡内）を参照したところ，R2=.216 と一定の説明力があることを表す値となっていた．
よって，ここでの固定効果モデルから，一般的信頼の生成要因がある程度特定されたと考
えられる． 
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B B
 切片 4.757 ** 0.718 ***
  性別（男=0, 女=1） 0.089
 年齢 -0.095 * -0.002
  居住期間（居住年数/年齢） -2.387 -0.020
  世帯収入（log） 0.016
  教育年数 0.012
  自宅被害程度 0.018
  避難所生活 （経験無=0, 経験有=1） -0.014
  地域内活動参加度 -0.038 0.017
  クラブ・サークル活動参加度 0.013 0.004
  地域活動活発度認知 -0.037 -0.025
  援助を受けた見知らぬ人の人数（log） -0.001
  援助を受けた近所の人の人数 （log） 0.032
  地域信頼 0.408 *** 0.546 ***
.011 .358
.216 .377
.012 .199
 *ｐ<.05 **ｐ<.01 ***ｐ<.001
－
－
－
－
－
－
－
R
2（群間）
 Number of obs 1114
 Number of groups 557
R
2（全体）
R
2（郡内）
従属変数：一般的信頼
固定効果モデル ランダム効果モデル
 
 
 
4.3 構造法的式モデルによる因果関係の検討 
固定効果モデルによるパネル・データ分析の結果からは，「地域信頼」が「一般的信頼」
の生成に深く関連していることが示唆された．しかし，従属変数とした中で「地域活動活
発度認知」をはじめとする地域に関連する変数や，「一般的信頼」の生成に関係があると思
われた，「クラブ・サークル活動参加度」などには有意な効果がなかった．これらにかんし
ては，「地域信頼」に効果が媒介されたことによる影響が考えられる．ただし，これは前出
の Brown et al（2003, 2004）などの研究における知見を仮定した際の話であり，「地域内活
動参加度」や「地域活動活発度認知」といった変数が，そもそも何の効果を持っていない
という可能性も否定できない．その場合，「一般的信頼」を生成する「地域信頼」はどのよ
うに生み出されるのかというように，議論が堂々巡りに陥ってしまう恐れがある．また，
先ほどのモデルに用いた「一般的信頼」と「地域信頼」は同時に測定された変数である．
そのため，「一般的信頼」から「地域信頼」が生み出されるという，仮定とは逆方向の因果
表 3-5 固定効果モデルとランダム効果モデルによる「一般的信頼」の生成要因の検討 
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関係が存在している可能性もある．このように「一般的信頼」が「地域信頼」から生成さ
れる過程については，因果関係をさらに詳しく検討する必要がある． 
そこで次に，構造方程式モデルを用いた時点間の縦断的モデルを作成し，どのような因
果関係が生じているのかを検討した．なお，ここでの主な目的は，仮説の検証というより
も固定効果モデルで確認できなかった従属変数間（および独立変数）の因果関係を探るこ
とである．そのため分析は探索的におこなった．また，探索的なデータ分析をおこなうう
えでなるべくモデルを簡潔にするため，変数も二時点分のデータを測定できた「一般的信
頼」，「地域信頼」，「地域活動活発度認知」，「地域内活動参加度」，「クラブ・サークル活動
参加度」に該当する項目のみを用いた．これらのうち「地域活動参加度」と「クラブ・サ
ークル活動参加度」は，因子を構成していると考えられる観測変数がそれぞれ 2 項目ずつ
ある．しかし，2 項目で因子を形成する潜在変数を作成した場合，モデルが識別されない
可能性があり，豊田（1998）では 3 つ以上の観測変数の使用が推奨されている．そのため
今回の分析では，「地域活動参加度」と「クラブ・サークル活動参加度」はそれぞれの潜在
変数に対応する 2 項目の平均値をとって観測変数とした後に，モデルに組み込んだ（分析
に使用した変数の独立モデルは，図 3-1 を参照）．これ以外の潜在変数は，それぞれ 3 つの
観測変数を用いて分析を実施した（潜在変数を構成する項目の詳細については前出の表 3-2，
3-3 を参照．また構造方程式モデルを実行した際の変数間の相関関係は表 3-6 に記した）． 
 
 
 
 
 
W1 一般的信頼 W2 一般的信頼
W1 地域信頼 W2 地域信頼
W1 地域活動
活発度認知
W2 地域活動
活発度認知
W1 クラブ・サー
クル活動参加度
W1 地域内活動
参加度
W2 地域内活動
参加度
W2 クラブ・サー
クル活動参加度
Wave1（震災前の意識） Wave2（震災から1年3か月後の意識）
図 3-1 分析に使用した変数の独立モデル 
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「一般的信頼」および「地域信頼」の生成過程を検討するため，初期モデルとして Wave1
の各変数を独立変数，Wave2 の各変数を従属変数とした飽和モデルを設定した．このとき，
各独立変数から全ての従属変数への影響を仮定し，それぞれの時点内では「地域活動活発
度認知」から「地域信頼」，「地域信頼」から「一般的信頼」への影響を仮定した．さらに
ここでは 2 種類の信頼の間での双方向の因果も考慮し，「一般的信頼」から「地域信頼」に
も影響があると仮定した．また「地域内活動参加度」から「地域活動活発度認知」と「地
域信頼」への影響，「クラブ・サークル活動参加度」から「一般的信頼」への影響も考慮し
た．「地域内活動参加度」と「クラブ・サークル活動参加度」は，Wave1，2 の時点内，時
点間ともに相関関係を仮定した．加えて，各変数の誤差には時点間での相関を仮定した．
そして分析をおこなう中で，有意でないパスや効果のなかった変数の削除，適合度の改善
に大きく寄与するパスの追加，潜在変数を構成する観測変数への等値制約63という修正を
加えてモデルを整理した．また，ここでの分析に使用したのは 611名分のデータであった64． 
最終的に得られたモデルの概略は，図 3-2 に示したとおりである（パス係数の表記や決
定係数を詳細に記した図は図 3-3）．このモデルにおける主な適合度指標は，χ2（169）= 
379.713, p <.001, SRMR=.042, RMSEA=.044（LO90=.038, HI90=.050, PCLOSE=.956） , 
CFI=.970, TLI=.964 であった．χ2 値はサンプルサイズが 611 と比較的多いため，有意な値と
なってしまった65が，それ以外の適合度指標はいずれもモデルがデータに十分適合してい
ることを示すものであった．適合モデルを概観すると，まず Wave1 の「一般的信頼」，「地
域信頼」，「地域活動活発度認知」は，それぞれに対応する Wave2 時点の変数にのみ有意な
正の効果を持っていたことがわかる．これは，過去意識が同一の現在意識を強く規定して
いた一方，異なる意識変数間の時点をまたいだ影響は考慮しなくてはならないほどの効果
を持たなかったことを表している． 
つづいて Wave1，2 時点における各「地域信頼」への効果をみると，それぞれ Wave1，2
の「地域活動活発度認知」が正の影響を与えていた．同じように，各時点の「地域活動活
発度認知」へは，それぞれの時点における「地域内活動参加度」が有意な正の効果を持っ
                                                   
63 Wave1，2 の「一般的信頼」，「地域信頼」，「地域活動活発度認知」を構成する項目に等
値制約を加えた．なお誤差に関しては，震災前後の状況変化を考慮すると大きな違いが生
じている可能性があるため，等値制約は設けなかった． 
64
 先の固定効果モデルよりもデータ数が多いのは，「わからない」という欠損値が多数発
生した「世帯収入」をモデルに投入しなかったことによるものである． 
65
 朝野ら（2007）では 500 以上のサンプルサイズの場合大抵のモデルが棄却されるため，
こうした場合には χ2値ではなく他の適合度指標を用いたモデルの検討を推奨している． 
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ていた．これは地域内の活動へ参加する頻度が高いほど，地域活動が活発な地域であるこ
とを認知しており，それにより居住地域に対する信頼が向上したことを表していると考え
られる．このことは Brown et al（2003, 2004），Hummon（1992）そして Payton et al（2005）
らの先行研究を支持するものであった．なお，Wave1 の「地域内活動参加度」は Wave1 の
「地域信頼」へも正の影響をおよぼしていたが，Wave2 ではその関係はみられなかった． 
また，Wave1 の「一般的信頼」へは，Wave1 の「地域信頼」からの一方向の正の影響の
みが有意な値となった．これに対して，Wave2 の「一般的信頼」と「地域信頼」の間には，
双方向の正の効果がみられた．ただし図 3-4 をみると，そこでのパスの係数は「地域信頼」
から「一般的信頼」へは β=.46 となっており，反対の「一般的信頼」から「地域信頼」の
場合は β=.33 であった．よって「地域信頼」が「一般的信頼」に対しておよぼす効果は，
それとは逆の関係から生じる効果よりも大きかったことがわかる．加えて Wave1 の「一般
的信頼」から Wave2 の「一般的信頼」への効果は β=.45 であったため，Wave2 の「一般的
信頼」に最も強く影響を与えていた変数は Wave2 の「地域信頼」であったことが示された．
Wave1 の「一般的信頼」は，Wave1 の「クラブ・サークル活動参加度」からも正の影響を
受けていた．だが，その効果は同じ時点の「地域信頼」よりも弱かった．さらに「クラブ・
サークル活動参加度」は，Wave2 ではどの変数へも有意な効果を持っておらず，適合度を
低下させていたため，モデルから削除した．以上のことから，一般的信頼を特に強く規定
する要因は「地域信頼」であることが明らかとなった．そして，その地域信頼に対して一
貫して影響していたのが，居住地域における地域活動がどのくらい活発かについての認識
である「地域活動活発度認知」であったこともわかった． 
 
  
W1 一般的信頼 W2 一般的信頼
W1 地域信頼 W2 地域信頼
W1 地域活動
活発度認知
W2 地域活動
活発度認知
W1 クラブ・サー
クル活動参加度
W1 地域内活動
参加度
W2 地域内活動
参加度
Wave2（震災から1年3か月後の意識）Wave1（震災前の意識）
図 3-2 信頼生成過程についての適合モデルの概略 
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5 第 3 章の結果についての考察 
本章では，東日本大震災前後の一般的信頼の変化についてパネル調査によるデータを分
析することで，いかなる要因が介在して信頼が生成されているのかというメカニズムを検
討した．既存の「解き放ち理論」では，見知らぬ人々との交流を重ねる中で，信頼性の見
極め能力とともに，一般的信頼が獲得されると論じられていた．一方「還元アプローチ」
では，良く知った間柄の人への信頼を般化し拡大することで一般的信頼を身につけるとい
う，この理論と対立する説明がなされていた．金澤（2008）では，このような「還元アプ
ローチ」を拡張する形で，地域という安定しつつも一部に不確実性の残る関係を基盤とし
て，一般的信頼が獲得される可能性を論じていた．本研究においても金澤や Putnam
（1993=2001, 2000=2006），そして先の第 2 章の結果をもとに，居住地域に対する信頼であ
る地域信頼が一般的信頼を生みだしているとの仮説を立てて検証をおこなった．本節では，
分析から得られた結果をもとに，上記の事柄について考察を加えていく． 
 
5.1 地域コミュニティを基盤とする一般的信頼の生成 
仮説の検討をするため，はじめに固定効果モデルによるパネル・データ分析をおこなっ
た．その結果，従属変数の「一般的信頼」に対して，独立変数として投入した変数の中で
唯一有意な効果がみられたのは「地域信頼」であった．また，ここで「地域信頼」は正の
効果を持っていたため，「地域信頼が高い者ほど一般的信頼の水準は高くなり，地域信頼が
低い者は一般的信頼の水準が低い」という仮説を支持するものであった．これに対して「解
き放ち理論」が支持されるのであれば，他者とかかわりを持つことに積極的なほど，「一般
的信頼」が高まるはずであった．しかし，「クラブ・サークル活動参加度」は固定効果モデ
ルにおいて，有意な効果を持っていなかった．これは，「解き放ち理論」の予測とは異なっ
ていた． 
それでは「地域信頼」以外の変数は，一般的信頼の生成に全く関連がなかったのかとい
うと，そうではない．次におこなった，構造方程式モデルによる分析では，「地域信頼」に
対して「地域活動参加度」や「地域活動活発度認知」が，直接/間接的な正の効果を持つこ
とが明らかとなった．これは，地域とのかかわりが深い人ほど，高水準の「地域信頼」を
有することを表していた．さらに，構造方程式モデルでも，固定効果モデル同様「地域信
頼」が「一般的信頼」に正の影響を与えており，「地域信頼」が高いほど，「一般的信頼」
も高くなるという関係を確認することができた．上述の関係は，異なる時点間の変数の間
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で共通する点が多く，普遍的な信頼生成の過程であることを示唆していると考えられる（時
点間で変数間の関係が異なる点もあった．これについては東日本大震災からの影響に考察
を加えた，5.2 項にて論じる）．また，この過程は，なじみの地域コミュニティにおける関
係を介して一般的信頼を身につけるという点において，「還元アプローチ」として提唱され
てきたプロセスと類似していた．ただし，Wave1 の「一般的信頼」へは「クラブ・サーク
ル活動参加度」が有意な正の効果を与えており，震災以前には「解き放ち理論」で論じら
れたような信頼生成過程も同時に存在していたことがうかがえる．このような分析結果に
ついて，見知った間柄の人々との（コミットメント）関係が一般的信頼を毀損する（山岸 
1998）のであれば，地域信頼から一般的信頼への影響は負になるのが妥当である．さらに
いうと，地域コミュニティを介した信頼生成と，見知らぬ人との関係をとおした信頼生成
という 2 つのプロセスが両立することもないはずである．しかし，実際にはそれは支持さ
れなかった．ここから地域コミュニティの関係に根ざした「還元アプローチ」的な過程と，
「解き放ち理論」が主張する開放的関係からの一般的信頼の生成過程は，互いに排他的で
はなく併存し補完し合う関係にあるということを示すものであるということが推察される． 
さらに，本研究および金澤（2008）では，①信頼する技術を訓練する場として，地域コ
ミュニティの関係のように限定的な不確実性を伴う人間関係があり，そこで他者を信頼す
る術の基礎を身につける，②見知らぬ人々と交流する過程をとおして，信頼性の見極め能
力に磨きをかけ一般的信頼を獲得する，という二段階の過程（複合型仮説）を想定してい
た．図 3-3 に表れた「地域内活動参加度」と「地域活動活発度認知」から「地域信頼」へ
の有意な直接/間接的な正の効果は，①の段階の存在を裏付けるものであると考えられる．
そして，「地域信頼」から「一般的信頼」への正の効果は①から②の過程へと移行していく
状態を捉えており，さらに（Wave1 時点の変数間だけにしか観察されなかったものの）「ク
ラブ・サークル活動参加度」から「一般的信頼」への正の効果は，②の段階が作動してい
ることを示していたといえるだろう．こうした結果は，「2.2 地域信頼と一般的信頼の生成
についての仮説」の項で論じた仮説を支持するとともに，第 2 章で明らかとなった村落部
における信頼生成過程とも適合的であった．よって本章の分析結果は，二段階の一般的信
頼生成過程が存在しており，地域コミュニティの関係を基盤として一般的信頼が生成され
ていることを示唆するものであったといえる． 
加えて特定の対象との関係に基礎を置きつつ，そこから信頼を拡充していくという過程
は，発達心理学における信頼生成理論とも整合的である．特に本研究が示した一般的信頼
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の生成過程と，Bowlby（1969）の「愛着理論」および，それをもとに Ainsworth（1973）
が発展させた「安全基地」の概念との間には類似した点がある．安全基地とは，幼児の社
会との相互作用をとおした行動の発展と，その過程で獲得される「基本的信頼（Erickson 
1950）」にかんする理論である．幼児は，生後 6 か月～2 歳頃までの間，幼児を養育し頻繁
に相互作用をおこなう大人に対して愛着を示す．そして，この時期に幼児は愛着の対象で
ある良く見知った大人を通じて未知の社会を探索し，再び愛着対象のもとへと戻るという
作業を繰り返す．そこで愛着の対象となる大人は安全な基地としての役割を担っており，
彼らとの関係の中で幼児は「自分は信頼される人物であり，他者は自分を支えてくれる」
という確信としての基本的信頼を身につけていくというのが理論の概要である．こうした
発達心理学の理論を参照すると，①段階目で措定した，人を信頼するための訓練の場とし
ての機能を持つ地域コミュニティとは，一般的信頼を身につけるうえで安全基地と同等の
役割を果たしているといえるのではないだろうか66．人間が他者，社会，そして個人内の
再構造化を，生涯を通じておこない発達していく存在（Vygotsky 1978）であるとするなら
ば，対象や行動，さらには信頼の種類が異なっていたとしても，その生成過程のパターン
に類似性があっても不自然なことではない．このことは，これまで基本的信頼などとは異
なるカテゴリーに属する信頼として扱われていた一般的信頼であっても，その生成過程に
発達的要因を内包している可能性を示している．このように発達的な観点においても，二
段階の信頼生成過程は示唆的な意味を含んでおり，本章の知見は進化と適応からの説明を
試みた山岸（1998）の議論に修正を加えるのみならず，心理学における古典的な信頼理論
との接点を提供するものであったと考えられる． 
なお，第 2 章で示した結果では，都市部においては「解き放ち理論」で想定された過程
のみが作動しているかのようであった．二段階の信頼生成過程が普遍的に存在するのであ
れば，なぜ都市部では「還元アプローチ」に該当する過程が観察されなかったのかという
疑問が生じる．けれども，前章では地域内の人間関係に重点を置いた変数がなかったため，
地域コミュニティを媒介した信頼生成過程を検討することができていなかった．したがっ
て，観測されていないだけで，実際には都市部でも地域の人間関係を媒介した二段階の信
頼生成過程が存在している可能性は残されている．Macy and Sato（2002）のコンピュータ・
シミュレーションの知見は，その可能性に対する裏付けとなるかもしれない．そこでは，
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 成人期にも安全基地の役割を果たす存在はあるとされている．ただし，その存在とは友
人，恋人，配偶者などの人物（e.g. 天貝 2001）であり，地域がその機能を担っていること
を明らかにした研究はない． 
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非協力者を見極める能力の獲得には，安定して相互作用がおこなわれる集団が必要である
ことが示されていた．そして，流動性の上昇に伴い機会費用が大きくなると，この見極め
能力を頼りに広い市場で相互作用をおこなうようになり，それに伴い見知らぬ他者への信
頼を発展させていくことが明らかにされていた．こうした知見は，都市部のように流動性
が高く機会費用が高い状況であったとしても，見極め能力を磨くための安定的な関係がな
くては一般的信頼が生成されないことを示唆しており，二段階の信頼生成過程を支持する
ものである．さらに辻・針原（2010）では，中学生の段階では身近な周囲の人々との関係
が一般的信頼の水準を規定しており，そこには都市部と村落部の間で違いがなかったこと
を明らかにしていた．そして，信頼生成過程に違いがみられるようになるのは，成人して
彼らを取り囲む人間関係に多様性が表れるようになってからであると推測をした．これら
の先行研究の議論に依拠すると，第 2 章の都市部では既に多くの人々が前述した過程の②
段階目に完全に移行していた一方，村落部では①から②の過程へと移行している途中の段
階にあったため，あたかも村落部にのみ二段階の信頼生成過程が存在しているかのように
みえたのだと考えられる．ただし，この議論を進展させるためには，地域内の人間関係に
重点を置いた分析をおこない，二段階の信頼生成過程の普遍性をより慎重に検討する必要
がある． 
 
5.2 東日本大震災と信頼生成過程の関連 
本章のデータ分析からは従来の知見と異なる結果が得られたり，調査時点によって変数
間の因果の関係に違いが生じていたりといった，特異な様相を呈する点がいくつか観察さ
れた．こうした結果が得られた大きな原因の 1 つとして，東日本大震災からの影響が考え
られる．このことについて本項では，人々の信頼生成過程へ東日本大震災がどのように作
用したのかを考察する． 
まず先行研究と異なる点としてあげられるのが，固定効果モデルにおける年齢の効果で
ある．本研究の分析結果は，一般的信頼に対して-0.095 という比較的効果は小さいものの
有意な値を示していたが，これは第 2 章の都市部で観察された高齢者ほど一般的信頼の水
準が高くなるという，三宅（1998）と山岸（1999）の知見を支持しなかった．先行研究の
データは個人間の横断データであり，一方，本研究が用いたのは個人内の変化を見る縦断
データであった．このように変数や分析手法の特性は，両者で全く異なるものであったこ
とが，結果の差異を生み出していたのだろう．したがって，異なる個人間（群間）では年
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齢が高くなるほど一般的信頼も高くなる傾向が観察されるが，本研究が着目した同一個人
（郡内）の震災前後の一般的信頼の変化にかんしては，高齢者ほど低下する傾向があった
ということが考えられる．そうであれば，こうした現象を考察するうえで，東日本大震災
直後の被災 3 県（岩手，宮城，福島）と関東（東京，神奈川）における各種の信頼につい
て調査した Hommerich（2012）の研究および，政府や制度への信頼と一般的信頼の関連を
議論した Levi（1996）の研究が有用な手掛かりとなる．Hommerich は 2011 年の 9 月に実
施した郵送調査の結果として，「何が起ころうとも自分の面倒をみてくれる制度があると思
う（Whatever happens, there will always be an institution that will look after me）」，「政府を信頼
している（I trust the governmental institutions）」といった項目への回答の平均値が，「40-64
歳」および「65 歳以上」という中・高齢者層で低かったと報告した67．また Levi は他者一
般への信頼が促進されるための条件として，人々に信賞必罰の原理を保証する制度への信
頼と制度を設立する政府への信頼性が高水準に保たれている必要があると主張した．これ
らを併せて考えると，Hommerich が報告したような中・高齢者層に顕著にみられた政府・
制度に対する不信感が，一般的信頼へも波及したことによって，今回のような年齢と一般
的信頼の間の負の関係を生じさせたのだと考えられる． 
 変数間の因果関係を探るためおこなった構造方程式モデルでは，Wave2 の変数において，
「クラブ・サークル活動参加度」はいずれの変数にも有意な影響を与えていなかった．ま
た Wave1 でみられた「地域内活動参加度」の「地域信頼」に対する有意な効果も消失して
いた．このような地域内活動やクラブ・サークル活動が信頼への効果を失った背景には，
震災後の自粛ムードに伴う活動の休止や延期，さらに避難や転居に伴う参加住民の減少が
考えられる．平時においては Putnam（2000=2006）が述べるように，地域内活動やクラブ・
サークル活動は地域内外の人々との交流の場となり，それが各種の信頼を生み出していた
と考えられる．しかし，震災後はそうした活動が減少ないし喪失したことで人々の交流の
場としての機能が十分に果たされず，信頼への直接効果が失われたのではないだろうか． 
さらに Wave2 の「一般的信頼」と「地域信頼」には双方向因果が生じていた．このよう
に両変数の間には双方に内生的な関係がみられたが，係数上は地域信頼から一般的信頼へ
の効果の方が強かった．この結果は地域信頼が一般的信頼を生みだし，一般的信頼がさら
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 Hommerich は，平常時は中高齢者層において制度や政府への信頼が高く出る傾向があり，
震災対応で不誠実な対応をした政府に大きく落胆した反動として，このような結果が得ら
れたと考察した． 
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に地域信頼を強化していることを表していると考えられる．それではなぜ，Wave1 ではみ
られなかった一般的信頼から地域信頼への効果が，Wave2 において観察されるようになっ
たのだろうか．その要因として，公的機関ならびに各種民間組織が地域ぐるみの防災対策
を訴えたこと（e.g. 中央防災会議 2012）や，人間関係の希薄化を指した「無縁社会（e.g. 橘
木 2010）」という言葉が震災後に話題となり，人々の間で地縁関係の重要性が意識される
ようになったことがあげられる．こうした出来事がきっかけとなり，信頼生成のメカニズ
ムに変動が起こり，「一般的信頼」から「地域信頼」へと向かう正の効果が生じたのだと推
察される．その変動とは，一般的な他者が信頼に値すると考えていた者が，地縁関係を重
視するべきという震災後の社会的な影響を受けたことで，地域内部に存在している他者は，
とりわけ信頼を置いても良い人々であると認識するようになったことであると考えられる．
さらに震災を境に信頼生成過程にこうした変動が生じていたのだとしたら，Wave1 におけ
る「地域信頼」が Wave2 における「一般的信頼」に有意な影響をおよぼさなかったことに
も説明がつく．震災が発生する以前の生活では，「地域信頼」を意識する機会はそれほど多
くはなかっただろう．しかし，震災後のマスメディアの報道などの影響から，人々は「地
域信頼」には（防災上）重要な意味があると気づき，頻繁に意識にのぼることが多くなっ
たものと思われる．それにより，震災後（Wave2）の「一般的信頼」の生成過程において
は，震災前（Wave1）の「地域信頼」ではなく，主に震災後の「地域信頼」が意識の俎上
に載せられることになったのだろう．その結果 Wave1 の「地域信頼」は，Wave2 の「一般
的信頼」に影響を与える要因でなくなってしまったのではないだろうか．このように信頼
生成の過程には，震災によって変化が生じていたようである．けれども，同一時点内の「地
域信頼」が「一般的信頼」へとつながるという基本構造は変化しておらず，本章で検証を
加えた信頼生成過程の枠組みが否定されるようなものではなかった． 
なお，こうした震災後の「一般的信頼」と「地域信頼」の間の相互強化的な関係は，コ
ミットメント関係を維持することに否定的な山岸（1998）の議論への反駁となり得るかも
しれない．地理的に自然災害の発生確率の高い日本では，それに対する適応の技術として，
コミットメント関係を通じた近隣との協力から一般的信頼を身につける術を獲得してきた
可能性を，以上の事例が示しているからである．このことは，自然災害という特異な現象
の発生という観点に立ったアプローチも，信頼生成過程を考えるうえで意義深い研究テー
マとなり得ることを示唆している． 
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6 第 3 章の結語 
本章のパネル調査を用いた継時データ分析および構造方程式モデルからは，居住地域へ
の信頼が一般的信頼の生成に大きく影響していることを示す結果が得られた．さらにそこ
では，金澤（2008）や第 2 章の村落部におけるプロセスと同じような，地域内の交流を基
礎とした二段階の信頼生成過程が作動していることを示唆する変数間の関係がみられた．
ここから，一般的信頼を涵養するうえではある程度地域へコミットすることが必要であり，
地域内の関係は，より不確実性の高い外部の関係へと進出するための基礎技術を身につけ
る場としての役割を果たしているのだと推察される．以上が，本章の知見である． 
 
 
付表 3-1 一般的信頼 3 項目と地域信頼 3 項目の因子分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第1因子 第2因子
地域信頼 一般的信頼
私は人を信頼するほうである .207 .569
ほとんどの人は信頼できる -.063 .997
ほとんどの人は基本的に善良で親切である .108 .724
私の住んでいる地域に愛着を感じる .695 -.034
私の住んでいる地域の人々は気軽にあいさつし合う .841 -.066
私の住んでいる地域の人々は信頼できる .800 .140
第1因子 ―
第2因子 .593 ―
因子間相関
最尤法　プロマックス回転
質問項目
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第 4 章 信頼と集団における秩序の維持 
 
 
第 3 章では，パネル・データを用いて東日本大震災前後の一般的信頼の変化と地域との
関わり方をみることで，一般的信頼の生成過程について検討した．その結果からは，まず
地域の人々との交流から地域信頼を獲得（「還元アプローチ」）して，その後に見知らぬ人々
と関係を持つことで一般的信頼を身につけていく（「解き放ち理論」）という，二段階の信
頼生成過程が作動していることが示された．この知見は震災後のやや特殊な状況下で得ら
れたものであったが，一般的信頼の生成には地域へのコミットが重要であることを表して
いると考えられる．これは第 2 章における村落部の結果にあったように，見知らぬ人々と
関わりを持ちながら一般的信頼を高めていく過程で，既存の知人数が一定量必要であった
こととも関連しているだろう．このことから地域コミュニティのような中間集団における
固定的な人間関係は，一般的信頼の下地を提供する重要な役割を果たしていると推察され
る．そこで本章では，中間集団，特に地域コミュニティがどのように信頼の下地を提供し
ているのかについての議論をおこなう． 
 
1 継続的な関係における信頼の機能 
一般的信頼が地域コミュニティのような密な人間関係を持った中間集団を基礎として生
成されるのだとしたら，そこには山岸（1998）の一般的信頼の理論体系との間に齟齬が生
じてしまうことになる．なぜならば，「解き放ち理論」は固定的・閉鎖的で濃密な人間関係
からは，一般的信頼が生成されることはないと主張した理論であり，同時にそうした関係
からの脱却を説く理論であるためである．山岸は一連の著作全てにおいて，人々は監視と
サンクションによってコントロールされた「安心社会」から離脱し，個人が積極的にリス
クを請け負いつつも利益を上げることを志向する「信頼社会」へと移行するべき68である
との主張を貫いている（山岸 1998, 1999, 2002, 2008, 2010）．国際化や流動化に伴い日本の
社会状況は変化してきており，閉鎖的な関係に埋没していては有益な機会を見過ごしてし
まいかねない．高い一般的信頼を身につけた人々は，そうした閉鎖的関係を脱して利益を
追求することが可能であり，機会コストの高い状況に適応的である．そして，一般的信頼
                                                   
68 極端な例として固定的な（コミットメント）関係に婚姻関係をあげ，機会コストが高い
状況では，即座に婚姻を解消して新たな相手を探索することを推奨する記述もみられる（山
岸 1998: 195-96）． 
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をもとに関係を拡大していくことで，より信頼を強化できるという高信頼の利点が，上記
の著作の中では再三にわたり説明されている．こうした山岸の主張において，伝統的な地
域コミュニティとは閉鎖的な安心社会の象徴であり，高い信頼を獲得することによって早
期に離れなくてはならない対象として扱われている． 
けれども日常生活を振り返ってみると，近所づき合いなどをはじめとする地域コミュニ
ティの人間関係が常態的な利得や効用をもたらさないからといって，一方的にそうした関
係を断つことは容易ではない．山岸はそのことを日本特有の“しがらみ”とみなし，それに
ついて「針千本マシン」や「やくざ型コミットメント」，「関係の呪縛」といった否定的な
イメージを想起させる用語を介して解説することで，負の側面を過剰に強調してきた．確
かに Fukuyama（1995=1996）や Uslaner（2008）でも，過度な家族主義による信頼の阻害や，
内集団ひいきによって引き起こされる腐敗の問題が指摘されており，そこには山岸の主張
と類似する点も見受けられる．だが，彼らは継続的な関係へコミットすること自体を悪と
は考えておらず，むしろそうした関係性の肯定的な側面の方を評価している点で山岸とは
決定的に異なっている．また，人々が信頼を獲得することで密な人間関係に関与する代替
として，関係の薄い者たちとつき合うことができたとしても，そこでの関係が常に己の利
益につながるとは限らない．そこには関係する相手の裏切りによる，潜在的なリスクが存
在しているためである．山岸は，高信頼を裏打ちする高い見極め能力によって，裏切りの
リスクを回避できると述べているが，高信頼者の見知らぬ相手に対する見極めの精度は
55％程度であり，他の中・低信頼者に比べて 10％程度高いに過ぎない（山岸 1998）．同じ
く，高信頼者が見知らぬ取引相手の行動予測で最も高い的中率を示した菊地・渡邊・山岸
（1997）実験でも，69％とその正確性は 7 割に満たない．この程度の精度では，非協力者
を協力者と見誤ることによって搾取される可能性が，無視できない割合で伏在することに
なってしまう69． 
このように見極め能力を獲得してある程度の予測が可能であったとしても，依然として
30%ほどの確率で，見知らぬ他者が不確実性を有する存在でありつづけることになる．か
かる状況において，高信頼者は常に継続的なコミットメント関係から退出し
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
，
．
より良い相
．．．．．
                                                   
69
 関連して山岸および菊地らの実験で最も的中率の低かったのは，一貫して中程度の一般
的信頼を持つ被験者群であったことにも目を向けるべきである．見極め能力と共に一般的
信頼が向上するならば，中程度の一般的信頼を持つ被験者は，やはり中程度の精度の見極
め能力を有しているはずである．なお，中程度の信頼を持つ者の見極め精度が一貫して最
低であったことにかんして，菊地・渡邊・山岸（1997）や山岸（1998）では，必要とされ
る社会的知性が異なるためであるからと述べているだけで，詳しく考察してはいない． 
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手を求めて関係を切り換えていく
．．．．．．．．．．．．．．．
ような人々となり得るのだろうか70．さらに，実際には
緊密な地域コミュニティといった中間集団の人間関係は，非常時におけるセーフティネッ
トに類似した機能を持つことが示されており（今村ら 2010; 稲葉・藤原 2013; 石田 2011; 
Kawachi et al 2008=2008），全く益のないものとはいえない．それどころか，一般的信頼の
解き放ち機能によって地域コミュニティからの離脱が促進されるのであれば，それは地域
に荒廃の危険性をもたらす恐れもある（Putmam 2000=2006）．そうした地域コミュニティ
では，人々が高い一般的を持ち自らの利益を追求する一方で，例えば犯罪率の増加（高木
ら 2010）や教育程度の低下（Coleman 1990=2004），さらには災害発生時の復興・復旧の遅
れなどといった様々な不利益が生じてしまうかもしれない（Aldrich 2012）．このように，
一般的信頼の理論における解き放ち機能に過大な強勢を置くことにより，山岸は自らが議
論の出発点とした，「社会的ジレンマを乗り越えるために一般的信頼が必要である」という
テーゼと矛盾をきたすような主張をも展開してしまっていた． 
このことについて，本研究は地域コミュニティやその他特定集団への参加を常に是とす
るコミュニタリアニズムを主張するものではない．既存の閉鎖的な人間関係からの解放は，
自己選択の範囲の拡大を促し，個性を発揮する機会（Fischer 1982=2002 の「下位文化理論」）
や思いがけない利益をもたらす新たな出会い（Granovetter 1974=1998 の「弱い紐帯の強さ」）
を創出することにつながる．さらには，旧来的で閉鎖的なしがらみから生じる暗黙の身分
制度や固定的な社会的地位にも，民主的な変化をもたらすといった効果も期待できるだろ
う（福武 1959）．こうした構図は，社会関係資本論の「結束型社会関係資本（bonding social 
capital）」と「橋渡し型社会関係資本（bridging social capital）」の区分（e.g. OECD 2001; Putnam 
1993=2001）および，社会ネットワーク理論における「Coleman レント71」と「Burt レント」
の関係（Kogut 2000）と非常に類似した様相を呈している． 
社会関係資本論の「結束型社会関係資本」とは，同質で親密な者同士の（個別的）信頼
                                                   
70
 この点については第 2 章でも考察したように，いざという時に手助けをしてくれる継続
的な関係をある程度維持しつつ，それを原資として関係を拡張することの方がリスクヘッ
ジの観点（e.g. Copeland and Weston 1988）ならびに「絶対的リスク回避減少仮説（Pratt 1964； 
1971）」からして，より合理的である． 
71
 レント（rent）とは平均的な利潤を超えた超過利潤であり，企業を特定の産業に参入さ
せる，または労働者に特定の職を負わせるのに必要な最低限の収益を超えて発生した差額
を指す（Tollison 1982）．また，生産者ないし労働者がある産業や職から退出させないため
に必要な最小限の額を上回る超過所得のことを，準レント（quasi-rent）としてレントと区
別している．一方，Kogut（2000）の「Coleman レント」「Burt レント」は，性質の異なる
対人関係や社会ネットワークから発生する独自の利益のことを指しているだけであり，経
済学におけるレントの定義とは必ずしも一致しない． 
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や互酬性規範，結束のことを指し，関係者内部に利益をもたらす資源である．他方の「橋
渡し型社会関係資本」とは異質な者同士の結びつきから生まれる，多様なネットワーク，
（一般的）信頼，寛容な態度であり，社会の潤滑油的な役割を果たす資源である．また，
社会ネットワーク理論の「Coleman レント」とは，固定的な成員の間で繰り返される交流
が相互依存関係を深めることにより生じる利益を指す．規律や秩序の維持，暗黙知による
様々なノウハウの共有と蓄積，協調行動による効率的で深い学習効果といったものは，そ
の一例である．対する「Burt レント」とは，異質的な人々や集団の間にある情報の流れの
断絶（=「構造的空隙」Burt 1995=2006）を，開放的なネットワークを構築して埋めること
で得られる利益であり，例えば Granovetter（1974=1998）の「弱い紐帯の強さ」による利
益は，この Burt レントに該当する． 
ここで重要なのは，こうした理論の中で述べられている固定的/解放的な関係には，それ
ぞれ一長一短があり，一概にどちらの関係性が優れているというものではないということ
である．さらに，現在では異なる人間関係の特性を互いに生かし補い合うことによって，
より多くの利益を社会にもたらすことに議論の焦点が向けられるようになってきている
（e.g. 稲葉ら 2010）．この点において「解き放ち理論」は，開放的な関係における一般的
信頼の利点を述べるのみであり，それをもって長期に渡る固定的な関係を意図的に低く評
価する傾向があった．加えて「解き放ち理論」では，高信頼者はそういったコミットメン
ト関係からはすぐに離脱してしまうという前提が暗黙の裡に設定されており，高信頼者が
コミットメント関係にとどまるケースについては，考慮されていなかった．個人レベルの
ミクロ的な観点からすれば，高信頼者が地域コミュニティのような特定のコミットメント
関係にとどまることは，機会コストがかさむ無駄なものでしかないかもしれない．しかし
先の例のように，よりマクロな視点でみた場合，高信頼者が地域コミュニティとの間に接
点を持ちつづけることで，社会全体に利益が還元される可能性がある．そうした関係によ
って，社会を構成する人々の協調行動が促進されるのであれば，それも「信頼社会
．．．．
」の 1
つの形態であると考えられる．これは，山岸が「信頼」と「安心」として区別した概念が，
現実場面においては対立するものではなく両立することをも意味している．こうした側面
を無視して，高信頼者が簡単に既存の関係を断ち切れないことを，古い因習に囚われた“し
がらみ”と批判しているだけでは，これ以上信頼理論が発展する余地はないだろう． 
さらには“しがらみ”が深く根を張る現況（e.g. 丸山 1961; 中根 1968）を容易に変えら
れ（または，変わら）ないのであれば，高信頼がコミットメント関係からも生じる可能性
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や，高信頼者が地域コミュニティの内部にとどまる意義を検討することこそが，今後の理
論的進展のために重要ではないだろうか．それは前章までで明らかになった，地域へコミ
ットすることで信頼が生み出される過程を理解するうえでも意義を持つ．また，この作業
をおこなうことで，開放的関係に重点を置き継続的で固定的な関係をひたすら否定的に捉
えていた従来の一般的信頼理論を，社会の実情に合わせて柔軟にリファインできるように
なる．それによって「結束型社会関係資本」と「橋渡し型社会関係資本」（または「Coleman
レント」「Burt レント」）という，対照的な特性を有する概念間のつながりを，有機的に説
明することが可能となるかもしれない．そこで継続的な関係における高信頼の機能につい
て，これまでの議論を踏襲しつつ新たな側面を検討していくことにしたい． 
 
2 高信頼とサンクション 
これまで日本では，長期的な社会関係を前提とした制度によって社会が構成されており，
そこでは人々との継続的な関係が利益をもたらすといわれてきた（e.g. 荒井 2006; 
Fukuyama 1995=1996; 八代 1997）．これについて山岸（1998: 198-200）は，日本社会にお
ける長期的関係というのは，罰則が前提となり継続的な内部関係の結束が維持されること
で社会的不確実性が低減される，「やくざ型コミットメント」であるとしていた．流動化の
進んだ社会において，継続的関係にとどまることは機会コストの増大につながり，損失が
大きくなる恐れがある．そのため，高い一般的信頼を獲得して早々に継続的関係を離脱す
ることが適応的であり，そうした「信頼社会」へと移行すべきというのが山岸の主張であ
ることは，再三にわたり述べてきた． 
しかしながら，どのようにすれば信頼を獲得することが可能となり，「信頼社会」へと移
行することができるのかという肝心の事柄が「解き放ち理論」の体系において述べられて
いないことも，ここまでで述べてきたとおりである．これについて，本研究では前章まで
に，地域における継続的な関係へコミットすることで情報依存的信頼の一種である「地域
信頼」を獲得し，そこから出立して一般的信頼が構築されていく二段階の過程があること
を提示した．その結果は，金澤（2008）の知見にあった「複合型仮説」を支持するもので
あった．複合型仮説とは，①（地域組織等の）親密な関係へ参入することで，身近な者へ
の「条件付き信頼」と他者を信頼する技術の基礎を身につける．②しかる後，第二段階で
は第一段階で獲得した信頼の技術を利用して，見知らぬ人々と関係の中で他者一般への信
頼を高めるという「解き放ち理論」に沿った形で信頼が生成される，というものであった．
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この仮説について本研究では，（Putnam 2000=2006: 159）の記述を援用しながら，互酬的な
規範の中でなじみの薄い他者に対する信頼やつき合い方の技術を学んでいくと措定した．
Coleman（1990=2004）によると，そうした互酬性規範が維持されるためには，人々が相手
を協力者であるとみなす性向に加えて，フリーライドを処罰する適切な監視とサンクショ
ンのシステムが構築されている必要があるという．また，Putnam は規範の維持のためには
薄い（=一般的）信頼が必要であると主張しており，それは次のような記述からもみて取
れる． 
 
他者を信頼する人々はオールラウンドな良き市民であり，コミュニティ生活に
．．．．．．．．．
より参加している者はより信頼し
．．．．．．．．．．．．．．．
，
．
また信頼に値する人間である
．．．．．．．．．．．．．
．逆から言うと，
市民参加の少ない者は自分が悪党に取り囲まれていると感じ，自信が誠実でなけ
ればならないことへの圧力をあまり感じない．（中略）これらすべての理由によ
って，米国の社会関係資本における過去数十年の傾向の重要な診断検査となるの
は，互酬性と社会的信頼性
．．．．．．．．．．
―親しく知っている人々の中での単なる厚い信頼で
はなく，匿名の他者に対する薄い信頼
．．．．．．．．．．．．．
―がいかに展開してきたかということで
ある（Putnam 2000: 137=2006: 160 強調は筆者によるもの）． 
 
地域コミュニティ，ひいてはその延長線上にある各種のコミュニティでは，互酬性は一
般的信頼や自身の信頼性により維持され，さらにそれらは当該の人物に評判を通じて適切
なサンクションが加えられることで保持される．それにより，（地域）コミュニティへの参
加者は他の参加者とのつき合いにおいて，手ひどい裏切りを受けることはなくなる．そこ
から人々のつながりや結束に対する信頼（地域信頼）を高めることが可能となり，こうし
て構築された継続的関係を元手にさらに活動の範囲を拡大できるようになる．これが前章
で述べた，Putnam，Coleman，金澤の知見と本研究における知見を組み合わせることによ
って導出された，地域コミュニティを通じた信頼生成過程の仮想的メカニズムである． 
この過程において高信頼者は，新しい人々と関係を築きあげていくかもしれない．そこ
では Rose（1984）が示したように，古い関係が新しい関係へと置き換えられることもある
だろう．だが，そうであったとしても，過去の関係が全て破棄されているとは限らない．
例えば，Killworth et al.（1990）の GSS（General Social Survey）の項目に対応した質問から
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推定された知人数72が，1,500～2,000 人にもおよんだことは，（山岸が高信頼社会とした）
アメリカでも長期にわたる継続的関係が維持されていることの証左であると考えられる．
日本についても，第 2 章で都市部と村落部の知人の種類と信頼の関連を検討した結果をみ
ると，高信頼者は積極的に人間関係を拡張する傾向があった．だが，それと同時に１年以
上にわたる継続的関係も有しており，高信頼者が人間関係を乗り換えていくタイプの人々
ばかりではないことが示されていた．このように，人数の多寡に差異はあるかもしれない
が，高信頼者でも継続的な関係を有していることは確実である．再び本研の例を用いるな
らば，居住地域における地域コミュニティなどは，典型的な長期的・継続的人間関係の場
であるといえよう．だが，そこで社会的に得るものが少なかったといって，高信頼者が他
地域へ入退去を繰り返すということは現実的ではなく，実際は誰しもが地域内での継続的
関係をある程度保有していることを考えれば，上記の事柄は理解可能である． 
以上を踏まえつつ，次に長期的・継続的関係における高信頼者の果たす役割を考えてみ
たい．既にあげたように，Putnam（2000=2006）は，（地域における）長期的・継続的関係
を良好に維持するための要因として，成員同士の（薄い）高信頼が互酬性の規範を維持す
るうえで必要であると述べていた．さらに，Coleman（1990=2004）は互酬性規範の維持の
ためには監視とサンクション73のシステムが機能しなくてはならないとしていた74．ここで
両者の主張に共通するのは，良好な継続的関係の中にある成員の間には互酬性の規範が築
き上げられているという点である．一方で主張に差異がみられる点としては，そうした互
酬性の規範が高信頼により維持されるか，それとも監視とサンクションによって維持され
るのかというところにある．しかしながら，彼らの主張における「高信頼」と「監視とサ
ンクション」は実際のところ大きな相違はない．Putnam は「高信頼」が果たす個々の機能
については詳細を語らず，それらを総体的な“高信頼”という概念へと落とし込んでいた．
これに対して，Coleman は“高信頼”な地域に暮らす人々の行為のうち，「監視とサンクショ
ン」という機能に特に焦点を当てて，その有効性（例えば子供の学校からのドロップアウ
トを未然に防ぐ）を論じていた．このことはすなわち， Coleman は「監視とサンクション」
                                                   
72
 「誰にならば大切な事柄を相談できますか（With whom can you discuss important matters?）」
などといった質問に該当する人の名前を無制限に回答させることで推定． 
73
 同じく Fehr and Schmidt（1999）では，人間をホモ・レシプロカント（homo-reciprocants:
互酬人）と捉えており，互酬性の観点からサンクション行動の必要性を説明している． 
74
 Fehr and Gächter（2002）でも，サンクショニングシステムの存在が互州的な協力行動を
促進することが実験により示されており，コストを払っても集団のために逸脱者を処断す
る利他的罰の重要性が説かれている． 
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を「高信頼」が発揮する機能として捉えていたことを意味する．そして，両者は概念（高
信頼）か機能（監視とサンクション）かという違いはあれども，本質的には同じ事象を指
しているということがわかる．換言すると，Putnam は抽象的に“何らかの機能”を果たす高
信頼を重視しており，一方で Coleman は高信頼の重要性を訴える中で，より具体的に「監
視とサンクション」に着目していたということになる．つまり，アプローチの仕方がマク
ロ的かそれともミクロ的なものであるかという点を除き，規範を維持するという意味にお
いて高信頼が重要であるという主張は，互いに共通していると解釈できるのである．こう
した両者の主張を接合させるとすると，高信頼者が監視とサンクションをおこなう
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことで，
互酬性規範を維持しているというように考えることができる．ここから，人々の継続的関
係が構築されている地域コミュニティにおいて，高信頼者が監視とサンクションをおこな
うことで逸脱行為が減少し，良好な関係の下地が整えられる．そして，このことが「複合
型仮説」における第一段階の過程（裏切りのない関係の中で他人を信頼する基礎的な技術
を身につける）を可能にしているのだということが推察される．そこで，本章では継続的
関係においては高信頼者がサンクションを加えることで規範が維持され，それによって一
般的信頼が生成される土台が形成されていることを，実験によって検討する． 
 
3 信頼とサンクションの実験 
3.1 実験の仮説 
監視とサンクションとは「針千本マシン」「やくざ型コミットメント」に支配された，利
益先行型もしくは閉鎖的な低信頼社会
．．．．．
における適応方略であるとされていた（e.g. 山岸 
1998: 38-40, 177）．もしそうであるならば，開放的な関係に適応しているはずの高信頼者が
継続的関係に置かれた場合，逸脱者に目を配りさらに逸脱行為に対してサンクションを加
えることは，あるのだろうか．監視という行為についていうと，取引相手が信頼に値しな
いと思われる情報が提示された時には，高信頼者の方が低信頼者に比べて急激に評価を下
げること（小杉・山岸 1995, 1996, 1998）が先行研究において示されている．これらの研究
は高信頼者が多くの認知的資源を投資して，相手の信頼性の欠如を示唆する情報に注意し
ているため，だまされることが少ないことを指し示すものであるといわれている75．この
                                                   
75
 品田ら（2010）の実験では，信頼ゲームにおいて協力行動を選択する者の方が，対戦相
手から顔の表情が豊かで魅力的であると報告されていたことが明らかにされていた．こう
した研究からも，相手の特徴を把握するため，認知的資源を投資しているという議論には
説得力があると考えられる． 
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ことから，高信頼者は継続的な関係においても，つき合いのある人々の信頼性情報に注意
を向けていると類推することができる．このような行為は逸脱者（もしくは将来的に逸脱
行為を働く者）を監視することと同じであるといえるだろう．また，サンクションにかん
しても，依存度選択型囚人のジレンマ（PD）ゲーム76において高信頼者は，対戦相手が協
力行動をとったときには次回の試行において相手への投資額を増やすような選択をするが，
搾取を受けた場合は相手への投資額を速やかに減らすような選択をしていた（垣内・山岸 
1997; 松田・山岸 2001; Yamagishi and Kakiuchi 2000）．山岸（1998）では，こういった損失
（もしくは更なる利得）に対して敏感に反応する高信頼者の特性をもって社会的知性の存
在を裏付けるとともに，コミットメント関係においても早期離脱が可能であるという理論
の補強に用いていた．だが，対戦相手の反応に対応した速やかな投資量の増額/減額は，
Axelrod（1984=1998）の Tit for two tats（しっぺ返し）戦略と同様の方略である．そのため，
Axelrod の著述にもとづいた場合，垣内らが用いた繰り返しのある 2 人 PD ゲームという枠
組みにおいては，コミットメントからの離脱機能というよりも，規範破りへのサンクショ
ンという意味合いを強く持つと考えられる．加えて垣内らのゲームにおいて，高信頼者の
方が低信頼者よりも素早くサンクションを加えたという事実は，継続的な関係に置かれた
場合は，高信頼者は低信頼者以上に懲罰を加えるという手段を用いて逸脱者を矯正しよう
とする傾向があることも示唆している．こうした事柄を考慮すると，ゲームの範囲が拡大
した地域コミュニティという N 人の社会的ジレンマ（SD）状況に置かれた場合であっても，
高信頼者は逸脱行為を働く者に対して継続的な互酬性規範を維持するために懲罰を加える
と予想される．このことは社会的不確実性のある継続的な関係において，山岸が批判した
低信頼社会特有の「やくざ型」の対応を，高信頼者が（場合によっては，低信頼者以上に
強く）とることを意味しているのではないだろうか． 
ただし，Yamagishi（1988）および森本ら（2008）による先行研究を参照すると，高信頼
者がサンクションを加えないケースも存在していることが分かる．Yamagishi（1988）では，
SD 状況において他者の協力行動への信頼が低いと，自分が協力行動を選択する傾向は低
くなるが，それと同時に他者の搾取的な行為に対する不安からサンクショニングシステム
の構築に協力的になることが示されている．この知見は，一般的信頼が低い者ほどサンク
                                                   
76
 繰り返し囚人のジレンマ（PD）ゲームにおける利得表のなかで，自分の利得にのみ操作
を加えることを可能としたゲーム（松田・山岸（2001）では委託額の変更という手段が設
定されていた）．前回の試行における対戦相手の方略にもとづき，次回の試行で自分の利得
や損失を変化させることができる仕組みとなっている． 
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ションを加えることを予想させるものであり，対する高信頼者はサンクションを利用しな
い可能性を表している．また，森本らは固定した 2 人ペアによる継続的な SD ゲーム77をお
こない，一般的信頼，公正感，サンクション量の関連を検討した．その結果，高信頼者の
サンクション量は低信頼者より低かったことを明らかにした．このことについて森本らは，
「解き放ち理論」を引用しつつ，高信頼者は裏切りを受けたとしても，その関係の外部に
いる者たちと取引をすれば良いと思うため，サンクションを加える必要はないと考えたの
だろうと考察している．この先行研究においては本研究が予測するような，高信頼者こそ
が規範維持のためサンクションを加えるという現象は観察されなかった．しかしながら，
そこで用いられていたゲームは，数回の取引をおこなう SD ステージと，SD ステージの最
終的な協力率に対して賞罰を加えるサンクションステージの 2 つに別れていた．そのため，
このゲームにおけるサンクションとは静的なものであり，継続的な関係における相互作用
を通じて，人々がどのようにサンクションの方略を変化させるのかということを十分に捉
えることができていなかった．そこで本研究では森本（2008）のゲームに手を加え，各回
にサンクションステージのある繰り返し SD ゲームを実施することで，相互作用のダイナ
ミズムの中で高信頼者はどのような反応を示すのかを検討することにした．なお，ここま
での議論を踏まえたうえでの，第 1 の仮説は次のとおりである． 
 
仮説 1: 継続的な関係において，予測が外れ相手から搾取をされた場合，高信頼
者は低信頼者以上にサンクション（※種別は問わず）を加える傾向がある． 
 
つづいて仮説 1 が支持された場合，それはいかなるメカニズムによって引き起こされて
いるのかを考えてみたい．Falk et al（2005）によると，サンクションを与える動機として
最も強く働きかける要因は，「公正感（fairness）」であるとされている．この知見に依拠す
ると人は公正な選択を好ましく思う傾向があり，さらに公正感が強い者ほどサンクション
を加えると予想される．ところで「解き放ち理論」では，「他者の信頼性を見極める社会的
知性を必要としている人たちは，当然そのような社会的知性を身につけるように心がける．
すなわち，そのために必要な認知資源の投資をおこなうようになるだろう．（中略）このこ
とは，社会的不確実性と機会コストがともに大きな環境への意識的な適応行動としての認
．．．．．．．．．．．．．
知資源の投資の結果
．．．．．．．．．
発達する社会的知性の，いわば副産物として一般的信頼が発達する」
                                                   
77
 詳細は後述するが，森本ら（2008）が用いたゲームは，本研究で仮説検証のために用い
た信頼ゲームと同様のものであり，5 回にわたり同じ相手と対戦する仕組みとなっていた． 
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という説明がされていた（山岸 1998: 182 強調は筆者によるもの）．この説明は，認知資
源の意識的投資
．．．．．
78により，高信頼者が「相手の信頼性の欠如を示唆する情報に注意してい
るからだまされることはない」という認知バイアスを形成し，そこから一般的信頼が生ず
ることを述べたものである．高信頼には「自分の判断には，認知資源の投資がなされてい
る」という意識
．．
が伴われるのだとすると，高信頼者は予測が外れて搾取された場合，相手
との関係で被った物理的・経済的な損失に加え，認知資源の投資という労力を費やした分
だけ多く損をしてしまったと考えるのではないだろうか．すると，こうした意識を持たな
い低信頼者に比べて，高信頼者は取引相手に対して多くの不公正を感じてしまうと予測さ
れる．前出の Falk et al（2005）では，こうした不公正感の生起に伴う心理的緊張や不満を
解消する行動として，サンクションがあると論じていた．これを一般的信頼の議論に適用
すると，認知資源の投資量の多い高信頼者は，低信頼者よりも強く感じる不公正の解消の
ため，サンクションを積極的に活用する傾向があるかもしれないと考えることができる． 
しかしながら，こうしたメカニズムでは森本ら（2008）の研究を振り返ったときに，高
信頼者ほどサンクションを加えなかったという結果を説明できない．この点について，森
本らは「戒め」と「報復」という概念を区別したうえで，サンクション量を比較していた．
先述した，高信頼者が加えなかったサンクションとは，実は「戒め」としてのサンクショ
ンたったのである．これに対して，「報復」としてのサンクションについては，不公正感の
高い者ほどサンクションを加える傾向があることが森本らの研究でも示されていた．この
結果は，やはり「不公正感」が報復によるサンクション量を規定することの表れであり，
前段で述べた過程と矛盾するものではないと考えられる．さらに，森本らは一般的信頼と
不公正感の間の因果関係を検討していなかった．したがって「一般的信頼」が高いほど，
搾取を受けたときに「不公正感」を覚えやすいという関係が検証過程で観察されたならば，
そこでは「報復」としてのサンクションが一般的信頼を通じて励起されていることが示唆
される．そうした結果が得られれば，本研究が想定するメカニズムが裏づけられたといえ
ることになる．すると，ここで以下のような互いに補足的な関係にある 2 つの仮説が浮上
する． 
 
 
 
                                                   
78 関連して Frank et al.（1993）では、ワンショットの PD ゲームの際に、認知資源を投資
して、相手との会話内容に注意を払うということが示されている。 
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仮説 2a: 搾取されたときには，高信頼者の方が低信頼者よりも不公正を強く感じ
る傾向がある． 
 
仮説 2b: 搾取されたときに不公正を強く感じる者ほど，「報復」として多くのサ
ンクションを加える傾向がある． 
 
これらの仮説を支持する結果が得られたとき，一般的信頼を高く持つことで感じる不
公正感の解消のため，高信頼者は多くのサンクションを加える傾向があると主張できる
だろう．同時にそこからは，高信頼者がいることでサンクションが加えられ，（関係が
継続する）コミュニティの秩序が維持されていることがインプリケーションとして導出
される．なお，仮説にあるように高信頼者は秩序維持を目的としているのではなく，自
らの不公正感を解消するためにサンクションを加えていることが示されたときには，結
果的にそれが秩序の維持につながるという，「意図せざる結果」の構図がみえてくる．
それは，高信頼者があたかも利他的に秩序を維持することによって，コミュニティに繁
栄がもたらされるという，Putnam や Coleman の議論を再び吟味するうえでも十分な意
義を持つものとなるだろう． 
こうした結果が得られることにより，高信頼者のサンクションによって不確実性が抑
制され安定的関係がもたらされていることが示唆されたときには，信頼（もしくは信頼
する技術）を持たない者がそこへ参入したときにも，搾取されることなくつき合い方の
基礎的な技術を学んでいくことができるという，前章までの説明が説得力を帯びてくる．
それにより本研究ならびに金澤（2008）が想定するような，一般的信頼生成の第一段階
．．．．
として安定的関係への参入が必要である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
という，二段階の信頼生成過程（=「複合型仮
説」）―安定した継続的な関係にコミットすることで「条件付き信頼」が形成され，
そこで培われた信頼の技術を利用して見知らぬ人々と交流することで「一般的信頼」が
獲得される―が補強されることにもつながる．またそのことは，地域コミュニティへ
の参入が信頼生成の礎となっていることを，間接的にではあるが主張することを可能に
する． 
繰り返しとなるが，「解き放ち理論」では，継続的な関係（例えば，伝統的な地域コ
ミュニティ）からいかにして抜け出すかということを焦点とした，信頼生成の理論を展
開していた．しかしながら，日本のみならず諸外国においても継続的な関係というもの
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は確実に存在しているはずであり，そこから得られる恩恵も少なくはないと考えられる．
そのことについて，以降の実験ではこれまでと異なったアプローチをとることで，コミ
ットメント関係の中で発揮される高信頼の機能を明らかにしていく． 
 
3.2 実験枠組み（信頼ゲーム）の説明 
つづいて実験の解説に移る．まず，前項であげた仮説を検証のためには，実験が下記の
4 つの条件を備えている必要がある．そのため，それらに対応するうえで，本研究ではど
のような実験枠組みを用いたのかを述べる． 
 
①ペアとなる相手が信頼に値するか判断できる情報がない状況で，被験者が信頼したにも
かかわらず，搾取を受ける状況が作り出されること． 
②一度構築された関係が，自分の意志とは異なる形で継続すること．さらに，そうした関
係において，サンクションを加えることによりペアを組んだ相手の行動を変容させるこ
とができると，被験者が考えられる状況であること． 
③被験者がペアを組んだ相手に対してサンクションを加えられる手段があり，サンクショ
ン量がどの程度であったのかについて測定できること．また，その場合，サンクション
を「戒め」と「報復」という形である程度，識別可能なこと． 
④一般的信頼および，（分配結果に対する）不公正感を測定できること． 
 
①の条件に応えるために，森本ら（2008）の「研究 1」に修正を加えた SD ゲームを作
成した．このゲームは信頼ゲームをベースにしており，被験間でペアを組み実験をおこな
うという教示を受けるが，実際に対戦するのは被験者を搾取する選択をおこなうように予
め作成されたコンピュータ・プログラムとなっている．なお，本研究の具体的な解説は次
節に譲り，ここではベースとなった信頼ゲームについて解説する．信頼ゲームとは，相手
の意図が不確実な状況下で，自らの信頼が他者の信頼に値する行動を引き出すかどうかを
検討するために作り出された，逐次手番のゲームである（e.g. Cox 2004; Dufenberg and 
Gneezy, 2000; Eilam and Suleiman, 2004）．ゲームは 2 人のプレイヤー（第 1 プレイヤー: ド
ナー，第 2 プレイヤー: レシピエント）によっておこなわれる．ドナーとなった者には 2
つの選択権が与えられる．その選択とは，①「確実選択（ドナー，レシピエントともに確
実だが，少額の報酬を得る）」か，②「委任選択（報酬総額を分配する権限をレシピエント
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に委託する．確実選択より多くの報酬を得る可能性もあるが，レシピエントから報酬の分
配がない場合は，大きく損をする可能性がある）」である．またレシピエントには，ドナー
から委託されたポイントをどの程度分配するかを決定する権限が与えられる．具体的な手
続きを説明するため，Cox（2004）の Treatment A におけるゲームを例に述べる（図 4-1 も
参照）．まず，第 1 プレイヤー（ドナー）と第 2 プレイヤー（レシピエント）は，ともに実
験者から 10＄資金を元手として与えられる．ドナーはそこから任意の金額（x＄）を，第 2
プレイヤー（レシピエント）へ委託するか決定する．ドナーが委託した金額（x＄）は 3
倍され，レシピエントに渡される（3x＄）．レシピエントは 10+3x＄を自分とドナーの間で
任意に分配することができる．仮にドナーが全額を委託した場合，レシピエントは 40＄（委
託分の 10＄×3 と手持ちの 10＄の合計金額）から，任意の額（y＄）をドナーに分配する
ことになる．ここでレシピエントが平等な分配をおこなうとすると，このゲームにおける
利得はドナー20＄，レシピエント 20＄となる．これはドナーが，レシピエントに 1＄も委
託しなかった時の両者の利得よりも，それぞれが 10＄ずつ多くの金額を獲得することがで
きることを意味している．ただし，レシピエントは委託した金額を全く分配してくれず，
持ち逃げする危険もある．その場合，得をするのはレシピエントのみとなる．したがって，
ドナーがレシピエントを信頼することができなければ，10＄をそのまま手元に残す方が賢
明な選択となる．以上のように，このゲームでドナーがお金を委託するということは，す
なわちレシピエントへの信頼を表明していることを意味している．さらに，委託された金
額をみることで，ドナーがレシピエントをどの程度信頼しているのかを，推し量ることが
できるようになっている．以上が信頼ゲームの枠組みである． 
②の条件に対応するため，1 試行のゲームが終わる度に，実験者によるクジ引きがおこ
なわれ，同じ相手とペアを組んだ実験が「継続」するかそれとも「終了」するかが決まる
ような仕組みを設けた．なお，このクジ引きには細工をおこない，被験者に意図が気取ら
れないよう 3 回ゲームが継続するようにした．これにより，クジ引きで「継続」が選ばれ
る限り，被験者の意志が反映されない形で関係がつづくような状況を作り出した． 
③の条件を満たすために，レシピエント（コンピュータ）のポイント分配が終了した後，
ドナー（被験者）とレシピエントの暫定的な獲得ポイントが開示されるようなステージを
設けた．また，そこではドナーがレシピエントの暫定ポイントから各自が望む分だけ，ポ
イントを棄却するような形でサンクションを加えられる仕組みが備わっている．これによ
り，相手の暫定ポイントからどの程度のポイントを棄却するかという比率を算出すること
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ができる．そしてこの値を「報復」としてのサンクションとして扱うことにした．こうし
たサンクションが暫定ポイントに占める比率「報復」とした理由は，本研究で用いたゲー
ムは（建前上ではあるが）次回の試行が実施されるか否かが，クジ引きにより決定される
ことになっていることに由来している．ここでサンクションを加えることは，必ずしも次
回のレシピエントの行動変容につながらず，相手の暫定ポイントをどの程度棄却したのか
ということには，ドナーの不公正感を解消することを目的とした「報復」としての意味合
いが強いと考えられるためである．次に「戒め」としてのサンクションは，繰り返しおこ
なわれるゲームの 2
．
回目以降の試行
．．．．．．．
において，ドナーがレシピエントに対してどの程度ポ
イントを委託するかというポイント委託額によって定義した．2 回目以降の試行における
ドナーのポイント委託を「戒め」とした理由は，初回の委託量は情報のない状況で相手へ
の信頼を反映しているが，2 回目以降の委託量には裏切りの履歴がある相手への不信を表
すと考えられるからである．ポイント委託量の操作を通じて不信の態度を相手に表明する
背後には，自らの被害を抑える他に前回と異なる行動を取らせようという意図が存在して
いると予想されることから，これを「戒め」としてのサンクションとして扱うこととした． 
④の般的信頼と不公正感の測定については，6 項目の「一般的信頼尺度（山岸 1998）」
および，van den Bos et al（1997, 2003）の「分配的公正感尺度」に手を加えた 4 項目を用い
ることで対応した（これら項目の詳細は，表 4-1，4-2 を参照）．第 2 章でも述べたが，一
般的信頼尺度には妥当性の問題が懸念されるものの，「解き放ち理論」において重要な位置
づけにある尺度であるため，引きつづき実験で用いることにした．また，「分配的公正感尺
度」は，心理学の公正研究で頻繁に用いられる項目であり，文言を多少追加すれば，今回
の実験における被験者の（不）公正感を十分に測定可能であると考えられるため，使用を
決定した． 
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3.3 実験の概要 
本研究の実験で用いたゲームの構造について解説する．ただし，本実験ではディセプシ
ョンを用いたため，ゲームの構造と実際の実験状況との間には齟齬がある．したがって，
はじめに被験者に提示したゲームの構造を述べて，その後に実験の流れと実際の実験状況
について個別に説明をおこなう． 
 
3.3.1 被験者に提示されるゲームの構造（ディセプション） 
このゲームは，その繰り返し回数が不定であると被験者に提示される．そして各回のゲ
ームの手続きが終了するたび，実験者によって「継続」か「終了」を決定するクジ引きが
おこなわれる．このようにゲームは一回では終了しない場合が存在することで，被験者は
終了時点を把握することができなくなる．そして，クジで「継続」が選出されつづける限
り，被験者はペアを組んだ同一の相手とゲームを繰り返しておこなうことになる． 
ゲーム開始時に被験者は 2 人ペアとなり，それぞれがドナーとレシピエントのいずれか
の役割を担うことになる．ゲームが開始すると，ドナーとレシピエントはそれぞれ実験者
から 5 ポイントを元手として与えられる．ドナーとなった者には，信頼ゲームと同じよう
に①「確実選択」と②「委任選択」のいずれかを選ぶことができる．ただし，初回のゲー
ムでドナーが「確実選択」を選び，レシピエントへポイントを委託しないことを決定した
ドナー
レシピエント委託しない
（ド: 10＄, レ: 10＄）
分配しない
ゲーム開始時、両プレイヤーへ10＄授与
（ド:10-x＄, レ: 10+3x＄ ）（ド: y＄, レ:10+3x- y＄）
委託する：10＄から任意の額（x＄）を委託
金額は3倍（3x＄）になりレシピエントへ渡される
分配する：保有している10+3x＄から
任意の額（y＄）をドナーへ分配
利得
図 4-1 一般的な信頼ゲームの構造 
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場合は，以降ゲームが継続してもその選択を変更することはできない．また，「委任選択」
を選んだ場合，ドナーは 1 ポイント単位で 5 ポイントから任意の額のポイント（x）を，レ
シピエントへ委託することができる．だが，この選択のもとでは必ず最低 1 ポイントをレ
シピエントへ委託しなくてはならないが，その一方で初回のゲームで「委任選択」を選ん
だ場合は，ゲームが継続したとしても次回以降に「確実選択」を選ぶことはできなくなっ
てしまう．そしてドナーがポイントを委託する決定をした場合，そのポイントは 2 倍79さ
れ，レシピエントへと渡される（2x）． 
レシピエントは手持ちのポイントである 5＋2x を自分とドナーに対して任意に分配する
ことができる．前出の信頼ゲームの例と同様に，ドナーが 5 ポイント全てを委託した時に
は，レシピエントは 15 ポイントから，任意の額（y）をドナーに分配することになる．こ
こでレシピエントが 1 ポイントも分配しなければ，暫定的な利得はドナー0 ポイント，レ
シピエント 15 ポイントとなる．なお，本ゲームではポイントの額が奇数であるため，可能
な限り平等な分配をおこなったとしてもドナー７ポイント，レシピエント 8 ポイントにな
るか，またはドナー8 ポイント，レシピエント７ポイントといったような，利益の偏りが
生じることになる． 
ドナーとレシピエントが獲得したポイントは，暫定利得として両者に周知される．その
後，サンクションステージが開始される．サンクションステージではドナーとなった者に
のみ，現在レシピエントが暫定利得として有しているポイントを上限80として，好きなだ
けレシピエントのポイントを棄却することができる権利が与えられる．ここでドナーが棄
却したポイントは，ドナーの暫定利得に加算されるわけではなく，単にレシピエントの暫
定利得から差し引かれるのみである． 
                                                   
79
 信頼ゲームでは，ドナーおよびレシピエントがともに協力した場合のポイントの額が，
ドナーがレシピエントに 1 ポイントも委託しなかった場合を上回ってさえいれば良い．そ
のため，実験者から与えられるポイントの額や，委託ポイントが何倍になってレシピエン
トへ渡されるのかに関しては，厳格な基準があるわけではない（例えば，Cox（2004）で
は原資が 10＄で委託時の倍率は 3 倍だが，Karlan（2005）では原資は 3，委託時の倍率は 2
倍となっている）．本ゲームでは，後述のサンクションステージを導入するにあたり，ドナ
ーが全額を委託した場合であっても，レシピエントがそれに応えてポイントを完全に平等
に分配することができないようなデザインにした．そのため，元手となるポイントは 5 ポ
イントとして，委託される際の倍率は 2 倍と設定した． 
80
 具体的な棄却可能範囲は，0～15 ポイントである．ドナーが 1 ポイントも棄却しない場
合や，レシピエントが全てのポイントをドナーに分配した場合は，サンクションは 0 ポイ
ントとなる．一方，ドナーがレシピエントに全ポイントを委託しており，レシピエントが
ドナーに 1 ポイントも分配していなければ，サンクションとしてドナーはレシピエントの
ポイントを最大で 15 ポイント棄却することができる． 
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サンクションステージの終了後，この回のゲームの利得が確定する．ここで実験者によ
るクジ引きがおこなわれ，「終了」が引かれるまでゲームは繰り返される．プレイヤーの最
終利得は各回のゲームにおける利得の平均値をもとに算出され，そこでのポイントに応じ
て謝礼が支払われる． 
 
 
 
 
 
 
3.3.2 実験の流れ 
実験の流れについて記述する．被験者は実験参加に際して事前に記入した，実験参加希
望用紙の情報（氏名，性別，年齢，学年，専攻）について実験者による確認を受けた後，
実験室81への入室が許された．本ゲームは 2 人ペアが前提となっており82，偶数人の被験者
が必要となる．これについては実験室の収容人数との兼ね合いから，常時 6 名ずつ被験者
を招集して実験をおこなった．被験者の実験への招集に際して，知人同士での実験参加を
                                                   
81
 実施施設は，東北大学行動科学実験室であった． 
82
 後述するが，実際はコンピュータ・プログラムとの対戦となるため，2 人ペアの前提と
いうのはディセプションであった． 
ドナー
レシピエント
委託しない：
初回にこの選択をすると
以降は委託できなくなる
（ド: 5, レ: 5）
分配しない
毎ターンのゲーム開始時、両プレイヤーへ5ポイント授与
（ド:5-x, レ: 5+2x ） （ド: y, レ:5+2x- y）
委託する：5ポイントから任意の額（x）を委託
ポイントは2倍（2x）になりレシピエントへ渡される
分配する：保有している5+2xポイント
から任意の額（y）をドナーに分配
暫定利得
毎ターン
サンクション：ドナーはレシピエントの暫定利得
を上限に任意の額（z）を棄却可能
確定利得 （ド:5-x, レ: 5+2x-z ） （ド: y, レ:5+2x- y-z）
※実際のレシピエントはコンピュータ・プログラムであり、
ポイントを分配しないため、点線で囲んだ選択はとられない
図 4-2 実験で用いた信頼ゲームの構造（ディセプション） 
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なるべく回避するため，学年と専攻にもとづいてランダムな割り当てをおこなった．さら
に，被験者が 6 名揃わない場合は，被験者と面識のないサクラを用いて 6 名となるよう，
実験状況に統制を加えた． 
実験室には，ID 番号が書かれた席ごとに 6 台のノート型コンピュータ83が備え付けてあ
った．席と席の間には十分な間隔がとられており，被験者同士の視線を遮るためのパーテ
ィションも設置してあった．被験者が全員揃った後，実験者から実験についての説明がお
こなわれた．その内容は，割り振られた ID 番号にもとづきランダムにペアを組んだ匿名
の相手と，インターネットを通じてポイントをやり取りするゲームをおこなってもらうと
いうものであった．また，実験の試行回数はクジ引きによってランダムに決定されるもの
であり，各試行の最後に実験者がクジを引き，そこで「終了」を引き当てるまで，ペアに
なった被験者同士の取引が継続することが説明された84．つづいて，この実験には「ドナ
ー」と「レシピエント」の二種類の役割があり，被験者はコンピュータ・プログラムによ
って，どちらかの役割をランダムに負うことになり，その役割は最後まで変更することは
できないということが告げられた．なお，それぞれの役割となった場合のゲームの手順に
ついては，以下の 1）～9）の順で被験者全員に説明がおこなわれた． 
 
1）コンピュータの画面に自分の ID を入力し，全員の入力が終了するとランダムにペアが
マッチングされると同時に，「ドナー」か「レシピエント」のどちらの役割となったの
かが画面に表示される． 
2）ゲームの試行のたび「ドナー」，「レシピエント」ともに，はじめに実験者から 5 ポイン
トが原資として与えられる． 
3）「ドナー」は「レシピエント」へ毎ゲームの冒頭で与えられる 5 ポイントのうち，好き
な分だけを「委託する」ことが出来る．ただし，最初の試行で 1 ポイントでも「委託す
る」という選択をした場合，以降はゲームが継続する限り最低
．．
1
．
ポイント
．．．．
はレシピエン
トへとポイントを預けつづけなくてはならない．また，初回にペアを組んだレシピエン
トとは「委託をしない」という選択も可能であるが，その場合，実験が終了するまでド
．．．．．．．．．．
ナー
．．
，
．
レシピエントともに原資の
．．．．．．．．．．．．
5
．
ポイントしか獲得できない
．．．．．．．．．．．．
． 
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 コンピュータへの入力音を極力減少させるため，操作デバイスとしてマウスは用いず，
被験者にはノート型コンピュータの備えつけトラックパッド使用してもらった． 
84
 加えてペアを組む者同士の匿名性は確保された状態となっており，最後まで誰とゲーム
をおこなったのかは，実験者・被験者ともに分からない仕組みになっていると教示した． 
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4）「ドナー」が預けたポイントは 2 倍された後，「レシピエント」の手元へ渡される．レシ
ピエントはドナーから預けられた分のポイントと，自らが持っている 5 ポイントの合計
ポイントを一時的に保有する．つづいて「レシピエント」は手持ちのポイント（最低
7
85ポイント～最大 15 ポイント）の中から，好きな分だけを「ドナー」へと分配するこ
とができる． 
5）4）の過程が終了した後，「ドナー」，「レシピエント」の両者が現時点で保有している暫
定利得がペアを組んだ者同士のコンピュータ画面に表示される． 
6）暫定利得の表示後，「ドナー」は「レシピエント」が保有している暫定利得を超えない
範囲で，レシピエントのポイントを好きなだけ「棄却」することができる．ただし，棄
却したポイントは，レシピエントから差し引かれるのみであり，ドナーのポイントに加
算されることはない． 
7）過程 6）の終了後，「ドナー」，「レシピエント」両者の今回の試行における確定ポイン
トがペアを組んだ者同士のコンピュータ画面に表示される． 
8）各回のゲーム終了時に実験者がクジを引き「終了」が出るまで，1）～7）の手続きを繰
り返す．「終了」が出た場合は，実験者の指示に従い「最終利得を確認する」というボ
タンをクリックし，自分と相手の最終的な利得がいくらになったか確認する．なお，最
終利得はゲームの各試行における平均利得である． 
 
上記の 1）～9）の説明を終えた後，実験終了時にはゲーム中の心境や態度について尋ね
る事後質問紙に回答する必要があること，実験を通じて獲得したポイントに対応した実験
参加報酬が支払われること86が，被験者に告げられた．そして，実験の理解度をチェック
するための練習問題をコンピュータの画面で出題し，それに回答させることで被験者に実
験の進め方を確認させた．最後に，一連の説明を受けた後であっても実験に参加する意思
があるか被験者に改めて問い，全員の了承を得た後に実験を開始した． 
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 ドナーがポイントを「委託する」という選択をした場合，最低でも 1 ポイントをレシピ
エントに預けなくてはならないため，その場合のレシピエントの一時的な最低保有ポイン
トは，1×2＋5=7 となる． 
86
 ゲームで獲得したポイントは，1 ポイントにつき 100 円の価値があり，実験終了時に獲
得ポイントに対応した金額の図書カードが配布されると被験者に教示した（0 ポイントの
場合，謝礼は記念品のボールペンのみとなる）．さらに，「ドナー」「レシピエント」とも最
大で 1500 円分（15 ポイント）の報酬を得られる可能性があるが，ドナーが「委託をしな
い」という選択をした場合，両者とも 500 円（5 ポイント）の報酬しか獲得できないこと
を繰り返し強調した．また，最終利得は各試行で獲得した利得の平均値であるため，そこ
で生じた小数点以下の値は四捨五入して報酬に反映されるという旨が被験者に伝えられた． 
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3.3.3 実際の実験状況 
ここでは実験で用いたディセプションについて記述し，実際の実験状況がどのようなも
のであったか解説する．まず被験者への説明では，被験者同士でランダムに 2 人ペアが組
まれ，「ドナー」と「レシピエント」のどちらかの役割に分かれてゲームをすることとなっ
ていた．しかし，実際にはペアを組むことはなく，全員が「ドナー」役となるように事前
にプログラム87されていた．こうした操作を被験者に悟られないようにするため，前項の 1）
～9）の過程を解説する際には，ディセプション用のコンピュータ・プログラムを被験者と
一緒に操作しながら実験の流れを説明した．また，実験開始直前に被験者におこなっても
らった練習問題には，ドナーとレシピエント双方の役割についての問題を出題した．この
練習問題はルールの確認に加えて，ドナー/レシピエントのどちらにもなる可能性を被験者
に認識させるためのものであった．あわせて，インストラクションでは被験者にゲームの
試行回数はクジ引きにより決められるため，いつ終了するかは不明であるとの教示をおこ
なっていた．けれども，クジ引きには細工が施されており，3 回の試行が終了した時点で，
実験者が任意に「終了」のクジを引き当てることが出来るようになっていた88． 
実験が開始すると被験者は全員がドナーとなるのは前述したとおりであるが，ペアを組
んでレシピエントとなるのは，実験者によって作成されたコンピュータ・プログラムであ
った．このプログラムは，被験者（ドナー）が預けたポイントの額にかかわらず，それを
1 ポイントも分配しない（毎試行の分配額を常に 0 ポイントにする）ように設定されてい
た．なお，被験者には偶然ドナー役が割り振られたと思い込ませるため，全員のコンピュ
ータ上に役割決定のためのダミー画面が僅かずつ異なるタイミング89で表示されるように
なっていた．これは，被験者全員が同じタイミングで作業に移行することで生じる入力音
                                                   
87
 実際の実験で用いたプログラムおよび，ディセプション用のプログラムは，チューリッ
ヒ大学の経済学者 Urs Fischbacher によって開発された経済実験ソフト z-Tree （Zurich 
Toolbox for Readymade Economic Experiments）を使用して作成した．なお，z-Tree は次の
Web サイトからダウンロードできる（http://www.iew.uzh.ch/ztree/index.php）． 
88
 クジは総計で 50 枚あり，「終了」，「継続」と書かれた札がそれぞれ 25 枚ずつクジ引き
の箱に入っていた．札を入れるクジ引きの箱の内部には，被験者から見えない 2 つのポケ
ットが設けられていた．それぞれのポケットには 50 枚の札とは別に，「終了」と「継続」
と書かれた札が分けて入れられており，それらを実験者が任意に選択できるような仕組み
となっていた．これにより，被験者へインストラクションの場面では通常のクジ引きをお
こなえるようにすると同時に，実際の実験では任意の回数でゲームを終了できるような操
作を可能にしていた． 
89
 「マッチング中です，しばらくお待ちください」という画面が 3 秒から最大 15 秒まで
のランダムな時間表示され，その後に「あなたの役割はドナーです」という画面に切り替
わるようプログラムされていた． 
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や気配によって，実験内容を悟ったり疑問を抱いたりすることを回避するための手続きで
あった．つづいて，被験者がレシピエントにポイントを「委託する」という選択して，そ
の額を入力し終えると，レシピエントがポイント分配をおこなっていることを示すダミー
画面がコンピュータに表示された．このダミー画面の切り替わりのタイミングもランダム
に設定されており90，暫定利得確認画面へと移動するのに掛かる時間が被験者間で異なる
ように操作されていた．またここでは，被験者がポイントを「委託しない」選択をした場
合，最終利得がドナー/レシピエントともに 5 ポイントで確定したことと，実験者から実験
の終了が宣言されるまで静かに待機することを教示する文章が表示されるようになってい
た．暫定利得確認画面では，被験者（ドナー）のレシピエントに対するポイント委託額，
レシピエントから被験者へのポイント分配額（必ず 0 ポイントとなる）の他に，被験者と
レシピエントの各々が現時点で暫定的にいくらの利得を有しているのかを記した画面が，
被験者に提示された．その後サンクションステージに入り，被験者はレシピエントの暫定
利得からポイントをいくら棄却するかを入力した．入力が終わると，ポイント棄却後のレ
シピエントの利得と被験者（ドナー）の利得（暫定利得と同じ）を記した確定利得確認画
面が表示された．次に実験者による偽のクジ引きがおこなわれ，同じゲームが 2 回繰り返
された．3 回目のゲームが終了した時点で実験者によって「終了」のクジが引かれ，被験
者はコンピュータ画面の「最終利得を確認する」というボタンを押すよう教示された．ボ
タンを押すと被験者（ドナー）とレシピエントの最終利得がそれぞれ画面に表示され，そ
の額に応じた報酬が払われることが再度告げられた． 
被験者が最終利得の確認を終えると，実験についての事後質問紙が配布され，それに回
答するように求められた．しかしながら，この時点でもディセプションは継続しており，
質問紙には自分がドナー役となったのか，それとも（実際には割り当てられることのない）
レシピエント役となったのかを選択させるような，見せかけだけの項目がいくつか混入さ
れていた．なお，ここで用いた主な質問項目は，既に述べた一般的信頼尺度（山岸 1998，
6 項目）および，Van den Bos et al（1997）の分配的公正感尺度を改訂した 4 項目であった91． 
質問紙への回答終了後デブリーフィングがおこなわれ，被験者に実験の本来の目的とデ
ィセプションについての説明，そして謝罪がされた．デブリーフィングが終わると，実験
                                                   
90
 被験者のコンピュータ上に，「現在レシピエントがあなたへの分配額を決定しています」
という画面が 10 秒から最大 30 秒までランダムな時間表示された後，暫定利得の確認画面
に切り替わるようにプログラムされていた． 
91
 全ての項目は，「1.あてはまる」～「４.あてはまらない」までの 4 点尺度で構成されて
いた．なお分析時には解釈しやすいよう，値を逆転した． 
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報酬の支払いがおこなわれた．インストラクションでは，実験を通じて獲得したポイント
に応じて報酬が支払われると説明されていたが，実際には一律 1000 円の図書券が配布され
た． 
 
 
 
 
 
4 信頼とサンクション実験の分析 
4.1 被験者の概要 
 実験92に先立ち，東北大学の一般教養および文系専門科目の授業にて受講者の大学生・
大学院生に実験参加依頼のチラシを配布し，報酬の支払いを強調したうえで被験者を募集
                                                   
92
 本研究の実験ではディセプションを含んでおり，また被験者に提示される結果は，被験
者の意図を裏切るようにあらかじめ設定されていた．このような実験を実施するにあたり，
東北大学文学研究科に設置されている調査・実験倫理委員会の審査を事前に受けて，実験
デザインに倫理的問題がないことを確認した． 
図 4-3 ディセプションと実際の実験状況 
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した93．その結果，100 名の男女学生（男性 52 名，女性 48 名）が被験者として実験に参加
した．なおデータ分析に際して，実験中のディセプションに気づいた者94，実験の手続き
を理解していなかった者95，そして事後質問紙の回答に大きな不備があった者96のデータ
27 名分を除外した．そのため，最終的に分析に使用したデータは 73 名分となった．その
内訳は，男性 38 名（52.1％），女性 35 名（47.9％）であった．また全体の平均年齢は 21.11
歳（SD=2.33, Min=18, Max=32），男性の平均年齢は 21.29 歳（SD=2.48, Min=18, Max=32），
女性の平均年齢は 20.91 歳（SD=2.17, Min=18, Max=28）であった． 
 
4.2 基礎分析 
 仮説の検証をおこなう前に，全体的な傾向の把握と，必要な変数作成のために基礎分析
をおこなった．ここでは，その結果を記述する． 
はじめに，「一般的信頼尺度」6 項目および，「分配的公正感尺度」4 項目が，対応する概
念ごとにまとまったかという妥当性を確認するため，因子分析（最尤法，プロマックス回
転）をおこなった．その結果，3 因子が抽出された（付表 4-1 参照）．第 1 因子では，「ほ
とんどの人は基本的に親切で善良である」，「ほとんどの人は信頼できる」，「ほとんどの人
は基本的に正直である」「私は人を信頼する方である」，「ほとんどの人は他人を信頼してい
る」の 5 項目の因子負荷量が高かった．また，第 2 因子においては「ペアを組んだ人が委
託97（または分配）してくれるポイントに不満を感じた」，「ペアを組んだ人のポイント委
託（または分配）量に怒りを感じた」，「ペアを組んだ人のポイント委託（または分配量）
                                                   
93
 被験者募集に際し，河村和徳 准教授（政治情報学），佐藤嘉倫 教授（行動科学），辻本
昌弘 准教授（心理学），長谷川公一 教授（社会学），浜田宏 准教授（行動科学），三輪哲 准
教授（教育学），に協力いただいた（※五十音順）．記してお礼申し上げる． 
94
 実験終了後のデブリーフィングには，今回の実験意図と実際の実験状況を説明し，被験
者一人ひとりに，本当の実験状況に気づいていたか質問する手続きが組み込まれていた．
その過程において，気づいていたと答えた者のデータは分析から除外することによって，
実験結果にさらなる統制を加えた． 
95
 事後質問紙には，「ゲームの仕方に分からないところがあった」という項目（1．「あて
はまる」～4．「あてはまらない」の 4 件法）が含まれており，1．「あてはまる」と回答し
た者のデータは，理解不十分とみなして分析から除外した． 
96
 一連の事後質問紙の項目のうち，ごく一部だけにしか回答しなかった者や，1 つの項目
に対して不適当な回答（〇印をいくつもつけるなど）の目立った者のデータは，分析から
除外した． 
97
 この質問項目も人間同士でゲームをおこなったと被験者に認識させ，そこでの分配に対
していかなる思いを抱いたかを，なるべく正確に測定するためのディセプションを含んで
いた．けれども，実際には被験者は全員ドナー役に割り当てられるため，ポイントを「分
配」されることはあっても，「委託」されることはない． 
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は公正であった」という 3 項目の因子負荷量が高かった．このことから，第 1 因子を「一
般的信頼」，第 2 因子を「分配的公正」とした． 
次に変数を合成するに際して信頼性を求めるため，Cronbach’s αを算出した（付表 4-2）．
「一般的信頼」を構成する 5 項目については，「ほとんどの人は基本的に親切で善良である」，
「ほとんどの人は信頼できる」，「ほとんどの人は基本的に正直である」の 3 項目を使用し
たとき，α 係数が.88 と最も高くなった．「分配的公正」については，因子を構成していた
3 項目全てを用いたとき98の α係数が.67 と最大の値を示した．したがって，「一般的信頼」，
「分配的不公正」の変数はそれぞれ，上述の 3 項目の平均をとって合成することで作成し
た．また「分配的公正」は，値が大きいほど被験者が不公正を感じていた
．．．．．．．．．
ことを表してい
るため，以降は「分配的不公正」と表記することとした．なお，今回の被験者における「一
般的信頼」の全体平均は 2.61（SD=0.71, Min=1, Max=4），「分配的不公正」の全体平均は 3.27
（SD=0.59, Min=2, Max=4）であった．さらに後の分析のために「一般的信頼」と「分配的
不公正」の変数は四分位偏差99を算出し，その値をもとに被験者を低・中低・中高・高群100
へと分類した． 
 つづいて，被験者がレシピエントとなった相手に対して，どれ位ポイントを委託したか
（「委託量」），どれ位暫定ポイントを棄却したか（「棄却量」），そして「棄却量」が相手の
暫定ポイントに占める比率はどの程度であったか（「棄却量/相手暫定ポイント比率」），に
ついての全体的な傾向を調べた（図 4-4 参照）101．「委託量」は試行を重ねるごとに減少す
る傾向があり，ペアとなった相手の素性が分からない初回において最も多く委託し，反対
に過去 2 回裏切り行為を受けた 3 回目の試行では，委託量が最低であった．「棄却量」は緩
やかな V 字型を示しており，2 回目の試行が最も低い値であった．全体的にみると，棄却
量の値はそれほど大きく変動してはいなかったが，標準偏差は試行を重ねるにつれて値が
小さくなっていた．このことは，回が進むごとに皆が同じような棄却のパターンを取るよ
うになったことを表しているだけでなく，初期段階では被験者間の何らかの“特性”が「棄
                                                   
98
 このとき因子分析で因子負荷量が負の値を示していた「ペアを組んだ人のポイント委託
（または分配量）は公正であった」という項目は，予め逆転させて α係数を算出した． 
99
 群分けのカットオフに用いた分位値は，「一般的信頼」で 2.00（25%），2.67（50%），3.00
（75%）であった．また「分配的不公正」は，3.00（25%），3.33（50%），3.67（75%）で
あった． 
100
 「一般的信頼」4 群の人数は，低（21 名），中低（12 名），中高（29 名），高（11 名）
であった．「分配的不公正」4 群の人数は，低（16 名），中低（16 名），中高（24 名），高（17
名）であった． 
101
 被験者 73 名は，全員が初回の試行でレシピエントにポイントを「委託する」という決
定を下しており，「委託しない」を選び安定したポイントを得ようとした者はいなかった． 
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却量」に違いを生んでいた可能性があることを示唆するものであった．その「棄却量」に
違いを生み出す“特性”とは予測したように「一般的信頼」や「分配的不公正」である可能
性があり，この結果は後の仮説検証のための分析を意義深くするものであった．最後に，
「報復」としてのサンクションと定義した「棄却量/相手暫定ポイント比率」をみると，そ
の値は一貫して上昇していた．回を重ねるごとに「委託量」が減り相手の暫定ポイントが
少なくなっていたにもかかわらず，こうした傾向がみられたため，被験者は相手が背信に
よりいくら儲けたかではなく，継続する裏切り行為に対して「報復」を強化していったこ
とが読み取れる． 
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4.3 仮説 1 の検証 
本節では，仮説検証のために実施した分析とその結果について記述する．仮説 1 の検証
のため，「一般的信頼」低・中低・中高・高の 4 群間で，サンクション量に違いがあったか
分析した．具体的には，次の 2 つの分析をおこなった．1 つ目は「一般的信頼」の水準に
図 4-4 各回におけるポイント委託・棄却量の推移 
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より，「戒め」としてのサンクションに違いがあるかを検討するための，「委託量」を従属
変数とした 2 要因分散分析（独立変数: 「一般的信頼」×「試行回数（対応あり）」）であっ
た．2 つ目は「一般的信頼」の水準により，「報復」としてのサンクションに違いがあるか
を検討するための，「棄却量/相手暫定ポイント比率」を従属変数とした 2 要因分散分析（独
立変数: 「一般的信頼」×「試行回数（対応あり）」）であった． 
1 つ目の「委託量」を従属変数とした分析（図 4-5）では，「試行回数」に 0.1%水準で有
意な主効果がみられた（F（2, 138）=29.33, p <.001）．一方「一般的信頼」の主効果（F（3, 69）= 
0.07 n.s），と「一般的信頼」×「試行回数」の交互作用効果（F（6, 138）= 1.71 n.s）は有意で
なかった102．また多重比較（Bonferroni）の結果，全ての試行回数間で有意水準にして 5%
以下の有意差が存在することが確認された（各試行における，「委託量」の平均値ならびに
標準偏差は前掲の図 4-4 参照）．このことは，試行回が進むにつれて全体の「委託量」が減
少していったことを意味している．  
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102 有意差がみられなかったということについて，サンプルサイズが小さかったことが考
えられる．しかし，事前に危険率 α＝0.05，検出力 1-β=0.95 の水準で検出力検定をおこな
ったところ，今回の分析には 48 名以上の被験者がいれば十分な検出力が見込まれるとい
うことが示された．本研究が分析で用いたデータは 73 名でこの条件は満たしており，分
析結果が偶然に得られた可能性は低いといえる． 
図 4-5 「一般的信頼」の違いによる「委託量」の変化 
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2 つ目の「棄却量/相手暫定ポイント比率」を従属変数とした分析（図 4-6）では，「一般
的信頼」×「試行回数」の交互作用効果（F（6, 138）=0.53 n.s）は有意でなかった．しかし，
「一般的信頼」の主効果（F（3, 69）=3.86, p <.05），と「試行回数」の主効果（F（2, 138）=6.84, 
p <.01）の 2 つについてはともに 5%水準以下の有意確率を示していた． 
このとき「一般的信頼」の各群における，「棄却量/相手暫定ポイント比率」の平均値と
標準偏差は，それぞれ低（M=0.58, SD=0.54），中低（M=0.51, SD=0.71），中高（M=0.44, 
SD=0.46），高（M=0.78, SD=0.74）という値となった．次いでこの結果について多重比較
（Tukey's HSD）をおこなったところ，有意な主効果があった「一般的信頼」において，中
高群と高群の間にのみ 1%水準で有意な差があり，一般的信頼高群が中高群よりも多くの
「報復」のためのサンクションを加えていたことがわかった． 
同じように主効果が有意となった「試行回数」（各試行における，「棄却量/相手暫定ポイ
ント比率」の平均値ならびに標準偏差は前掲の図 4-4 を参照）についても，多重比較
（Bonferroni）をおこなった．するとここでは，「1 回目」と「3 回目」の試行の間だけに，
1%水準の有意な差を確認することができ，被験者全体で 3 回目の試行では，1 回目よりも
多く「報復」としてのサンクションを加えていたことが明らかとなった． 
 
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
0.70
0.80
0.90
1.00
1回目 2回目 3回目
低
中低
中高
高
試行回数
一般的信頼
棄
却
量
/
相
手
暫
定
ポ
イ
ン
ト
比
率
 
 
 
 
図 4-6 「一般的信頼」の違いによる「棄却量/相手暫定ポイント比率」の変化 
114 
 
 ここでの結果をまとめる．まず「戒め」としてのサンクションと定義した，2 回目以降
の試行における「委託量」には，「一般的信頼」の水準による差異は確認されなかった．こ
れは，森本ら（2008）の先行研究とも本研究の仮説１における予測とも異なるものであっ
た．これに対して，「報復」としてのサンクションと定義した，「棄却量/相手暫定ポイント
比率」にかんしては，「一般的信頼」の水準による差異が存在していた．そこでの有意な差
異とは一般的信頼高群の方が中高群に比べて多くの「報復」的サンクションを加えるとい
うものであった．この結果は，仮説１の予測と完全に整合するものではなかったが，一般
的信頼がより高い者の方が多くのサンクションを加えるという点において，部分的に仮説
を支持するものであった． 
 
4.4 仮説 2 の検証 
部分的にではあったが仮説 1 を支持する結果が得られたことを受けて，そこでのメカニ
ズムを考察するため，引きつづき相互に関連し合う仮説2aと仮説2bの検証をおこなった． 
はじめに前節で示された，一般的信頼高群の方が中高群に比べて多くの「報復」的サン
クションを加えていたことと関連する仮説 2a を検証した．まず，群分けをしない「一般的
信頼」と「分配的不公正」と変数を用いた単回帰分析をおこなった．その結果，2 つの変
数の間には 0.1%水準の有意な正の関係がみられた（表 4-1）． 
 
 
 
　従属変数：分配的不公正
0.43 ***
F 15.81 ***
Adj R
2
.17
 *** p < .001
β
　一般的信頼
 
 
 
さらに，ここまでに実施してきた群を分けた分析との対応を図るため，「分配的不公正」
（※群分けの操作を施していない合成変数を使用）を従属変数，「一般的信頼」を独立変数
表 4-1 「分配的不公正」に対する「一般的信頼」を用いた単回帰分析の結果 
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とした分散分析を用いて，どの群が最も不公正を感じていたのかを探った．すると，2 変
数の関係は図 4-7 のようになった．ここでの「一般的信頼」の群間における「分配的不公
正」には，0.1%水準で有意な差が存在しており（F（3, 69）=7.32, p <.001），多重比較（Tukey's 
HSD）の結果，一般的信頼高群とその他全ての群（低，中低，中高）の間には 1%以下の
有意確率で「分配的不公正」を感じる程度に差が存在していた．これらは，一般的信頼高
群に属する被験者は裏切り行為による搾取に対して，他の群のいずれよりも高い不公正感
を抱いていたことを指し示している．仮説 2a では，高信頼者の方が低信頼者よりも裏切り
による搾取に不公正を強く感じる傾向があるという予測を立てていた．これに対して上記
の 2 つの結果は，被験者が一般的信頼に比例して分配的不公正を感じていたことを示すの
みならず，とりわけ高信頼者は突出して不公正を感じる傾向があることを示唆するもので
あった．以上から，仮説 2a は支持されたといえるだろう． 
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 仮説 2a を支持する結果が得られたため，次に仮説 2b を検証する分析をおこなうことと
した．この仮説が支持されれば，高信頼者ほど不公正を感じており（仮説 2a），不公正感
の解消のため「報復」としてのサンクションを多く加える（仮説 2b）という図式が成立す
る．それにより，高信頼群が最も多く「報復」的サンクションを加えていることが示され
図 4-7 「一般的信頼」の違いによる「分配的不公正」の差異 
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た，仮説 1 の検証における分析結果のメカニズムが説明可能になると考えられる． 
 そのための分析として，従属変数を「棄却量/相手暫定ポイント比率」として，独立変数
を「一般的信頼」，「分配的不公正」，「試行回数」にした，対応「なし」×「なし」×「あり」
の 3 要因分散分析を実施した．なお，そこでの 3 つの独立変数間の「棄却量/相手暫定ポイ
ント比率」は，表 4-2 のとおりとなった（加えて，表 4-2 の全体を視覚的に概観するため
の補助として，図 4-8 を作成した）．つづいて分散分析の結果を記す．まず，「一般的信頼」
×「分配的不公正」×「試行回数」という 3 要因の交互作用は，有意ではなかった（F（12, 120）
=1.18 n.s）．同様に，2 要因の交互作用である「一般的信頼」×「試行回数」も，有意では
なかった（F（6, 120）=1.59 n.s）．しかしながら，「分配的不公正」×「試行回数」では，10%
の有意傾向ではあるものの，交互作用効果が存在していた（F（6, 120）=2.15, p <.10）．これを
受けて，「分配的不公正」×「試行回数」の「分配的不公正」における「試行回数」の単純
主効果と，「試行回数」における「分配的不公正」の単純主効果の検定をおこなった． 
 
 
 
 
低 中低 中高 高
一般的信頼
           低 0.35 (n =7, SD =0.35) 0.29 (n =6, SD =0.36) 0.77 (n =6, SD =0.29) 0.82 (n =2, SD =0.26)
　　　 　    中低 0.26 (n =3, SD =0.24) 0.43 (n =3, SD =0.14) 0.43 (n =6, SD =0.41) ―
                     中高 0.08 (n =6, SD =0.09) 0.4 (n =7, SD =0.39) 0.39 (n =9, SD =0.36) 0.56 (n =7, SD =0.47)
                     高 ― ― 0.22 (n =3, SD =0.38) 0.88 (n =8, SD =0.20)
一般的信頼
           低 0.47 (SD =0.46) 0.50 (SD =0.36) 0.70 (SD =0.16) 1.00 (SD =0.00)
　　　 　    中低 0.81 (SD =0.33) 0.52 (SD =0.08) 0.48 (SD =0.40) ―
                     中高 0.17 (SD =0.19) 0.33 (SD =0.35) 0.46 (SD =0.32) 0.56 (SD =0.46)
                     高 ― ― 0.68 (SD =0.47) 0.80 (SD =0.29)
一般的信頼
           低 0.43 (SD =0.40) 0.68 (SD =0.38) 0.93 (SD =0.12) 0.65 (SD =0.71)
　　　 　    中低 0.64 (SD =0.55) 0.62 (SD =0.18) 0.49 (SD =0.49) ―
                     中高 0.39 (SD =0.37) 0.55 (SD =0.30) 0.67 (SD =0.31) 0.63 (SD =0.40)
                     高 ― ― 0.86 (SD =0.25) 0.89 (SD =0.20)
※2（）内の人数ｎは試行回数間で不変のため，一回目のみ記した．
2回目
一回目
3回目
試
行
回
数
分配的不公正
※1 一般的信頼が中高で分配的不公正が高，一般的信頼が高で分配的不公正が低および中低の群は該当者なし．
表 4-2 「一般的信頼」，「分配的不公正」，「試行回数」を用いた 
「棄却量/相手暫定ポイント比率」の三重クロス表 
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「分配的不公正」における「試行回数」の単純主効果の検定では，「分配的不公正」低群
と中低群という 2 群の「棄却量/相手暫定ポイント比率」に，「試行回数」間で 5%水準の有
意差があることがわかった（低群: F（2, 120）=3.28, p <.05，中低群: F（2, 120）=3.90, p <.05）．ま
た，「分配的不公正」中高群には「試行回数」間で「棄却量/相手暫定ポイント比率」に 1%
水準の有意差が存在していた（F（2, 120）=5.29, p <.01）．だが，「分配的不公正」高群では，
「試行回数」による「棄却量/相手暫定ポイント比率」に有意な差はなかった（F（2, 120）=0.03 
n.s）．このように「分配的不公正」高群で，他の群とは異なり「棄却量/相手暫定ポイント
比率」に「試行回数」の影響を受けなかったことは，非常に興味深い． 
つづく「試行回数」における「分配的不公正」の「棄却量/相手暫定ポイント比率」の単
純主効果は，1 回目の試行では 0.1%水準で有意（F（3, 60）=6.89, p <.001），2 回目の試行でも
5%水準で有意（F（3, 60）=2.76, p <.05）となった．また 3 回目の試行では，10%水準の有意
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図 4-8「一般的信頼」の違いによる「分配的不公正」の差異 
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傾向であるものの差が存在していることが明らかとなった（F（3, 60）=2.31, p <.10）．このよ
うに「棄却量/相手暫定ポイント比率」には，全ての「試行回数」において「分配的不公正」
による差異の存在が示された． 
以上のように「分配的不公正」における「試行回数」ならびに，「試行回数」における「分
配的不公正」の「棄却量/相手暫定ポイント比率」に対する単純主効果は，それぞれ有意と
なった．そこでさらに多重比較をおこない，どこの水準において顕著な違いが存在してい
るのかを特定した．なお，全ての結果を記述するのは煩雑であるため，概要は表 4-3 に一
括して掲載した．ここでは，その中から注目に値する結果をいくつか抜き出して述べる． 
まず，「分配的不公正」における「試行回数」の多重比較の結果を概観してみる．ここで
は「分配的不公正」低～中高までの 3 群では試行回数を追うたびに，「棄却量/相手暫定ポ
イント比率」が増加していく傾向が共通してみられた．そのため平均値の差は全てが負の
値をとり，その差が有意である場合が多かった．特に傾向が明確に表れていたのは，「分配
的不公正感」中高群であった．そこでは全ての試行回数間に有意な（ないしは有意傾向）
差があり，徐々に「報復」としてのサンクション量を増加させていた．これらの群に対し
て，単純主効果の検定結果で有意差がなかった「分配的不公正感」高群では，「棄却量/相
手暫定ポイント比率」が 7 割台を下回らず，最も値が低かった 3 回目でも他 3 群の全試行
回における「棄却量/相手暫定ポイント比率」より高い値だった．つまり「分配的不公正感」
高群は，一貫して裏切りに多量の「報復」としてのサンクションを加えていたのである． 
次に「試行回数」における「分配的不公正」の多重比較結果をみてみる．1 回目と 2 回
目の試行において「分配的不公正」の水準による有意差がなかったのは，中低と中高（1
回目）と，低と中低（2 回目）という水準間の違いが少ない群であった．だが，3 回目の試
行では，低群を除いた中低～高群の 3 群の間に有意な差がなくなっていることが，表から
わかる．先述したように「分配的不公正」高群の「試行回数」には有意な差がなかった．
したがって，「分配的不公正」高群の 3 回目における「棄却量/相手暫定ポイント比率」が
低下したためではなく「分配的不公正」中低，中高群が，高群並みに「報復」としてのサ
ンクションを加えるようになったことを，この結果は表している．こうした事例を除けば
1 回目，2 回目の試行では，「分配的不公正」の水準が上昇するに伴って「棄却量/相手暫定
ポイント比率」もほぼ増加する傾向があった．さらに，3 回目の試行でも「分配的不公正」
低群の「棄却量/相手暫定ポイント比率」は，他の群を上回らなかったことから，「分配的
不公正」と「棄却量/相手暫定ポイント比率」の間には，正の関連があるといえる． 
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各群の平均値 比較関係 大小関係
1回目 0.23 1回目 vs 2回目 -0.25 ** 1回目 < 2回目
2回目 0.48 1回目 vs 3回目 -0.26 * 1回目 < 3回目
3回目 0.49 2回目 vs 3回目 -0.01 2回目 ≒ 3回目
1回目 0.37 1回目 vs 2回目 -0.08 1回目 ≒ 2回目
2回目 0.45 1回目 vs 3回目 -0.24 ** 1回目 < 3回目
3回目 0.62 2回目 vs 3回目 -0.17 ** 2回目 < 3回目
1回目 0.45 1回目 vs 2回目 -0.13 † 1回目 < 2回目
2回目 0.58 1回目 vs 3回目 -0.28 ** 1回目 < 3回目
3回目 0.68 2回目 vs 3回目 -0.16 ** 2回目 < 3回目
1回目 0.75 1回目 vs 2回目 -0.04 1回目 ≒ 2回目
2回目 0.79 1回目 vs 3回目 0.03 1回目 ≒ 3回目
3回目 0.72 2回目 vs 3回目 0.07 2回目 ≒ 3回目
低       0.23 低 vs 中低 -0.14 † 低 < 中低
中低   0.37 低 vs 中高 -0.22 ** 低 < 中高
中高   0.45 低 vs 高 -0.52 *** 低 < 高
高       0.75 中低 vs 中高 -0.08 中低 ≒ 中高
中低 vs 高 -0.38 *** 中低 < 高
中高 vs 高 -0.30 ** 中高 < 高
低       0.48 低 vs 中低 0.03 低 ≒ 中低
中低   0.45 低 vs 中高 -0.10 † 低 < 中高
中高   0.58 低 vs 高 -0.36 ** 低 < 高
高       0.79 中低 vs 中高 -0.13 † 中低 < 中高
中低 vs 高 -0.39 ** 中低 < 高
中高 vs 高 -0.26 * 中高 < 高
低       0.49 低 vs 中低 -0.13 † 低 < 中低
中低   0.62 低 vs 中高 -0.25 ** 低 < 中高
中高   0.68 低 vs 高 -0.23 ** 低 < 高
高       0.72 中低 vs 中高 -0.12 中低 ≒ 中高
中低 vs 高 -0.11 中低 ≒ 高
中高 vs 高 0.01 中高 ≒ 高
†p <.010 *p <.05 **p <.01 ***p <.001
「
試
行
回
数
」
に
お
け
る
「
分
配
的
不
公
正
」
の
多
重
比
較
「
分
配
的
不
公
正
」
に
お
け
る
「
試
行
回
数
」
の
多
重
比
較
平均値の差
 分配的不公正：低
 分配的不公正：中低
分配的不公正：中高
 試行回数：1回目
 試行回数：2回目
 試行回数：3回目
分配的不公正：高
表 4-3 「分配的不公正」における「試行回数」，「試行回数」における「分配的不公正」の 
「棄却量/相手暫定ポイント比率」についての多重比較結果 
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分析結果をまとめる．仮説 2a にかんしては，「一般的信頼」と「分配的不公正」という変数
間に単回帰分析で正の有意な関係があった．また，信頼水準で群を分けた分散分析でも「一
般的信頼」高群で「分配的不公正」が最も高い値が示された．ここから，仮説 2a は支持され
たと考えられる．次に実施した仮説 2b にかんする検証では，「一般的信頼」×「分配的不公正」
×「試行回数」という 3 要因の交互作用を用いた「棄却量/相手暫定ポイント比率」についての
分散分析をおこなった．そこでは唯一，「分配的不公正」×「試行回数」という 2 要因の交互
作用に有意な効果がみられた．それを受けて引きつづきおこなった交互作用の単純主効果の
検定では，「分配的不公正」（高群は除く）における「試行回数」および「試行回数」におけ
る「分配的不公正」の効果がそれぞれ有意となり，各変数の群間には意味のある差異が生じ
ていたことが示された．さらに，そうした差異をより詳しく調べるための多重比較をおこな
ったところ，細部の相違はあれども全体としては，同じ水準の「分配的不公正」群でも「試
行回数」を追うごとに「棄却量/相手暫定ポイント比率」が増える傾向があった．また，同じ
「試行回数」内でも「分配的不公正」が高い群ほど「棄却量/相手暫定ポイント比率」が高く
なるという傾向があることもわかった．こうした事柄は，「分配的不公正」を多く感じるほど，
そして「試行回数」を重ねるほど「報復」としてのサンクションを加えるようになることを
表していたと考えられる．したがって，ここでの分析結果は，搾取されたときに不公正を強
く感じる者ほど，「報復」として多くのサンクションを加える傾向があるという，仮説 2b を
支持していたといえる． 
 
5 第 4 章の結果についての考察 
本章の目的は第 3 章までの分析で示した，地域コミュニティ成員への限定的かつ何らか
の情報に依存した信頼を身に着けた後，人間関係を拡大して一般的信頼を獲得するという
二段階の信頼生成過程（=金澤（2008）の「複合型仮説」）が作動する理由を，実証を通じ
て掘り下げることであった．なお，本研究ならびに金澤の「複合型仮説」では二段階の信
頼生成過程のメカニズムとして，次のようなものを想定していた． 
その想定とは，①（地域組織等の）親密な関係へ参入することで，身近な者への「条件
付き信頼」と他者を信頼する技術の基礎を身につける．②しかる後，第二段階では第一段
階で獲得した信頼の技術を利用して，見知らぬ人々と関係の中で他者一般への信頼を高め
るという「解き放ち理論」に沿った形で信頼が生成される，というものであった．①の段
階では，個別の信頼関係が構築された隣人とのつき合いを契機に，地域コミュニティの活
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動に参加し，同じコミュニティに属するがなじみの薄い他者ともかかわりを持つ機会が発
生する．そこでは互酬的な規範が期待されるため，つき合いの薄い者からも手ひどい裏切
りを受けることはなく，見極め能力といった信頼するための技術を身につけていく．そこ
で身につけた能力や地域の人間関係のネットワークをもとに，②の段階で活動の範囲を拡
大してより多様な人々と関係するようになる．こうした過程を経ることで一般的信頼を獲
得するというのが，二段階の信頼生成過程のメカニズムである． 
 なお，「解き放ち理論」では，①のような人間関係，つまり固定的で継続的なつき合いと
いうのは，懲罰を背景とした「やくざ型コミットメント」であり，個人の自由な行動・人
間関係の構築を縛る“しがらみ”でしかなく，一般的信頼を破壊する要因として扱われてい
た．その一方で，本研究のように固定的・継続的な関係，とりわけ地域コミュニティに関
与することが，一般的信頼を獲得するうえで重要であるとしている理論もある．その代表
格ともいえるのが Coleman（1990=2004）であり，Putnam（2000=2006）であった．そして，
この 2 つの理論の中では，高信頼の生成・維持に必要な要因として，互いに協力し合い裏
切りを働かないという「互酬性の規範」があげられていた．さらに，Coleman はそうした
「互酬性の規範」が保たれるには，住民による監視とサンクションが必要であるとしてい
た．他方の Putnam は，「互酬性の規範」の維持のためには住民間の（薄い）高信頼が必要
としており，高信頼を生む互酬性規範生成のためには高信頼が必要という，ともすればト
ートロジカルともとられかねない議論を展開していた．ただしこのことについては，
Putnam が説明の簡略化のため高信頼社会/者に特有ないくつかの機能を，意図的に“高信頼”
と表現していた節があった．そのため，彼が実際に意図した事柄は言葉として表れたトー
トロジカルなものとは異なっていたと思われる．そこで本研究では，Coleman と Putnam の
考えを折衷させ，高信頼者が逸脱行為に対してサンクションを加えることで，一般的信頼
の礎となる互酬性規範を維持しているのではないかと考えた．そして，それこそが上述し
た①の仮定/過程を支えている要因であると予測し，その検証をおこなうための仮説を立て
て実験をおこなった． 
その仮説とは，1 つ目が「継続的な関係において，予測が外れ相手から搾取をされた場
合，高信頼者は低信頼者以上にサンクション（※種別は問わず）を加える傾向がある」と
いうものであった．この仮説は，同一パートナーとの間で繰り返される SD ゲームの中で
裏切りによる搾取を受けたときに，高信頼者ほどサンクションを加えるか否かを検証する
ものであった．それにより，地域コミュニティのような継続的関係の中で，高信頼者が監
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視とサンクションを積極的におこなう存在であるのかを類推しようと試みたのであった．
なお，森本ら（2008）では，「戒め」と「報復」というサンクションの種類によっても高信
頼者がサンクション行動に違いがあることを明らかにしていた．こうした先行研究を受け
て，本研究でもサンクションを「2 回目以降の委託量」によって規定した「戒め」と「棄
却量/相手暫定ポイント比率」によって規定した「報復」の 2 つに分けて，それぞれを従属
変数にした 2 要因分散分析をおこなった． 
「委託量」を従属変数とした「戒め」としてのサンクションの分析では，一般的信頼の
水準によるサンクション量に違いはみられなかった．けれども，「試行回数」間では「委託
量」に有意な差があり，1 回目>2 回目>3 回目というように委託量は減少していった．裏切
り行為を働く相手に対して，一般的信頼の水準に関係なく全ての被験者が試行を重ねるご
とに「戒め」としてのサンクションを徐々に強化させていったことは，自らの被害を抑え
つつ相手の行動の変容を促すような方略が採択されていたことを表していた．この結果は，
取引相手の信頼性の欠如情報に敏感な社会的知性の高い高信頼者は，裏切りを働く者への
投資量を即座に切り下げることが可能であるとした，垣内・山岸（1997），松田・山岸（2001），
Yamagishi and Kakiuchi（2000）における知見とは異なるものであった．さらには，継続的
なゲームを用いた場合でも，高信頼者は外部にあるより良い関係のことを意識するため，
「戒め」としてのサンクションをおこなわないとした，森本ら（2008）の考察とも反して
いた．実際には高信頼者であっても，取引相手を見限るような形で即座に投資量を低下さ
せはしなかったのである．また，低信頼者も単に搾取されつづけるようなことはなく，高
信頼者と同じように相手をけん制しながら利益を確保するような行動をとっていた．ここ
で明らかになった事柄は，従来の理論に疑問を投げかけるものであった． 
同じように「棄却量/相手暫定ポイント比率」を従属変数とした「報復」としてのサンク
ションの 2 要因分散分析では，「一般的信頼」×「試行回数」という交互作用効果は有意で
なかったものの，各変数の主効果は有意であった．「一般的信頼」に多重比較をおこなった
ところ，「一般的信頼」高群とその他 3 つの群の間にはそれぞれ有意な差が存在していた．
このことは，継続した関係においては高信頼者ほどサンクションを与えるとした，仮説 1
を部分的ではあるが支持していた．さらに，仮説 1 ではサンクションの種別を区別してい
なかったが，「戒め」としてのサンクションには「一般的信頼」による差がなかった一方で，
「報復」としてのサンクションには差があることがわかった．ここから，一般的信頼の程
度に起因して差が生じるサンクションとは，「報復」としてのサンクションであることが示
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されたことになる．なお検定結果に差がなかったものの，図 4-6 をみると「報復」として
のサンクションと一般的信頼の群間には U 字型（信頼中低，中高群の「棄却量/相手暫定ポ
イント比率」は低く，低群は高群の次に「棄却量/相手暫定ポイント比率」が高い）の関係
があることがわかる．このことは，継続的な関係において低信頼者が罰を前提とした「や
くざ型コミットメント」を構築しているとした，山岸（1998）の議論とも一部対応してい
る．ただし，そこで最も「やくざ型」の反応をしていたのは高信頼者であり，この結果は，
状況によっては高信頼者こそが
．．．．．．．
「
．
やくざ型
．．．．
」
．
の振る舞いをする
．．．．．．．．
という新たな知見を提示す
るものであった．また「試行回数」の主効果については，1 回目と 3 回目の試行の間にの
み有意差が存在していた．ただしそこでは，有意差こそなかったものの「棄却量/相手暫定
ポイント比率」は 1 回目<2 回目<3 回目と漸増しており，全体的には「報復」としてのサ
ンクションも「戒め」としてのサンクション同様，回を追うごとに増えていた．警告とし
て「戒め」としてのサンクションを与えていたにもかかわらず，それを無視し裏切り行為
をつづけた相手に，被験者は「報復」の度合いを強めていくことで対抗しようとしたため
に，こうした結果が得られたのだろう． 
このように仮説 1 はその一部が支持される結果となった．なお，そこで高信頼者が「報
復」としてのサンクションを多く加える理由として，本研究では認知的資源の投資をおこ
なうことで大きな不公正感を感じるためであると予測していた．このことは，一般的信頼
が不公正感を媒介しサンクション行動に至るというメカニズムを仮定したものである．こ
うしたメカニズムの検証のために，引きつづき仮説 2a および仮説 2b という相互に関連す
る仮説についての分析をおこなった．仮説 2a は，「搾取されたときには，高信頼者の方が
低信頼者よりも不公正を強く感じる傾向がある」というものであり，検証のために「一般
的信頼」と「分配的不公正」という 2 変数による単回帰分析と，1 要因の分散分析をおこ
なった．単回帰分析では，独立変数である「一般的信頼」の回帰係数が，従属変数である
「分配的不公正」に正の有意な効果を持っていたことが明らかとなった．同じように分散
分析でも「一般的信頼」群間で，「分配的不公正」に有意差が存在していた．これらの結果
から仮説 2a は支持されたが，さらに注目すべきは，分散分析の多重比較の結果であった．
多重比較では「一般的信頼」高群の不公正感が低群～中高群のいずれよりも高く，その差
は統計的に有意であった．これは，仮説 1 を検証する中で実施した，「報復」としてのサン
クションの「一般的信頼」の主効果と完全に対応していた．そして，ここでの結果は既述
した，一般的信頼が不公正感を媒介してサンクション行動に至るという過程の成立を予期
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させるものであり，仮説 2b とも密接に関連するものであった．これを受けて，一般的信頼，
分配的不公正，「報復」としてのサンクションという 3 つの要因の関係を明確にすべく，搾
取されたときに不公正を強く感じる者ほど，「報復」として多くのサンクションを加える傾
向があるとした，仮説 2b の検証をおこなった．使用した分析手法は，「棄却量/相手暫定ポ
イント比率」を従属変数に据えた「一般的信頼」×「分配的不公正」×「試行回数」という
3 要因の交互作用を含んだ分散分析であった．結果は「分配的不公正」×「試行回数」とい
う 2 要因の交互作用に有意な効果が存在し，さらに「分配的不公正」における「試行回数」
と「試行回数」における「分配的不公正」の単純主効果もともに有意であった．また多重
比較からは，同じ「試行回数」内でも「分配的不公正」が高い群ほど「棄却量/相手暫定ポ
イント比率」が高くなるということ明らかとなった．この結果は仮説 2b を支持するもので
あった． 
以上のように仮説 2a，2b の検証過程において，それぞれを支持する結果が分析から導き
出された．こうした事柄は，高信頼者ほど「報復」としてのサンクションを加えるという
現象について，信頼が高いことで「分配的不公正」を強く感じるため，その解消手段とし
てサンクションが用いられていたという説明を可能にするものであった．多くの認知資源
を投じて注意深く人間を観察する（e.g Frank et al. 1993）ことで，高信頼者は人を信頼する
ことができるようになる．しかし，その一方で裏切りを受けて搾取された場合には，裏切
り者に対して強い不公正感を抱くことになる．山岸（1998）のいう利益の得られない関係
からの離脱という「解き放ち」機能とは，不公正感に起因する関係解消
．．．．
が可能な
．．．．
状況で用
．．．．
いられる
．．．．
サンクション
．．．．．．
の結果であったのかもしれない．それは，味覚嫌悪学習103のように，
離脱可能な人間関係において忌避すべき人物や集団を回避する機能を果たしているのだと
考えられる．その一方で継続的な関係
．．．．．．
では，不公正感の解消のため「報復」としてのサン
クションが用いられていたことが結果からうかがえる．さらに，そのサンクションを最も
多用していたのは，やはり不公正感を強く感じていた高信頼者であった．これは，継続的
な関係が維持される集団の内部に高信頼者が存在していた場合，規範を破り不当に利益を
得ている逸脱者に対して，積極的にサンクションを加えることを示すものであった．ここ
から，高信頼者は不公正感の解消のために逸脱者にサンクションを加えているだけである
                                                   
103
 ある食品を食べた後に，腹痛や嘔吐などの不快な経験をすると，以降その食品に対して
強い嫌悪感を抱き回避するようになる（発見者の名前に由来する「ガルシア効果（Garcia et 
al. 1955）」とも呼ばれる）．古典的条件づけの一種であるが，一度の経験で学習され反応が
形成・維持される．生物の進化的過程において毒物などへの防御反応として獲得された機
能とされている． 
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が，そのことが一種の懲罰システムとして機能することで，地域コミュニティ内部の安定
的関係が維持されているという構図が成立すると考えられる．これにより Putnam
（2000=2006）の規範から信頼が醸成されるシステム，ひいては Coleman（1990=2004）が
主張する互酬性規範の維持のための監視とサンクションのシステムというのは，こうした
高信頼者の特性に由来していたことが，本実験の結果からある程度裏づけられたといえる
だろう．また公正感のような個人的感情によるサンクションが地域コミュニティの規範維
持につながり，それが人々の高信頼，さらには豊かな社会関係資本をもたらす可能性があ
ることは，Frank（1989=1995）が提唱した「コミットメント・モデル」104による説明とも
親和性が高い．Frank のコミットメント・モデルは，短期的な利益向上志向にもとづく理
論へのアンチテーゼである．この理論は「感情」という長期的適応の末に形成された行動
指針を説明するのみならず，長期的関係を前提とする慣行や文化が最終的に自己/社会の利
益に繋がることを論証する上でも有効な考え方である．なお，「解き放ち理論」も適応的観
．．．．
点
．
からの説明を試みたものであり，Frank の議論にも触れられている（山岸 1998: 190）．
しかし，実質的な議論部分においては，個人の合理性の観点
．．．．．．
から長期的関係のもたらす欠
点を叙述することにとどまっており，結局のところは Frank が批判する短期的な利益向上
志向の説明の域を脱していない．これに対して本章で得られた知見は，二段階の信頼生成
過程（「複合型仮説」）のメカニズムを説明する手掛かりとなるのみならず，「解き放ち理論」
が見逃していた長期的関係の中で発揮される高信頼の機能と，それが地域社会に及ぼす影
響を考えるうえで重要なものであった． 
 
6 第 4 章の結語 
実験から，継続的な関係においては裏切りによる搾取を受けた場合，高信頼者ほど不公
正を感じてサンクションを加えることが明らかにされた．この知見は高信頼者が地域コミ
ュニティの内部に存在することで，地域内の規範が維持されることを示唆していた．この
ように高信頼者が存在することで規範が維持されている地域コミュニティでは，裏切りに
                                                   
104
 Frank（1989=1995）は一見すると非合理的なある種の感情がもたらす行動をとることで
解決可能な問題を，「コミットメント問題」と呼んだ．そして，経済学が措定する感情を排
した合理的判断のもと自己利益を追求する「自己利益追求モデル」に対して，ある種の感
情傾向に従った行動を行うことこそが利益につながるとした「コミットメント・モデル」
を提唱した．なお，ここでの“コミットメント”とは，感情に行動が縛られるという意味で
用いられており，長期的な人間関係に埋もれることを指した山岸（1998）の「コミットメ
ント関係」とは定義が異なる． 
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遭う確率を抑えつつ，なじみの薄い人とも関係を持つことができる．また，なじみの薄い
人と行動を共にする経験を積むことで，他人を信頼する基礎的な技術を徐々に学ぶことが
可能となる．さらにそこでは，高信頼者が身近に存在しているため，低信頼者が彼らの行
動を模倣する（Macy and Sato（2002）のモデルのように）ことによっても，信頼する（ま
たは信頼される）行動を身につけることができるようになるのだと考えられる．これらは
あくまで思弁の域を出ないが，全てを組み合わせることによって二段階の信頼生成過程
（「複合型仮説」）が成立することのメカニズムの説明を可能にする．このように，長期的
関係の内部に高信頼者が存在することで，他の人々も一般的信頼を獲得することができる
ようになったため，第 2 章で示したように村落部においても都市部と変わらない程の一般
的信頼を身につけることができたのだろう．これまで継続的な関係から離脱することを指
摘した研究は多数おこなわれてきた．その反面，高信頼者が継続的関係にとどまることで
得られる利点については，見逃されてきた．本章ではそうした利点を，新たに提示するこ
とができた． 
 ただし，高信頼者が不公正感の解消のためサンクションを与えることが，常に利益へと
つながらない場面もあることについては考えなくてはならない．例えば，高信頼者はその
原因が何かの誤りであったとしても，自分の期待に添わない振る舞いをした他者に多くの
罰を下してしまうかもしれない．そこでは，信頼の高さは少しの過ちも許さない過度に厳
格な行動がはびこることになる．そうした長期的関係とは，たとえ高信頼者が存在してい
たとしても，“しがらみ”に支配された旧来のムラ社会の様相を呈することだろう．このこ
とは，高信頼が原因で生じるジレンマの存在を指摘する．したがって信頼研究では高信頼
社会がもたらすジレンマについても，今後検討していく必要があるだろう．こうした事柄
も含め，次章ではこれまでの結果を踏まえた総合考察をおこなう． 
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 ほとんどの人は基本的に親切で善良である .939 -.096 -.007
 ほとんどの人は信頼できる .893 -.012 -.028
 ほとんどの人は基本的に正直である .622 .320 -.136
 私は人を信頼する方である .559 .003 .130
 ほとんどの人は他人を信頼している .417 -.099 .277
-.086 .855 -.011
 相手のポイント委託（または分配）量に怒りを感じた .020 .567 .000
 ペアを組んだ人のポイント委託（または分配）量は公正であった -.040 -.531 -.113
.022 -.251 -.168
.038 .090 .975
第1因子 ―
第2因子 .437 ―
第3因子 .201 .122 ―
最尤法　プロマックス回転
因子間相関
第3因子
 ペアを組んだ人がなぜそのようなポイント委託
 （または分配）をしたのか理解できる
 ペアを組んだ人が委託（または分配）
  してくれるポイントに不満を感じた
 質問項目 第1因子 第2因子
 たいていの人は、人から信頼された
  場合、同じようにその相手を信頼する
 一般的信頼
 　ほとんどの人は基本的に親切で善良である
 　ほとんどの人は信頼できる
     ほとんどの人は基本的に正直である
 分配的公正
 　相手のポイント委託（または分配）量に怒りを感じた
 　ペアを組んだ人のポイント委託（または分配）量は公正であった (逆転)
 質問項目 Cronbach's α
 　ペアを組んだ人が委託（または分配）してくれるポイントに不満を感じた
.88
.67
付表 4-1 「一般的信頼尺度」と「分配的公正尺度」の因子分析結果 
 
付表 4-2 Cronbach’s αによる信頼性分析の結果 
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第 5 章 結論 
 
 
本研究では都市/村落の地域比較データ，震災前後のパネル・データ，そして実験データ
を使用して，人々の一般的信頼がどのようにして生成されていくのかという過程を検討し
てきた．最終章となる本章では，第 1～4 章までのそれぞれの論点と結果の要約を示し，そ
れらについての総合的な考察を加えて結論を提示する． 
 
1 各章の要約 
1.1 第 1 章の要約 
 第 1 章では，これまでの信頼研究の概要をまとめ，山岸（1998）の「信頼の解き放ち理
論」が提唱されるまでの動向をレビューした．その後，「解き放ち理論」にかんする問題点
を主に 3 つあげて，先行研究の結果と照らし合わせたうえでの齟齬や矛盾を指摘した．ま
ず 1 つ目の問題点は，「安心」と「信頼」を対立的な概念であると捉えていることであった．
山岸自らが情報に依存しない「信頼」と「安心」につながる情報をもたらす「信頼性」が
共進化するという過程の存在を主張していることからも，そこには矛盾が生じていると考
えられる．2 つ目の問題点は，「安心」と「信頼」という 2 つの概念に対して偏った評価を
しているということであった．特に「信頼社会（のアメリカ）」を高く評価する一方で，低
信頼である「安心社会（の日本）」に低い評価をしていたことについては，多国間比較のデ
ータを用いることで反証をすることが可能であった．さらにこうした齟齬や矛盾が生じる
原因はすべて，3 つ目の一般的信頼の生成過程が不明であるということに集約することが
できる．山岸は進化的アプローチを採用し，「社会的不確実性」が高く，それでいて「機会
コスト」も高い社会では，「一般的信頼」を高く持つことが適応的
．．．
であることを主張しては
いたが，人々が具体的にどのような段階を経て一般的信頼を高めているのかについては言
及していなかった．唯一それらしき事柄について触れていたのが，社会的知性の 1 つであ
る見極め能力を高めることに付随して，一般的信頼も高まるという説明であった．だが見
極め能力の的中率も，一般的な他者対する信頼を抱かせるほどの精度を有してはおらず，
「解き放ち理論」で主張されている過程を強く裏づけるほどの論拠ではなかった．以上の
ことから，本研究では 3 つ目の問題点である信頼生成過程に焦点を絞り，それを明らかに
することを目的とした検証をおこなった． 
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1.2 第 2 章の要約 
 第 2 章では，都市部（東京都板橋区）と村落部（新潟県栃尾市（現長岡市））という特性
の異なる 2 地域で採取したデータを用いて，地域間比較を実施した．その背景として，山
岸（1998，1999）の「解き放ち理論」における「社会的不確実性」と「機会コスト」に着
目した，次のような議論がある．都市的な状況下では匿名性が高まり，そのことによって
非協力への誘因が増大する．しかし不確実性を恐れて関係の構築を避けていたのでは，よ
り高い利益の獲得につながる潜在的な取引相手を失ってしまう．そのため，都市的状況へ
適応するためには他者の信頼性を見抜く能力が必要となり，そうした見極め能力をもとに
未知の他者との関係を構築する経験を積む中で，一般的信頼を高めることが可能となる．
これに対して，村落部では人間関係が特定の人々との間で固定されており，また外部との
人間関係も希薄なため潜在的な取引相手はほとんど存在しない．加えて裏切りや搾取をお
こなえば，そのことがコミュニティの成員に知れ渡り，制裁を受け孤立してしまう（「やく
ざ型コミットメント」）．このように，非協力行動が利益どころか損失につながることが明
らかであるならば，取引における不確実性を心配する必要はない．こうした状況下では，
他者の信頼性を見抜く必要はなくなり，その副産物である一般的信頼が醸成されることも
ない．したがって，都市部と村落部で比較をした場合，都市部の方が一般的信頼の水準は
高くなると考えられる． 
一方で山岸の予測とは異なり，実際には都市と村落間での一般的信頼の水準に統計的に
有意な差がないとの報告をしている先行研究（与謝野・林 2005 など）も存在する．そこ
で，先行研究で山岸の予測を裏づける結果が得られなかったことについて，3 つの仮説を
立て検証をおこなうことにした．第 1 の仮説は，村落部の都市化が進んで社会的不確実性
と機会コストが都市部並みに高まったことで，村落部住民の一般的信頼が上昇したという，
「開放化仮説」であった．2 つ目は都市部の信頼生成過程が「解き放ち理論」を支持した
のに対して，村落部では「還元アプローチ」と類似した信頼生成過程が存在する可能性が
示唆されたという，与謝野・林（2005）の研究を受けて立てられた「信頼生成過程相違仮
説」であった．そして最後の仮説は，人により想定する信頼の概念が異なることで，一般
的信頼尺度（山岸 1998）が正確に一般的信頼を測定できていなかったという「尺度的妥当
性仮説」であった．なお，本研究では 3 つの仮説のうち「開放化仮説」と「信頼生成過程
相違仮説」に対象を絞り，実証をおこなった．（3 番目の「尺度的妥当性仮説」を検証する
ためには膨大なデータが必要となり，個人での研究遂行には困難が生じるため「尺度的妥
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当性仮説」は本研究の検証対象からは除外した．） 
仮説の検証に移る前に，山岸（1998）が用いた一般的信頼尺度を使用して，その水準を
地域間で比較した．その結果は与謝野らの先行研究と同様に，都市部と村落部の間で一般
的信頼の水準に統計的な有意差はないというものだった．この結果を受けて，次に「開放
化仮説」の検証に際して「開放性」を都市/村落間で比較するため，Fischer（1982=2002）
の研究に準じた「パーソナル・ネットワーク（知人の種類と地理的近接性によるサブカテ
ゴリーあり）」，「居住期間」，「伝統主義」の比較をおこなった．同時にパーソナル・ネット
ワークにかんしては，相川（1998）が提唱した「封鎖性指標」も使用して開放性を検討し
た．パーソナル・ネットワークの分析からは，村落部ではつき合いが近場に集中している
が，都市部では遠方との関係が多いことが示された．加えて，「封鎖性指標」も村落部で高
くなっていた．さらに「居住期間」と「伝統主義」も村落部で有意に高く，Fischer の一連
の結果を支持していた．こうした地域間比較の分析結果からは，村落都では都市部に比べ
て開放性の程度が低いことが示された．したがって，村落部が開放的になったことで一般
的信頼の水準が上昇したという「開放化仮説」は支持されなかった． 
つづいて 2 つ目の仮説である「信頼生成過程相違仮説」の検証をおこなった．ここでは
安心社会に特有とされる，固定的なコミットメント関係にとどまろうとする「コミットメ
ント傾向」と信頼社会を特徴づける「一般的信頼」を分析の中心的な変数として用いた．
また，これら 2 変数はパーソナル・ネットワークから大きな影響を受けていると考えられ
たため，長期的な関係である「従来の知人数」と，1 年以内に構築された比較的新しい関
係である「1 年以内の知人数」という変数も分析に使用した．まず，これらの変数の関連
を大まかに捉えるため，偏相関係数（「年齢」，「性別」，「教育年数」，「年収（log）」，「居住
期間（居住年数/年齢）」を統制）を算出した．そこでは，村落部において「1 年以内の知
人数」と「従来の知人数」の間だけに正の相関関係がみられた．都市部では「一般的信頼」
と「1 年以内の知人数」の間に有意な正の相関関係があった．また「1 年以内の知人数」と
「従来の知人数」の間には有意な負の相関関係も存在しており，2 つの知人数の変数の関
係は村落部と反対のものとなった．都市部の結果は，見知らぬ人と新たな関係を結ぶこと
が信頼を増強し，それによってコミットメント関係からの離脱が促されたことで一般的信
頼が生成されると解釈でき，「解き放ち理論」の存在を暗示するものであった．だが村落部
の結果については，既存の理論と整合的な点はみられなかった．そのため，重回帰分析を
用いて因果の方向を定めつつ，信頼生成過程を検討することとした．なお，ここで検討す
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べき事柄は地域間での信頼生成過程の違いであるため，従属変数を「一般的信頼」にした
モデルを立て，地域ごとに異なる独立変数の効果を調べた．また，この分析では「コミッ
トメント傾向」という行動傾向としての独立変数の影響のみならず，「1 年以内の知人数」
と「従来の知人数」という異なる種類の社会関係を表す独立変数が信頼生成に与える影響
についても考慮した．そのために，「コミットメント傾向」という行動傾向を測定した変数
と，「居住期間」，「1 年以内の知人数」，「従来の知人数」という社会関係に影響する変数や
実際の行為の結果として現れる変数との間で 2 要因の交互作用変数を作成した．これら加
えて，一般的信頼の生成に大きく影響すると予測された，「1 年以内の知人数」および「従
来の知人数」という知人数にかんする変数と，「コミットメント傾向」については，「1 年
以内の知人数」×「従来の知人数」×「コミットメント傾向」という 3 要因の交互作用変数
も作成してモデルに投入した． 
結果は以下のようになった．村落部のモデルでは 10％水準の有意傾向ではあったものの，
「一年以内の知人」×「従来の知人」×「コミットメント傾向」の 3 要因の交互作用変数に
負の効果がみられた．さらに単純傾斜性の検定からは，村落部では「コミットメント傾向」
が高い者だけに，「従来の知人数」と「一年以内の知人数」が多くなるほど，「一般的信頼」
が高まることが示された．他方の「都市部」モデルでは主に「一年以内の知人」×「コミ
ットメント傾向」に有意な正の効果があった．つづいて村落部と同じように実施した単純
傾斜性の検定結果からは，都市部で新しい知人関係を構築できていない者は，コミットメ
ント傾向に埋没することで一般的信頼が低下することが明らかとなった． 
以上は，都市部では新たな他者とかかわる傾向が高いほど一般的信頼が高まるという，
「解き放ち理論」で述べられている過程に沿うような形で信頼が生成されていることを示
唆するものであった．これに対して村落部では，特定の他者との関係から構築される個別
的信頼をはじめとした情報に依存する信頼を構築し，そこでの関係を担保することによっ
て見知らぬ他者と関係を持つことが可能となることを示唆するような結果が得られていた．
つまり村落部においては，初期段階では「還元アプローチ」が作動しており，その後「解
き放ち理論」の過程を経て一般的信頼が強化されていくという，二段階の信頼生成過程が
成立していることが明らかになったのである．このように第 2 章では，都市部と村落部で
信頼生成過程が異なるのみならず，都市部では「解き放ち理論」，村落部では「二段階信頼
生成過程」に従って人々が一般的信頼感を醸成している可能性が示された． 
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1.3 第 3 章の要約 
第 3 章では，第 2 章で村落部においてみられた二段階の信頼生成過程についての考察を
深めることを主な目的としていた．そのため固定的で親密な関係からでも一般的信頼が生
成される可能性について，社会的資源量からの説明とは異なるアプローチを用いた説明を
試みた．それに加えて，二時点で採取したパネル調査の継時データを分析することにより
信頼生成過程の循環的な側面に対して，時間的因果の方向を特定することも試みた．前章
では一時点のデータを用いた分析に終始したため，信頼生成過程を論じていながらも一般
的信頼の変化を具体的に捉えることができていなかった．また，知人が多いから信頼が高
まるのか，それとも信頼が高いから知人も多いのかという因果関係が特定できておらず，
どのようにして一般的信頼が強化されていくのかということを示すには至っていなかった．
こうした課題を解消することは，信頼生成過程を論ずるうえでの基礎を固め，発展的に議
論を展開するため非常に重要である．なお，分析で使用したデータは東日本大震災の被災
地となった宮城県において，震災から半年後の 2011 年 9 月 11 日と 14 か月後の 2012 年 5
月 11 日に採取したものであった．誤解を恐れずにいうならば，ここでの調査データは震災
という社会状況を一変させる出来事を経た後の，人々の他者に対する信頼の変化を捉えた
社会実験にも似た側面も有している．そのため，これを用いることにより通常の状況下で
信頼の変化を追った調査よりも明確に，人々の一般的信頼がどのように変化し生成されて
いったのかという過程を追うことが可能となっていた． 
なお，既に述べたように本章では親密な関係からでも，一般的信頼が生成され得る可能
性について考察を深めることを目的としていた．さらに，親密な関係の中でも本章で注目
したのが，Putnam（1993=2001, 2000=2006）の社会関係資本論にもとづく信頼生成過程お
よび，金澤（2008）による「複合型仮説」の議論であった．これらの議論は数ある中間集
団のうち，居住地域内の人々に対する信頼（本研究では「地域信頼」と定義）を拠りどこ
ろとして，それが徐々に一般的信頼へと拡張されることを想定したものである．こうした
過程は，第 2 章でおこなった村落部のデータの分析結果から示された，二段階の信頼生成
過程と同一のものと考えられる．「解き放ち理論」では新たな人々との関係が信頼を生成・
強化することを論じていたが，そのような新規の関係構築に「地域信頼」が正の影響を及
ぼしていたのだとすれば，そのことは二段階信頼生成過程の存在の裏付けとなる．さらに，
上記の事柄が支持されることで，第 2 章の都市部における結果に対する解釈も異なってく
る可能性がある．なぜならば，都市部では見かけ上は「解き放ち理論」が支持されたよう
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であったが，実際には多くの住民が二段階信頼生成過程の第二段階の過程に進んでいただ
けであり，実際には都市部と村落部で同じメカニズムのもと信頼が獲得されているかもし
れないためである． 
上記の事柄の検証するため，「地域信頼が高い者ほど一般的信頼の水準は高くなり，地域
信頼が低い者は一般的信頼の水準が低い」という仮説を立て，これについてのパネル・デ
ータ分析をおこなった．分析に用いた主な変数は従属変数としての「一般的信頼」の他に，
独立変数である「地域信頼」，「地域活動活発度認知」，「地域内活動参加度」，「クラブ・サ
ークル，ボランティア・市民活動への参加度」，「（震災後に）援助を受けた見知らぬ人の数」，
「援助を受けた近所の人の数」であった．これらは，社会関係資本の測定指標である SC-IQ
（Grootaert et al. 2003）などを参考に作成したものであった．まず，固定効果モデルを用い
て，いずれの独立変数が「一般的信頼」に影響を及ぼしたのかを検討した．すると「地域
信頼」が，独立変数の中では唯一有意となり，そこには正の効果がみられた．また，個人
内の一般的信頼の変化に対するモデルの決定係数も R2（within）=.216 となり，一定の説明
力を持つものであった．そのため，「地域信頼が高い者ほど一般的信頼の水準は高くなり，
地域信頼が低い者は一般的信頼の水準が低い」という仮説が支持され，「地域信頼」が「一
般的信頼」に影響する要因であったことが示された．しかし，「一般的信頼」が「地域信頼」
から生成される過程を示すためには，固定効果モデルでは十分に捕捉できなかった従属変
数間（および独立変数）の因果関係を探ることが必要となる．そこで，構造方程式モデル
を用いた縦断的モデルを作成し，変数間の因果関係の解明を試みた．分析結果から，「地域
信頼」の変数に「地域活動参加度」や「地域活動活発度認知」が正の効果を及ぼしていた
ことが示された．加えて固定効果モデルの結果と同じように，構造方程式モデルでも「地
域信頼」が「一般的信頼」に正の影響を与えていた．こうした結果は，地域との関わりが
深い人ほど，高水準の「地域信頼」を有するようになり，その「地域信頼」が高いほど「一
般的信頼」も高くなるという関係を表していた．このような過程は，なじみの地域関係を
介して一般的信頼を身につけるという点において，「還元アプローチ」として提唱されてき
たプロセスと類似していた．けれども震災以前の時点においては，「一般的信頼」へは「ク
ラブ・サークル活動参加度」が有意な正の効果を与えており，「解き放ち理論」で論じられ
たような信頼生成過程も同時に存在していた．これはコミットメント関係が一般的信頼を
毀損するという，山岸（1998）の主張を支持してはいなかった．このことは，信頼が親密
な人間関係に由来するという「還元アプローチ」と，開放的関係が一般的信頼を生成する
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とした「解き放ち理論」の過程が相互排反ではなく，併存し補完し合っていることを指し
示していた．それはつまり，金澤の「複合型仮説」や，本研究が考える二段階の信頼生成
過程が普遍的に作動していることを意味するものであったと考えられる． 
 
1.4 第 4 章の要約 
第 4 章における目的は，二段階信頼生成過程が作動するために必要な要因を考察し，そ
れがいかにして維持されているのかを検証することであった．第 3 章で示したように一般
的信頼を獲得するプロセスにおいては，最も身近で頻繁に接触する中間集団である地域コ
ミュニティへの「地域信頼」が，重要な役割を果たしていると予想される．Coleman
（1990=2004）と Putnam（2001=2006）はともに，こうした居住地域への信頼が確立される
ためには，地域の住民同士が「互酬性規範」を共有している必要があると述べた．ただし，
互酬性規範が長期に渡って維持されるための要因としてあげた事柄については，両者の主
張に違いがある．Coleman は監視とサンクションによって互酬性規範が維持されるとした
が，Putnam は互酬性の規範が高信頼（=高い一般的信頼）により維持されると主張してい
るためである．けれども，Coleman の主張は監視とサンクションが高信頼によってもたら
されていると読み替えが可能であり，実際には「高信頼」と「監視とサンクション」は互
換的な関係にあるといっても問題はない．さらに，これまでのジレンマ状況下での取引ゲ
ームを用いた実験では，高信頼者は取引相手が裏切りや搾取という不誠実な行為を働いた
場合，相手に対する評価や委託金額を速やかに低減させる傾向があることが明らかにされ
ていた（e.g. 垣内・山岸 1997; 小杉・山岸 1995）．こうした事例は，「解き放ち理論」に
おいて高信頼者が，コミットメント関係から速やかに離脱可能であることを裏付ける論拠
とされていた．だが，このことは固定的な関係へと状況を置き替えた場合，高信頼者が監
視とサンクションをおこなうことで，規範を維持する傾向があることも暗に示していると
思われる．以上のことを第 2～3 章の知見とあわせて考えてみたい．すると，高信頼者がコ
ミットメント関係にいることで信頼の基礎が構築され，そこから外部との関係を拡大する
ことで一般的信頼が生まれるという過程が存在していると推測される．これは，「（コミッ
トメント関係に由来する）安心が信頼を破壊する」とした山岸（1998）の主張とは反対に，
「高信頼者のいるコミットメント関係が信頼を生む」可能性があることを示唆している．
そこで，高信頼者がコミットメント関係にいることで，互酬性の規範を維持するため逸脱
者にサンクションを加えるのか，そしてなぜ高信頼者はそのような行為に至るのかという
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事柄を検証した．これにより上述の過程が存在する可能性を検討し，二段階の信頼生成過
程（ないしは「複合型仮説」）が作動するために必要となる要因の解明を試みた． 
第 4 章における主な仮説は次の 2 つであった．第 1 の仮説は「継続的な関係において，
予測が外れ相手から搾取をされた場合，高信頼者は低信頼者以上にサンクションを加える
傾向がある」というものであった．監視とサンクションとは閉鎖的な低信頼社会における
適応方略であるとされていた（e.g. 山岸 1998: 38-40, 177）．そのため開放的な関係に適応
しているはずの高信頼者は継続的関係に置かれたとしても，逸脱行為に注目したり逸脱者
にサンクションを加えたりすることはないという可能性も考えられる．その場合，第 4 章
における議論で仮定していた，高信頼者がコミットメント関係にいることで互酬性の規範
を維持するため逸脱者にサンクションを加えるという事柄が成立しなくなる．第 1 の仮説
は，こうした議論の出発点となる前提を検証するために立てられたものであった．なお，
ここでは，森本ら（2008）による「戒め」としてのサンクションと「報復」としてのサン
クションを区別した．「戒め」としてのサンクションは，次回の取引における「委託量」に
よって定義した．そして，「報復」としてのサンクションは，「棄却量/相手暫定ポイント比
率」によって定義した．このようにして，どういったサンクション行動がとられる傾向が
あるのかについても弁別できるようになっていた．第 2 の仮説は a 仮説と b 仮説で構成さ
れていた．a 仮説は「搾取されたときには，高信頼者の方が低信頼者よりも不公正を強く
感じる傾向がある」というものであった．山岸は，高信頼者は認知的資源を投資すること
によって，相手の信頼性を予測していると主張していた．そのため，仮に予測が外れて相
手から搾取されてしまった時には，取引での損失に加えて高信頼者は低信頼者よりも認知
資源の投資という労力を費やした分だけ多く損をしてしまったと感じるかもしれない．そ
のことを検証するために立てられたのが，a 仮説であった．さらに Falk et al.（2005）は，
不公正感の生起に伴う心理的緊張や不満を解消する行動として，サンクションがあるとし
ている．高信頼者が取引相手に対して多くの不公正を感じてしまうのであれば，その不公
正感の解消のため相手に多くのサンクションを加えるということが，Falk らの先行研究か
ら予想される．こうした不公正感の解消のためのサンクション行動が，はからずもコミッ
トメント関係内の互酬性規範を維持することとなり，それが地域に対する信頼の醸成へと
つながることで，一般的信頼獲得のための基礎が作られていると考えられる．こうしたプ
ロセスの存在を証拠立てるのが，「搾取されたときに不公正を強く感じる者ほど，「報復」
として多くのサンクションを加える傾向がある」という，b 仮説なのであった． 
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上記の仮説群の検証手段として，第 4 章では信頼ゲームを発展させた取引ゲームを用い
ての実験室実験を採用した．このゲームにはドナーとレシピエントという役割が存在して
おり，コンピュータ上でそれぞれが任意にポイントを委託ないし分配することができるよ
うになっていた．さらに，各試行の終了時点でドナーとなった者にはレシピエントからの
ポイント分配に対してサンクションを与える機会が設けられていた．また，ペアの変更は
不能であり，ゲームの終了もランダムに決定されるため，裏切りをおこなう者とペアとな
ってもその相手との間で繰り返しゲームをおこなわなくてはならなくなる可能性があると
教示された．ただし，そこにはディセプションが含まれていた．被験者は全てドナー役に
なり，レシピエント役となるのは，必ず裏切りをおこなうように設定されたコンピュータ・
プログラムであった．加えて，ゲームの繰り返し回数は 3 回となるような仕組みが設けら
れていた．取引終了後，被験者には質問紙を配布して，ゲーム中に感じた不公正の程度や
一般的信頼の水準を測定した．こうして得られたデータをもとに，被験者の特性とゲーム
における分配行動やサンクション行動との間に，仮説にあげたような関連があるのか統計
的に分析した． 
仮説 1 の検証のため，「一般的信頼」低・中低・中高・高の 4 群間で，サンクション量の
違いを分析した．そこでは，2 つの分析がおこなわれた．まず「一般的信頼」の 4 群間に，
「戒め」としてのサンクション量の違いがあるかみるため，「委託量」を従属変数，独立変
「一般的信頼」×「試行回数（対応あり）」を独立変数とした 2 要因分散分析がおこなわれ
た．その結果，「試行回数」にだけ有意な主効果（F（2, 138）=29.33, p <.001）があり，多重比
較の結果から試行回が進むにつれて全体の「委託量」が減少していったことが示された．
つづく 2 つ目の分析では，「一般的信頼」の水準により，「報復」としてのサンクションに
違いがあるかを検討するため，「棄却量/相手暫定ポイント比率」を従属変数，「一般的信頼」
×「試行回数（対応あり）」を独立変数とした 2 要因分散分析がおこなわれた．そこでは「一
般的信頼」の主効果（F（3, 69）=3.86, p <.05），と「試行回数」の主効果（F（2, 138）=6.84, p <.01）
が有意となった．また「一般的信頼」の主効果の多重比較の結果，中高群と高群の間にだ
け 1%水準の有意差があり，信頼高群が中高群よりも「報復」のためのサンクションを加
えていた．同じように「試行回数」の多重比較では，「1 回目」と「3 回目」の試行の間に，
1%水準の有意な差を確認することができた．そして，全体として 3 回目の試行では，1 回
目よりも多く「報復」としてのサンクションを加えていたことが明らかとなった．以上の
ように「報復」としてのサンクションと定義した，「棄却量/相手暫定ポイント比率」には
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「一般的信頼」の水準による差異が存在していた．さらにそれは，一般的信頼高群の方が
中高群に比べて多くの「報復」的サンクションを加えるというものであった．これは仮説
1 と完全に整合してはいないが，一般的信頼がより高い者の方が多くのサンクションを加
えるという点では仮説を支持する結果であった． 
つづいて仮説 2a および仮説 2b という関連した仮説についての分析をおこなった．仮説
2a の検証のために「一般的信頼」と「分配的不公正」という 2 変数を用いた単回帰分析と，
1 要因の分散分析をおこなった．「分配的不公正」を従属変数にした単回帰分析では，独立
変数である「一般的信頼」の回帰係数が正の有意な値となった．分散分析でも「一般的信
頼」群間で，「分配的不公正」に有意差があった（F（3, 69）=7.32, p <.001）．その後の多重比
較から，一般的信頼高群とその他の群間（低，中低，中高）には，「分配的不公正」を感じ
る程度に有意差が存在していたことも示された．これらは，一般的信頼高群に属する被験
者は裏切り行為による搾取に対して，他の群のいずれよりも高い不公正感を抱いていたこ
とを指し示している．こうした結果から仮説 2a は支持された．また，ここでの結果は仮説
1 の分析における，「報復」としてのサンクションの「一般的信頼」の主効果と対応してい
た．そのため，一般的信頼が不公正感を媒介してサンクション行動に至るという，本研究
の予測を支持するメカニズムの存在が推察された．これを受けて，「一般的信頼」，「分配的
不公正」，「報復」としてのサンクションという 3 つの要因の関係を明確にすべく，仮説 2b
の検証を実施した．使用した分析手法は，「棄却量/相手暫定ポイント比率」を従属変数と
し，独立変数を「一般的信頼」，「分配的不公正」，「試行回数」とした 3 要因分散分析（対
応「なし」×「なし」×「あり」）であった．結果では，「分配的不公正」×「試行回数」に
は，10%の有意傾向ではあるものの，交互作用効果が存在していたことが確認された（F（6, 
120）=2.15, p <.10）．その後の交互作用の単純主効果の検定をおこなったところ，「分配的不
公正」における「試行回数」および，「試行回数」における「分配的不公正」の効果がそれ
ぞれ有意となり，各変数の群間で差異が生じていた．そのうえで，それらのどこに差異が
あるかを調べるための多重比較をおこなった．すると，同じ水準の「分配的不公正」群で
も「試行回数」を追うごとに「棄却量/相手暫定ポイント比率」が増える傾向と，同じ「試
行回数」内でも「分配的不公正」が高い群ほど「棄却量/相手暫定ポイント比率」が高くな
る傾向が全体で観察された．これらは，「分配的不公正」を多く感じるほど，そして「試行
回数」を重ねるほど「報復」としてのサンクションを加えたことを表すものであった．ま
た，こうした結果は，仮説 2b を支持するものであった． 
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実験データの分析から高信頼者は逸脱者へ（「報復」としての）サンクションを多く加え
る傾向が示されたが，このことは搾取に対して，より強く不公正を感じたことが原因で引
き起こされていると検証された．さらに，こうした高信頼者が不公正感の解消のためにお
こなうサンクション行動は，コミットメント関係における一種の懲罰システムとして機能
していると推測された．以上のように第 4 章における知見は，Putnam および Coleman が主
張する信頼構築のシステムが，地域内に存在する高信頼者の特性に由来していることを示
唆するものであった． 
 
2 導出された信頼生成過程 
 それぞれの章を要約する過程で提示された本研究の知見は，以下の 5 点へと集約できる． 
 
①「信頼の解き放ち理論」で予測された，都市部の人々の方が村落部の人々よりも一般的
信頼が高いということはない．両地域における住民の一般的信頼の水準は同程度である． 
②都市部では「信頼の解き放ち理論」で主張されていたように，見知らぬ人々と知り合う
ことで一般的信頼が獲得・強化される傾向がある．一方の村落部では，初期段階におい
て「還元アプローチ」で述べられていたような濃密な人間関係を構築している．そして
その後に，見知らぬ人々との間で新たな関係を結ぶことで一般的信頼が獲得されるとい
う，二段階の過程を経て信頼が生成される傾向がある． 
③時間的な流れでみると，全体的に居住地域の人々との間で濃密な関係を構築した後に，
新規の人間関係を構築することで，一般的信頼が生成される傾向がある．そのため②の
知見は，都市部と村落部では全く異なる信頼生成のメカニズムが作動していることを意
味するものではない． 
④コミットメント関係を維持していても，一般的信頼の生成は阻害されない．それどころ
か，コミットメント関係は一般的信頼を生成するための基礎となる．特に地域コミュニ
ティにおけるコミットメント関係が重要な役割を果たしている．ただし，コミットメン
ト関係に埋没するのみで新しい関係が構築されない場合は，一般的信頼は生成されない． 
⑤高信頼者，低信頼者ともに長期的関係において裏切りや搾取という逸脱行為を働く者に
対してサンクションを加える．そして，サンクションは逸脱行為がつづく限り強化され
る．特に，高信頼者は搾取を受けた場合，低信頼者よりも不公正を強く感じる．また，
不公正を強く感じている者ほど，報復としてのサンクションを多く加えるため，高信頼
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者は低信頼者より多くサンクションを加える傾向がある． 
 
つづいて①～⑤から示唆される一般的信頼の生成過程について，これまで本研究が論じ
てきた事柄を踏まえながら考察をおこなう． 
まず原初的な信頼（基礎的信頼）の発生は Erickson（1950=1977）の主張にあるとおり，
母子関係をはじめ，肉親などといった非常に親密な者同士の間で構築されると考えられる．
その後，進学などを経験することで友人や隣人とのつき合いが発生して，信頼の対象が他
人へと移行していく．ただしこの時点では，辻・針原（2010）が中学生の信頼概念を測定
した際，見知った者への信頼（山岸の言葉でいうと「安心」に相当）が“信頼”として認
識されていたことからもわかるように，その対象は人間一般へと般化されるには至ってい
ない．そのため，この段階にとどまりつづけている者は，一般的信頼を育てられずに低信
頼者となってしまう可能性がある．だが，社会生活を送る中で次第に，（個別に信頼のおけ
る）友人・隣人とのつき合いを通じて，私的な関係と公的な関係の間にある中間集団の活
動に参加する機会が生じることになる．そのうちの 1 つが，本研究において対象としたよ
うな地域コミュニティの活動である．そこでは，時折見かける程度の，なじみの薄い他者
ともつき合いを持つ状況が発生するだろう．だが，なじみの薄い者同士の交流であっても，
地域コミュニティのような場では，一方的な裏切りや搾取といった行為は頻繁に発生する
ことはないだろう．なぜならば，そうした集団の内部では互酬性の規範が共有されている
ためである（Lin 2002: 145=2008: 185）． 
そのような規範は，評判システムのような相互の監視とサンクションによって維持され
るが，その中心的役割を担うのは，集団内に存在している高信頼者であると考えられる．
高信頼者は多くの人々との交流が可能であるため，彼らの活動は当該の集団を離れた場所
でおこなわれることもあるだろう．けれども特別な事情でもない限り，彼らがそこに存在
する人間関係と完全に離断された生活を送ることもないはずである．とりわけ地域コミュ
ニティのような集団であれば，高信頼者といえども日常生活は，その集団の範囲（居住地
域のような）内で営むことになる．したがって，地域コミュニティの活動のような同一集
団の活動には，高信頼者であってもある程度関与しつづけることになるはずである．また，
高信頼者は他者との交流に際して認知的資源の投資をおこなうことで，相手の信頼性の見
極めをしている．その帰結として認知バイアスを伴ったヒューリスティクス，つまり「一
般的信頼」が発現する．だがそうであったとしても，万が一裏切りを受けた場合には，認
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知資源の投資をしている分だけ高信頼者は多くの不公正感を抱いてしまう．そして，その
不公正感を解消するため，高信頼者ほどサンクションを加えることになる（それが，⑤の
現象である）．そこでのサンクションは，関係が解消可能なものであれば，逸脱者との関係
離脱という形で表れることになるだろう．しかし，地域コミュニティ内の人間関係のよう
に継続的で，成員の流動性が比較的低い状況においては，サンクションは報復的な意味を
含んだ制裁として逸脱者に加えられることになる．そうしたサンクションが強力な抑止力
として働くことにより，互酬性の規範は集団成員の間で維持されることになる．その結果，
地域コミュニティのような中間集団内においては，なじみの薄い成員同士であったとして
も，裏切りや搾取を過度に警戒せずに交流が可能となるのである． 
こうした中間集団的な性質を有するグループにコミットするということは，裏切りにあ
う危険性を低く抑えつつも，完全に懇意の仲にあるとはいえない他者と知り合う機会を得
ることにつながる．このようにリスクが抑えられているにもかかわらず，なじみの薄い他
者とのつき合いを拒み親しい人々とのみ関係を維持するということは，機会コストを上昇
させてしまうことになる．そのため，知り合う機会があれば，人々はそれを利用しようと
試みることだろう．加えて，一旦ある集団にかかわると，集団全体で実施する活動を通じ
て，どのような人であれば任せた仕事を滞りなく実行してくれるのかを考えなくてはなら
ない場面に遭遇するはずである．（地域コミュニティであれば，祭りといった地域内のイベ
ントをおこなうための責任者を選出するといった状況がそれに該当する．）そこでは，集団
の構成員の信頼性を見極める能力が必要となってくる．そうした能力とは荒井（2006, 2009）
がいうように，「解き放ち理論」で想定されている見極め能力と同一のものであると考えら
れる．このように，特定の集団へ関与する際にも，人々の間にはある程度の社会的不確実
性と機会コストが発生するため，見極め能力を養わなくては円滑に活動することは困難と
なる． 
なお，既に述べたように地域コミュニティのような中間集団では，定期的なイベントが
開催されることが多々ある．そのため，はじめは見極め能力を持たない者であったとして
も，当該の集団とかかわりを持っていれば，定期イベントの実施過程において半ば自動的
に新たな人間関係の構築や調整がおこなわれることになる．こうした出来事をいくつかこ
なしていくなかで，成員は見極め能力をはじめとする能力を大きな損失を被ることなく一
定程度涵養できるようになると予想される．したがって，地域コミュニティのような中間
集団は，一般的信頼を獲得するうえでの基礎的能力・技術の構築のための重要な場となっ
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ているといえるだろう．ここで述べた過程は，②～④の二段階信頼生成過程における「還
元アプローチ」期に該当するものである． 
ただし，この段階（「還元アプローチ」期）にいる者であっても，甚大な搾取を受けるよ
うな社会的不確実性や，潜在的損失を大きく感じさせるほどの機会コストには，実際に直
面していない．さらにいうと，いくら面識の薄い他者といえども，同一の集団に属してい
たり同じ地域に住んでいたりすれば，内集団意識（Tajfel et al. 1971）が働くことになる．
そのため，完全に外部から来た未知の者とつき合うような場合に比べて，意識の面でも行
動の面でも幾分か心安い接し方がなされることだろう．これらを鑑みると，「還元アプロー
チ」期において獲得されるのは，金澤（2008）の「条件付き信頼」であるといえる．よっ
て，このステージでは依然として一般的
．．．
な信頼が獲得されるには至っていないと考えられ
る．ただし，これは「（コミットメント関係に由来する）安心が信頼を破壊する」という山
岸（1998）の主張とは異なり，コミットメント関係だけからでは高い一般的信頼は生まれ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ない
．．
ということを表すものである．これらが含意するところの違いについては，注意をし
なくてはならない． 
こうして「還元アプローチ」期に獲得した，他者を信頼するための基礎的な技術と「条
件付き信頼」は，全く見知らぬ人々と関係を持たなくてはならない場面においても，補助
的な役割を果たすことが期待される．そのため， 地域コミュニティや何らかのクラブなど
といった集団に属する者はそうでない者に比べて，未知の者との対人関係の構築を円滑に
おこなえるようになるだろう．また，そうした体験を積み重ねることにより，世の中に存
在する他者を信頼しても大丈夫であるという考えが増強される．さらにその考えは，さら
に新規の関係構築を促す原動力となり，より多くの人々との交流を可能にするといった正
の循環を生み出すことになる．こうしたサイクルが出来上がることによって，一般的信頼
の獲得や強化がおこなわれるのだと考えられる．この段階が②～④の二段階信頼生成過程
における「解き放ち理論」期にあたり，以降は「解き放ち理論」に従った信頼生成が継続
していく．これが本研究の提唱する一般的信頼の二段階生成過程である． 
しかしここで，特定の中間集団にコミットしているような者たちが，どのようなきっか
けで全く見知らぬ人々とかかわる機会を持つようになるのかという疑問が浮上する．その
ような見知らぬ人々と関わる経路については，2 とおりのパターンがあると推測される．1
つ目はライフステージの変遷に伴う生活圏の拡大である（前出の辻・針原（2010）にも同
様の記述あり）．特に（主に大学への）進学や就職（および転職や職場の変更）は人々の生
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活圏を拡大させたり，新規なものにしたりする．そういった新しい学校や職場では（それ
どころか学校や職場以外の居住地でも），見知らぬ他者とかかわりを持たなくてはならない
機会が増大することになる．そこでは，周囲にある社会的不確実性と機会コストの増大が
発生し，否が応でも不特定多数の他者への対応を意識せざるを得なくなる．すると人々は，
これまでの安定的なコミットメント関係とは異なった生活スタイルを選択する必要に迫ら
れる．特に都市部ではその傾向が顕著なものとなるため，人々は早い段階で「解き放ち理
論」期のプロセスに移行していき，そこで一般的信頼を獲得することになるだろう．また
村落部であっても，居住地は村落であるが学校や職場が最寄りの都市部にあることは珍し
くない．このように生活圏が拡大することで，社会的不確実性や機会コストが増大してい
るという状況は十分に考えられる．そこでは，やはり都市部と同様に「解き放ち理論」で
示されているようなプロセスで信頼が生成されることになると予想される．ただし，居住
地が村落にあるのならば，日常の私的な時間はそうした地域コミュニティで過ごすことに
なる．そのため「解き放ち理論」期へ移行して一般的信頼を獲得している過程にあっても，
従来のコミットメント関係がかなりの割合で維持されるため，「還元アプローチ」への依存
度は依然として高いままであると推測される．これが本項の①の知見が得られたことの，
理由であると考えられる． 
2 つ目のパターンとして，地域コミュニティそれ自体が外部の見知らぬ人々との架け橋
となっていて，地域にコミットすることで新規の関係を構築することが可能になるという
ものがある．先に述べたように，高信頼者も地域コミュニティなどの中間集団には関与し
続けている可能性がある．けれども高信頼者が一般的信頼を獲得する過程では，見知らぬ
人と多数の関係を構築してきたと考えられるため，それに伴って多くの知人を有している
ことも予想される．すると，低信頼者であっても中間集団にコミットしていれば，内部に
存在している多数の知人を持つ高信頼者と知り合う機会を得られることになり，その人を
仲介して，新たな人々と関係を持つことができるようになる（e.g. Burt 2005; Lin 2002=2008）．
また既述したように，中間集団が地域コミュニティである場合などは，祭りといった催し
物が定期的に実施されることが多い．そうした比較的規模の大きなイベントでは，例えば，
単一の町内会だけではなく連合町内会などを通じて近隣地区の人々との連携をとり，計画
を遂行していかなくてはならない．そこでの協同作業を通じて，知らない者同士の間に新
規の関係が構築されることもあるだろう．コミットメントという言葉は閉鎖的な印象を与
えがちであるが，このように外部との新規の関係構築を促すような側面も有しており，そ
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れが一般的信頼の生成にも寄与しているのだと推測される． 
以上のように，地域コミュニティをはじめとする中間集団と関与することで作動する二
段階の信頼生成過程を経ることにより，一般的信頼は生成されているのだと本研究は結論
づける． 
 
3 研究成果とインプリケーション 
 本研究はこれまで異なる信頼生成のメカニズムとみなされていた，「還元アプローチ」と
「解き放ち理論」がそれぞれ異なる信頼生成の段階を構成しており，それらが中間集団，
特に地域コミュニティへのコミットメントを介しながら転成していく過程を明らかにした．
こうした流れを経ることで人々の間で一般的信頼が生成される可能性は，例えば Hooghe
（2008: 575-78）の議論105において仄めかされているものの，具体的な過程が示されるまで
には至っていなかった．また，「解き放ち理論」の提唱者である山岸（1998）は，「還元ア
プローチ」で培われた信頼とは，特定の他者の情報にもとづいた信頼であり，そのような
信頼が，他者一般への信頼である一般的信頼へと発展する過程が不明瞭であるとして，「還
元アプローチ」を否定していた．山岸の議論はミクロレベルの対象への信頼（例えば個別
的信頼）が，マクロな対象への信頼（一般的信頼）へと昇華していくミクロ－マクロ・リ
ンク過程の接合にかんしての問題提起と捉えることができるだろう．こうした議論に対し
て，本研究は地域が人々の有するミクロな信頼とマクロな信頼の間をつなぐ，膠のような
役割を果たしていることを示した．それにより「解き放ち理論」で明示されなかった信頼
生成のメカニズムを，従来の心理学理論である「還元アプローチ」との融合をはかりつつ
明らかにすることができた．さらに，その中で想定した，地域コミュニティに集う人を通
じた外部とのネットワークを構築することで一般的信頼が構築されるという過程は，「還元
アプローチ」の個別的な人への信頼が汎化されるとしたメカニズムとは異なるものであっ
た．これまで「還元アプローチ」の問題は信頼対象が違っているにもかかわらず，なぜ汎
化が起こるかということが問題とされてきた．これについて本研究が提示した信頼生成過
程では，「個別の人への信頼（=安心）」，「条件付き信頼」，そして「一般的信頼」の境界を
分けて考えているため，「還元アプローチ」への批判も回避できたという点においても優れ
                                                   
105
 Hooghe（2008）は Yamagishi and Yamagishi（1994）を引用しながら，情報に依存した信
頼が一般的信頼へと転化する過程で，ボランタリー・グループが仲介的な役割を担ってい
ると述べた．しかし，ボランタリー・グループがどのように個別的な信頼を一般的信頼へ
と導くのかは具体的に説明されていない． 
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ている． 
本研究を通じて提示された一般的信頼生成の過程は，人間に共通な進化的適応と，個々
人の発達や社会化の過程，そして周辺的な社会と人との相互作用を考慮したものである．
そこでは，ミクロかマクロどちらか一方の視点に偏りがちであった信頼に関する議論に，
中間集団としての地域コミュニティ，つまりメゾレベルの要因を加えることで両者の橋渡
しをおこない，理論的な発展を試みたものであった．これまで，コミットメント関係の維
持が人々の一般的信頼を低下させるとしていた「解き放ち理論」に対して，社会関係資本
論では，住民間のコミットメント関係が維持されている地域において一般的信頼が高めら
れるとの知見を提出していた．2 つの理論は反対の主張を展開しており，そこに共通する
ところはないと考えられてきた．本研究は，こうした先行研究に向けて次のような事柄を
インプリケーションとして提示したい． 
他者を信頼するための基礎を身につけるためには，まずコミットメント関係，特に個人
と社会の間を取り持つ中間集団に対するコミットメント関係が必要となる．しかし，既に
コミットメント関係を構築した人々とだけ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
交流していたのでは，一般的信頼は獲得できな
い．本当の一般的信頼を身につけたり強化したりするには，未知の他者との交流を経なく
てはならない．けれども，高信頼者が既存の関係を完全に離れてないがしろにするように
なったのでは，中間集団は衰退し後続の人々の他者を信頼するために必要となる基礎的能
力が育成されなくなる．コミットメント関係は一般的信頼の苗床であり，高信頼者こそが
そこに関与して，後につづく者たちの信頼を育てる機会を提供しなくてはならない．高信
頼者により地域コミュニティのような中間集団は維持され，低信頼者であってもそこに加
わることで，広い人間関係を築き上げるチャンスを得ることが可能になる．そして，そこ
での機会を生かして高い信頼を獲得した者が，再び当該の集団とかかわりつづけることで
他の人々の信頼の生成を促していく．こうしたサイクルの構築こそが，高信頼社会を目指
すうえで重要である． 
このことは高信頼社会への移行するために，常に人間関係を乗り換えていくようなつき
合い方をするべきであるという旨の山岸の主張を支持しない．だがそれと同時に，全ての
人々が何らかの集団や地域のために貢献するべきであるという，コミュニタリアニズムを
肯定するものでもない．地域コミュニティのような中間集団が信頼を獲得するために重要
な役割を果たしているとはいえ，そこへの参加を強制するような圧力が生じるようになっ
てしまえば，それは山岸が指摘した“しがらみ”に支配された社会の様相を呈することにな
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るためである．また，本研究では高信頼が逸脱者に対して多くのサンクションを加えるこ
とで，長期的関係の中での規範を維持しているということも示した．これは裏を返せば，
高信頼者で構成されている集団は，低信頼者によって構成されている集団以上に厳しい規
範が共有されており，少しの誤りも許容されない可能性があることを示唆している．この
ような高信頼がもたらすジレンマとも呼ぶべき現象は，実際に安達（2008）によって報告
されている．安達は「（一般的）信頼」について Barber（1983）や Putnam（1993=2001, 2000=2006）
を引用しつつ，本研究と同じように信頼の源泉は人々が同質的な地域基盤にあると考えた．
しかし，それと同時に安達の研究では，イギリスにおけるエスニック・マイノリティの包
摂政策に関する実証（自ら実施した聞き取り，社会調査データの分析を含む）をおこなう
中で，信頼が高いこと
．．．．．．．
が異質な人々を排斥する方向へと向かわせていることが示されてい
る．そして，地域内の信頼が高くともエスニシティが異なる者が当該の地域へと参入した
場合，文化的背景の違いから軋轢が生じることが発端となり，このような現象が生じるの
だと述べられている．そこでは，エスニック・マイノリティの人々が，文化の違いから意
図せずに既存の住民の信頼を裏切るような振る舞いをしてしまい，それに対するサンクシ
ョンが加えられることによって排斥が起こるのだという．さらにそのことは，サンクショ
ンを加えられる側から差異を許さない偏狭な態度として受け止められ，イギリスにおいて
深刻な対立を生む要因になっていると安達は指摘した．この事例は，他者が高信頼者の意
図に反する行動をとったとき，高信頼者が大きなサンクションを加えるという本研究の知
見と一致するものであり，その作用が負の方向に働いた場合に発生するかもしれない問題
を浮き彫りにしている． 
高信頼社会が達成されたとしても，それだけで社会が円滑に運営されるという保証はな
い．それどころか，高信頼ゆえに引き起こされてしまう問題についても，考慮しなくては
ならない．本研究が示したように，地域コミュニティが信頼生成のうえで重要な役割を負
っていたとしても，安達が指摘するように流動性・多様性の高まった社会では，そのこと
が対立を生む原因となるかもしれないためである．それはすなわち，信頼とはそれ単体で
機能するものではなく，他の人的/社会的な要因との相互作用によってはじめて効果を発揮
するのだということを，念頭に置くべきであることを意味する．安達はWalzer（1997=2003）
を引用して，イギリスのような多様化が進んだ社会において高信頼が機能するためには，
異質な他者を受け入れるために必要な「寛容」が醸成され，人々の間で共存を図ろうとす
146 
 
る態度が構築されなくてはならないと述べた106．なお，信頼と寛容の関係についていうと，
2 つの概念間で高い正の相関があることは『世界価値観調査』等の分析から明らかにされ
ている（Inglehart and Baker 2000; Inglehart and Welzel 2005; Norris 2001）．こうした先行研究
の知見と安達の主張の間には不一致がみられる．だが，こうした不一致が生じることこそ
が，時として過剰な信頼による逆機能が働くことの徴証であるといえるだろう．多くの場
合で信頼は寛容をもたらし，社会の融和と統合を促進する要因として機能する．それは社
会関係資本論や「解き放ち理論」でこれまで繰り返し述べられてきたことである．しかし
ながら，そうした結果は複数存在し得る均衡点のうちの 1 つの状態でしかなく，ある社会
状況下では安達の知見や Portes（1998）の負の社会関係資本といったように，対立や困難
を生む原因となるかもしれないのである．よって，信頼を持つことによるリスクやジレン
マについても慎重に考えていく必要があるだろう．そして本研究が実験を通じて示した信
頼のサンクション機能は，そういった事例を説明するための手掛かりとなり得るものであ
ったといえる． 
また，上記の議論は日本で効率的な社会の実現を達成しようとするのであれば，信頼の
みならず，信頼の正の側面を引き出すその他の要因を醸成していかなければならないこと
も示唆している．それは，既に述べたような「寛容」であるかもしれないし，さらに他の
要因である可能性もある．今後はそれらを究明していかなくてはならない．それと同時に，
信頼自体についても，その機能が正の方向に作用する場合と負の場合に作用する場合があ
ると諷示された以上，どういった状況が機能の分岐を生じさせるのかについても解明して
いかなくてはならない．そのためには，他国との比較をするだけではなく，日本社会の現
況と人々が有する信頼との関連を慎重に見極め
．．．
ながら研究を進めていく必要がある．本研
究が明らかにした信頼の生成過程は，こうした事柄の重要性を考えるうえでも新たな視点
を提示するものであった． 
 
4 研究の限界と今後の課題 
本研究の限界は次の 2 点である．まず，信頼生成過程の検証が全て社会調査と実験室実
験で得られたデータの分析によっておこなわれていたということが，1 つ目の限界である．
本研究が示した二段階の信頼生成過程は，調査・実験データの分析から事後的・帰納的に
導出されたものである．そのため，こうした過程をたどることで実際に信頼が生成される
                                                   
106
 安達（2008）はイギリスにおいて「寛容」の醸成を促進する要因として，イギリス人で
あろうという “Britishness（イギリスらしさ）”を，人々が共有していることをあげている． 
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のかを示すためには，数理モデルやコンピュータ・シミュレーション等の手法を用いて，
成立/不成立の条件を明らかにしながら論証していく必要がある．本研究では，「解き放ち
理論」よりも一歩踏み込んだ議論をおこない，上記の信頼生成過程を提示することができ
た．ただし，そこでの動的な過程を明示するには至っておらず，思弁に頼る部分も多かっ
た．そうしたダイナミズムを示せていないという側面においては，「解き放ち理論」と同じ
弱点を抱えていることは否定できない．本研究は必ずしも山岸（1998）のように，進化と
適応という観点からの信頼生成を説明しようと試みているわけではない．けれども今後，
本研究のメカニズムを進化的過程に位置づけるという作業を実施して，「解き放ち理論」と
の対比ないし関連づけをおこなうことができれば，理論的な立場をより明確に示すことが
可能になる．そのための手段としても，数理モデルやコンピュータ・シミュレーションを
活用することの意義は大きい． 
2 つ目の限界は，一般的信頼を測定するにあたっての質問項目の問題である．本研究で
は，第 2 章の冒頭で「尺度的妥当性仮説」をあげて信頼の測定問題に言及していた．しか
しながら，実務的な問題から検証可能性が低いと判断して，実際にこれを検討するまでに
は至らなかった．Delhey et al.（2011）が明らかにしたように，欧米諸国といくつかのアジ
ア諸国の間で信頼概念が異なっているのだとすれば，日本国内でも地域によって人々の信
頼概念に差異が生じていたとしても不思議はない（実際に村上（2013）はそのことをベト
ナム，カンボジア，ラオスの事例から見出していた）．この問題を解消するために，人々の
信頼概念に違いを生じさせる要因が何であるのかを突き止め，信頼の測定法を精緻なもの
へと改善する研究をおこなう必要があるだろう．さらに，そうした要因を考慮することは，
本研究が示した信頼生成の過程への理解を深めたり，Delhey らの研究を発展させたりする
ことへとつながるのみならず，新たな信頼測定のための尺度開発にも寄与することになる．
そうして開発された尺度により国際比較をすることで，第 1 章で述べた北欧諸国について
の議論のような，ややもすると低信頼の特徴を備えているように思われる人々が，なぜ高
信頼であるのかという問いに，明確な答えを出すことができるようになるかもしれない．
それは，将来的に「信頼」概念そのものを刷新する可能性すら秘めている．したがって，
信頼尺度にかんする研究の実施は，信頼理論の進展を目指すにあたって十分な価値を持つ
課題であると考えられる． 
上記の課題に加えて，本文では詳しく触れなかったものの信頼研究を深化させるため今
後検討を加えなくてはならない課題として，信頼の区分を紹介する項であげた「システム
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信頼」や「制度信頼」と対人的な信頼の生成過程との関連を吟味するということがある．
本研究では，主に個人と地域というミクロレベルとメゾレベルの事柄に焦点を当ててきた．
ただし，ミクロ－マクロ・リンクを念頭において信頼生成過程を解明するためには，マク
ロ部分を規定するシステムや制度という要因からの影響も考えるべきであろう．心理的な
過程にばかり拘泥していたのでは，そうした信頼生成のメカニズムの本質的な部分を見逃
してしまいかねない．人々の価値観や行動は制度によって決定づけられる部分も大きい．
我々は，個人であるとともに社会を構成する成員でもある．そして，その社会を支える礎
として機能しているのが，システムであり制度である．こうした相互に影響し合う過程を
考えるうえで，「システム信頼」や「制度信頼」に着目する意義は大きい．個別に高信頼者
．．．．
となるのではなく高信頼社会
．．．．．
を目指すのであれば，信頼を育む制度とは何であるのかを考
えていかなくてはならい．こういった観点からも，以上は将来的に必ず検討すべき事柄で
あるといえるだろう． 
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付記 
 
 
 本研究の実施にあたり，東北大学大学院文学研究科グローバル COE プログラム「社会
階層と不平等教育研究拠点」から支援を受けた．同じく研究の遂行には日本学術振興会か
らも支援を受けた．また第 4 章の実験は，Fischbacher（2007）により開発された経済実験
ソフト z-Tree を用いておこなわれた（The experiment on Chapter 4 was conducted with the 
software z-Tree.）． 
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